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編集方針
「三越伊勢丹ホールディングス サステナビリティレポート2022」
（本レポート）は、「統合レポート2022」を補完するものです。より多
くのステークホルダーの皆さまに当社グループの姿勢やサステナビ
リティ活動について理解を深めていただくことを目的に、重点的な
取り組みについてご紹介します。
また、本レポートをもとに、ESG評価機関や投資家など多くのステー
クホルダーの皆さまと対話を行い、指摘事項や期待を伺うことで、今
後の改善につなげていきたいと考えています。
ESGデータにつきましては、WEBサイトにて掲載しています。

報告期間
2021年度（2021年4月1日～2022年3月31日）を基本とし、発行時点
の最新情報を可能な限り掲載しています。

対象組織
三越伊勢丹グループおよび子会社、関連会社を基本としていますが、
環境・社会関連のデータについては一部集計範囲が異なる場合があり
ます。掲載するデータについて、集計範囲が異なる場合は、文中に明記
しました。

参考にしたガイドライン
● GRI（Global Reporting Initiative）「GRI Standard」
● 価値協創ガイダンス
● 気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD提言）最終報告書

各刊行物の情報提供ツール

発行時期
2022年11月

お問い合わせ先
（株）三越伊勢丹ホールディングス 総務統括部 サステナビリティ推進部
メールアドレス　csr@imhds.co.jp

刊行物 冊子 PDF HTML

サステナビリティレポート
当社グループが持つ普遍的な価値観や強みを活かして、持続的な成長
を続けていくための姿勢と活動を、ステークホルダーの皆さまにご理
解いただくための網羅的な報告書です。

●
（日本語のみ）

●
（日英）

統合レポート
ステークホルダーの皆さまに、当社グループの経営戦略や事業概況、
持続的成長を続けていく価値創造に関する取り組みをご理解いただ
くための報告書です。

● ● ●

有価証券報告書
金融商品取引法第24条第1項に基づき作成し、関東財務局への提出
を義務付けられている報告書です。財務状況に関するより詳細な情
報はこちらをご参照ください。

● ●

コーポレート・ガバナンス報告書
コーポレート・ガバナンス・コードに従い、当社グループのコーポ
レート・ガバナンスの考え方や体制等を記述した報告書で、東京証券
取引所への提出を義務付けられている報告書です。機関設計、運用状
況、実効性評価等のより詳細な情報はこちらをご参照ください。

●

将来見通しに関する注意事項／免責事項
本レポートに記載されている将来に関する記述は、三越伊勢丹ホールディングスが本レポート発行までに入手している情報および合理的であると判断する一定の
前提に基づいており、その達成を約束する趣旨のものではなく、様々な要因により大きく異なる可能性があります。
※本レポート内の組織名称および、従業員の在籍所属は2022年11月時点のものです

サステナビリティレポート(バックナンバー)
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/192

統合レポート（PDF）
https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-
imhds-s3/pdf/imhds_report2022_jp_A3.pdf

有価証券報告書（PDF）
https://pdf.irpocket.com/C3099/mCOP/XkEa/Iusg.pdf

コーポレート・ガバナンス報告書（PDF）
https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-
cms-imhds-s3/pdf/governance_report.pdf

サステナビリティサイト（コーポレートサイト）
https://imhds.disclosure.site/ja

統合レポート（コーポレートサイト）
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/136

ESGデータ集（コーポレートサイト）
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/138

https://imhds.disclosure.site/ja/themes/138
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/138
https://imhds.disclosure.site/ja
https://imhds.disclosure.site/ja
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/192
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/192
https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-imhds-s3/pdf/imhds_report2022_jp_A3.pdf
https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-imhds-s3/pdf/imhds_report2022_jp_A3.pdf
https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-imhds-s3/pdf/imhds_report2022_jp_A3.pdf
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/136
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/136
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https://pdf.irpocket.com/C3099/mCOP/XkEa/Iusg.pdf
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https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-imhds-s3/pdf/governance_report.pdf
https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-imhds-s3/pdf/governance_report.pdf


三越伊勢丹グループについて
三越伊勢丹グループは、国内20店舗・海外28店舗の百貨店を中核に据えながら、クレジット・金融、建装、旅行、システム、物流、人材派遣など幅広い事業を営む企業グループです。
創業以来「お客さま第一」を掲げ、時代ごとの社会や環境の変化を受け止めながら、生活に豊かさを提供することに邁進してきました。
これからも当社グループは「お客さまのお困りごとを感動的に解決し、関心ごとに対し革新的に提案する」ことができる、
「お客さまの暮らしを豊かにする、“特別な”百貨店を中核とした小売グループ」を目指してまいります。
また、社会のさまざまな課題に向きあいながら事業活動を通じてその解決に貢献していくことで、豊かな未来と持続可能な社会を実現していきます。

会社概要（2022年3月31日現在）

総資産（連結）

4,183億円

日本の小売業

第   9   位

店舗数

国内  20  店舗
海外  28  店舗

2021年度売上高（連結）

1兆1,685億円

日本の百貨店業

第   1   位

百貨店業

クレジット・金融・友の会業

不動産業

その他

79%

6%

4%
11%

エムアイカード会員数

約280万人

お客さまの暮らしを
豊かにする、 

“特別な”百貨店を
中核とした
小売グループ

株主数

約29万人

グループ従業員数

約1万7千人

国内百貨店お取組先数

約2万6千社

お客さま 株主さま

お取組先 従業員

地域社会

2021年度売上高
セグメント別の構成比

商号

本社所在地

代表者

創業

資本金

決算期

株式会社三越伊勢丹ホールディングス

東京都新宿区新宿5丁目16番10号

会長  赤松 憲
代表執行役社長CEO 細谷 敏幸
代表執行役副社長CMO 竹内 徹

三越 1673年（延宝元年）
伊勢丹 1886年（明治19年）11月5日

51,162百万円

3月31日

3

目次・編集方針 企業ビジョン 重点取り組み 重点取り組み 1  
人・地域をつなぐ

重点取り組み 2

持続可能な社会・時代をつなぐ
重点取り組み 3

従業員満足度の向上 ガバナンス GRIスタンダード対照表

三越伊勢丹グループについて　　三越伊勢丹グループの根本精神　　トップメッセージ　　三越伊勢丹グループの価値創造プロセス　　サステナビリティ担当役員メッセージ　　サステナビリティに関する方針　　ステークホルダーエンゲージメント



国内

(株)三越伊勢丹
(株)札幌丸井三越
(株)函館丸井今井
(株)仙台三越
(株)新潟三越伊勢丹
(株)静岡伊勢丹
(株)名古屋三越
(株)広島三越
(株)高松三越
(株)松山三越
(株)岩田屋三越
(株)ジェイアール西日本伊勢丹※

海外　
伊勢丹（中国）投資有限公司
天津伊勢丹有限公司
天津濱海新区伊勢丹百貨有限公司
仁恒伊勢丹商業有限公司※

上海梅龍鎮伊勢丹百貨有限公司
成都伊勢丹百貨有限公司
イセタン（シンガポール）LTD.
イセタン オブ ジャパンSDN.BHD.
米国三越INC.
新光三越百貨股份有限公司※

アイティーエム クローバー Co.,Ltd.※

小売／専門店業
(株)エムアイフードスタイル※

製造／輸出入等／卸売業
(株)三越伊勢丹ギフト・ソリューションズ
(株)センチュリートレーディングカンパニー

人材／サービス業
(株)三越伊勢丹ヒューマン・ソリューションズ

物流業
(株)三越伊勢丹ビジネス・サポート

情報システム／メディア業
(株)三越伊勢丹システム・ソリューションズ
(株)スタジオアルタ

旅行業
(株)三越伊勢丹ニッコウトラベル
ライム・ツリー・クルーゼズB.V.
ライム・ツリー・シッピングAG

コーポレートベンチャーキャピタル業
(株)三越伊勢丹イノベーションズ

● 三越伊勢丹グループ売上高の約8割を占め
る中核事業として、 三越・伊勢丹・岩田屋・丸
井今井の4つののれんを持ち、（株）三越伊勢
丹をはじめとした国内・海外の百貨店企業
で構成されています。国内百貨店は北海道
から九州まで20店舗、海外店は中国・東南ア
ジアを中心に28店舗を展開しています。

● 特に、世界有数の都市である東京の中心に
位置する伊勢丹新宿本店・三越日本橋本
店・三越銀座店は当社グループの最大の強み
として、さらなる独自性の磨き上げを行って
いきます。

● 当社グループのクレジットカード会社である（株）エムアイ
カードと、友の会の運営を行う（株）エムアイ友の会の2社か
ら成る事業です。

● エムアイカードは高感度で購買力のある約280万人の会員で
構成されています。この優良な顧客基盤を活かした提携カー
ドの発行やグループのポイントプログラムであるエムアイポ
イントの交換提携先の拡充により、新規会員の増加とカード
利用促進を図っています。

● 建装・デザインやリノベーション事業を手掛ける（株）三越
伊勢丹プロパティ・デザインなどで構成されている事業です。

● 今後は当社グループが保有している国内有数の不動産の
さらなる価値向上を目指して、長期視点での店舗再開発や
商業不動産事業の強化を行っていきます。

● 当社グループの力を最大限
高めていく基盤となる人材派
遣や教育研修、情報システム、
物流サービス等の事業に加え、
お客さまとの接点を拡大す
る 旅 行 な ど の 事 業、ベ ン
チャー企業への投資を行う事
業などで構成されています。

百貨店業

旅行 ベンチャーキャピタル小売 情報システム物流 メディア輸入 人材派遣

クレジット・金融・友の会業

不動産業 その他

主なグループ会社

主なグループ会社

主なグループ会社

主なグループ会社

(株)エムアイカード
(株)エムアイ友の会

(株)三越伊勢丹プロパティ・デザイン
(株)伊勢丹会館
(株)三越伊勢丹アイムファシリティーズ※

新宿サブナード(株)※

野村不動産三越伊勢丹開発（同）※

※持分法適用会社
三越伊勢丹グループには、上記以外の非連結子会社がございます

（2022年3月31日現在）

4つののれん

三越 伊勢丹 丸井今井 岩田屋
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三越伊勢丹グループの根本精神
約350年息づくサステナブルな精神
私たちは時代が変化するなか、自ら変革することで幾度の困難を乗り越えてきました。
三越の歴史は、お客さま第一、変革への挑戦の積み重ねであり、「お客さまのために」という創業より変わることのない“まごころの精神”が、その礎となっています。
また、伊勢丹も創業以来「お客さま第一」の理念に基づいた「創意工夫」によって新しい試みに挑戦し、様々な時代背景のなか、衣食住すべてにわたって伊勢丹らしさを
提案し続けてきました。
厳しい環境を受け止めながら、社会や顧客ニーズの変化を先取りしてお客さまに豊かさを届け続ける、それが私たち三越伊勢丹グループのDNAです。

デパートメントストア
宣言を全国紙で
発表した広告

越後屋創業
「店前現銀掛値なし」

三越呉服店設立
「デパートメントストア宣言」

紅屋創業
※1764年に屋号を「岩田屋」と改称 

呉服店時代の店舗 伊勢屋丹治呉服店今井呉服店駿河町越後屋呉服店大浮繪
奥村政信・画

 

女性店員休憩室

ティーンエイジャーショップ

既成概念にとらわれない
売場づくり
1956
1957
1963
1968
1969

ティーンエイジャーショップ
ベビーショップ
女性既製服サイズ体系統一
男の新館・大きいサイズ
小さいサイズ

百貨店初・女性店員の
役付者誕生（主任5名）

女性係長
10名誕生

女性管理職大量登用
課長・主任の10%強が
女性に

関東大震災

伊勢丹メンズ館経営統合
三越伊勢丹
ホールディングス設立 

三越伊勢丹
リモートショッピング
アプリ

仮想都市
コミュニケーション
プラットフォーム
REV WORLDS

小型店出店
2012-イセタン ミラー

メイク&コスメティクス
イセタン羽田ストア

イセタン ミラー
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　三越の創業者である三井高利は、それまでの商習慣にとらわれず、社会の変化によるあ
たらしい顧客層の誕生にいち早く着目し、現在ではあたりまえとなった商売方法の数々を
生み出しました。経済学者のP.F.ドラッカーは著書の中で、三井高利が世界で初めてマーケ
ティングを発明したと記しています。
　三越の前身である越後屋創業当時、大店（おおだな）といわれる呉服店の販売方法は、得
意先を回り注文をとる「見世物商い」と商品を直接持ち込む「屋敷売り」で、裕福な商人や大
名、武士の自宅に赴いて商売をしていました。支払いは年2回、盆と暮れ（8月・12月）と決
まっていて、貸倒れや金利がかさむリスクを商品価格に上乗せして販売していました。そ
のため、人によって販売する価格が異なり、すべての人が平等に買物ができる環境にはあ
りませんでした。
　高利は、この制度を廃止し、店頭販売・現金決済・正札販売を基本と
した「店前現銀掛値なし」を打ち出すとともに「小裂如何程（こぎれい
かほど）にても売ります」を掲げ、反物単位でしか購入できなかった
商習慣を改め、切り売りを可能にすることで、欲しい人が欲しい量だ
け購入できる仕組みをつくり上げました。
　江戸時代において、町人という潜在顧客の関心ごとに対して革新
的な手法で挑んだことで、顧客層の拡大を図り、現在ではあたりまえ
の「誰もが同じ価格で買物ができる店」が世界で初めて誕生しました。
三越伊勢丹グループのサステナビリティは、ここから始まったのです。
参考： P.F.ドラッカー著 上田惇生訳 『マネジメント 課題、責任、実践 上』ダイヤモンド社

　1904（明治37）年、三越は株式会社設立に際し、お取組先への案内状で日本初の百貨店
の始まりを宣言します。翌1905（明治38）年1月２日には、全国の主要新聞紙上で「デパー
トメントストア宣言」を発表、すべてのステークホルダーに対して、百貨店誕生とともに文
化の振興を宣言し、ここから日本における百貨店文化の創造が始まったのです。1914（大
正3）年には「スエズ運河以東最大の建築」と称される本店新館が完成し、現在の百貨店がも
つ施設や設備を完成させていきます。建物の入口には三越のシンボルとなるライオン像が
据えられ、店内には日本初のエスカレーターをはじめ、エレベーターなどの最新設備とと
もに、休憩室や食堂、屋上庭園などを充実させ、西洋の文化に触れることができる東京の新
名所として大きな話題となりました。また商品面でも、呉服だけではなく百貨全般を取り
揃え、新たに食品部・茶部・鰹節部・花部を設置するなど、近代百貨店としての形態を完成さ
せていきます。
　デパートメントストア宣言と同年には初の文化催事となる「光琳遺品展覧会」を開催し
ます。「光琳図案会」を併催することにより、「見る楽しさと買う楽しさ」を両立させた、世界
に類を見ないあたらしいビジネスモデルを確立させていきます。
　さらに、森鷗外を中心とした知識人による流行研究会「流行会」を発足させ、歴史に埋も
れた文化を復刻し商品に反映させるとともに、1907（明治40）年には新美術部を設立し、
作家には作品を発表する場を、お客さまには気軽に美術に触れる機会を創出します。誰も
が文化や芸術に触れ、見る楽しみと買う楽しみを両立させた、日本独自の百貨店はこうし
て生まれたのです。
　当時から続く文化振興の取り組みは、現在、物産展や美術展の開催にとどまらず、グルー
プの拠点を中心とした地域産業の活性化や新たな商品の開発など、より地域に根差した形
に進化しています。

1673（延宝元年）

「店
た な

前
さ き

現
げ ん

銀
き ん

掛
か け

値
ね

なし」 「デパートメントストア宣言と文化の振興」

お客さまの関心ごとを革新的に提案する あたらしい、豊かな暮らしの提案と、文化の振興

1904（明治37年）—現在

イノベーション イノベーション 
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1923年9月1日（大正12年） 1956（昭和31年）—現在
「関東大震災」 既成概念にとらわれない売場づくり

社会の復興と企業の存続を目指す共存共栄 誰もが自由にファッションを楽しめる土台を創造CSV ダイバーシティ

関東大震災当時の
ステークホルダー

との協働
格差の是正

ガバナンス体制を発揮し、
社会の復興と企業の存続を目指す

基幹店の建物がほぼ焼失するという企業の存続に係る大きな被害を受け
ましたが、翌日には対策本部を設置。重役会を開き、ステークホルダーの
ために何ができるかを議論し、今後の方針を決定し行動に移しました。

お取組先との共存共栄
のために、支払いを優先

三越では焼失した商品に対しても全額支
払いを行い、伊勢丹では金策で入手した現
金を未払いの清算にあて、丸井今井では被
災した仕入先を訪ね歩き、現金で全額決済
するなど、「取組先には少しも損害をかけ
ぬ」という創業以来の信条を守りました。

既製服の浸透
サイズ体系統一

ライフスタイルの
多様化に着目

ダイバーシティを
想起させるキャンペーン
「なぜ年齢を聞くの」（1975）

「女の記録は、やがて男を
 抜くかもしれない」（1980）

ファッションとは、
衣食住すべてを包みこむ
フレッシュな感性

三越伊勢丹グループ

お取組先

お客さまの生活安定のために
物資を供給し続ける

焼失を免れた店舗や焼け跡にバラックを
急造しマーケットを開設しました。三越
では大阪店から物資を運んで供給し続け、
伊勢丹では貸売を状況により減額するな
ど、お客さまの生活安定と社会の復興に
力を注ぎました。

お客さま

お客さまのために、
企業存続のためにできることを
自らが被災しているにもかかわらず、多くの
従業員はお客さま対応やお取組先対応に従
事しました。三越では従業員が給与の減額を
申し入れ、それによって苦境に立った企業を
救ったと専務取締役告示に記されています。

従業員

地域のために人を
派遣し貢献する

丸井今井では、強健な社員で救護隊を組織
し、上野に北海道罹災救護所を設けました。
北海道出身者に日常用品の寄付を行うなど、
故郷から遠く離れた地で被災した人々の心
の支えとなりました。

地域社会

メンズ館
2003

男性ファッションの進化

サロン・デュ・ショコラ開催
食のファッション化

すべての人にフィットするリメイクサ
ロン、車いすファッション

アトリエ・ロングボトム
2010

サイズの細分化、新パターン導入
ベビーショップ
1957

スーツに25種類のサイズ導入
紳士服サイズ統一
1965

誰もが同じ価格で必要
な量が買える

店前現銀掛値なし
小裂如何程にても
売ります

1673

どこにいても流行の
商品が買える、通信販
売の始まり

企業PR誌発行
外売係通信部

1899

大きなサイズ
レディークローバーショップ
1968

小さなサイズ
ストロベリーショップ
1969

男性のファッション化
男の新館
1968

ティーンエイジャーショップ
1956

服飾研究室

女性既製服サイズ体系統一
1963

伊勢丹は真冬でも水着があ
ります

水着売場
1969

1975~

年代に合わせたサイズ開発
とライフスタイルに合わせた
アイテム展開

ミッシーカジュアルショップ
1971

案内係の制服に百貨店初のパンツス
タイル導入

女子制服にパンツスタイル
2013

スキンケアからメイクまで幅広く展開
メンズコスメ拡大
2019

女性の性を扱うイベントを定期開催
フェムテックイベント開催
2020

リモートで店頭と同様の接客ができる
三越伊勢丹リモートショッピングMIRS

参考：高橋潤二郎著『三越三百年の経営戦略』サンケイドラマブックス
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金を未払いの清算にあて、丸井今井では被
災した仕入先を訪ね歩き、現金で全額決済
するなど、「取組先には少しも損害をかけ
ぬ」という創業以来の信条を守りました。
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サイズ体系統一
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多様化に着目
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では大阪店から物資を運んで供給し続け、
伊勢丹では貸売を状況により減額するな
ど、お客さまの生活安定と社会の復興に
力を注ぎました。

お客さま

お客さまのために、
企業存続のためにできることを
自らが被災しているにもかかわらず、多くの
従業員はお客さま対応やお取組先対応に従
事しました。三越では従業員が給与の減額を
申し入れ、それによって苦境に立った企業を
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丸井今井では、強健な社員で救護隊を組織
し、上野に北海道罹災救護所を設けました。
北海道出身者に日常用品の寄付を行うなど、
故郷から遠く離れた地で被災した人々の心
の支えとなりました。

地域社会

メンズ館
2003

男性ファッションの進化

サロン・デュ・ショコラ開催
食のファッション化

すべての人にフィットするリメイクサ
ロン、車いすファッション

アトリエ・ロングボトム
2010

サイズの細分化、新パターン導入
ベビーショップ
1957

スーツに25種類のサイズ導入
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1965
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1956
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伊勢丹は真冬でも水着があ
ります
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1969

1975~
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2013

スキンケアからメイクまで幅広く展開
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女性の性を扱うイベントを定期開催
フェムテックイベント開催
2020

リモートで店頭と同様の接客ができる
三越伊勢丹リモートショッピングMIRS

参考：高橋潤二郎著『三越三百年の経営戦略』サンケイドラマブックス

　焼失家屋約30万戸・死者10万人以上に及んだ大震災により、三越伊勢丹グループにおい
ても、三越日本橋本店および伊勢丹神田店が焼失する大きな被害を受けました。そのよう
な状況のなかでも、当時の経営層はステークホルダーのお困りごとに真摯に向き合い、当
社ができることを最大限行いました。そうした共存共栄の経営精神が、その後の企業存続
につながっています。

　1957（昭和32）年、既製服の時代がやってくることを予感した伊勢丹は、「あたらしい既
製服」を研究する部門として服飾研究室を新設します。日本人の体型にフィットするサイズ
をパターン化し、1963（昭和38）年には髙島屋・西武百貨店とサイズ統一に関する共同記者
会見を行い、百貨店統一サイズの基礎を作りました。
　その後も伊勢丹や三越はサイズ別やライフスタイルに合わせた編集売場の開発を行い、
独自の工夫により誰もが自由にファッションを楽しめる土台を創っていきました。
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豊かな暮らしに向けた
三越伊勢丹グループの変革
　地球温暖化による自然災害の頻発や激甚化が世界に広
がり、国際情勢の緊張が続くなか、先々の見通しはますま
す困難になっています。さらに、新型コロナウイルス感染
症の影響が長期化し、私たちは新たなルールや生活様式
の受け入れを余儀なくされました。
　これまでも、これからも、このような時代の変化ととも
に、豊かな暮らしに向けて価値を創出することが三越伊
勢丹グループの使命だと考えています。人々の暮らし方
と価値観が大きく変わる今こそを成長機会と捉え、お客

さまの要望に真に寄り添うことのできる新たなビジネス
モデルへの転換を果たします。
　豊かな未来と持続可能な社会に向けて、当社グループ
は気候変動、プラスチックごみなどの環境問題や、人権問
題などの社会課題に対しても、事業を通じて真摯に対応
しなければなりません。特に、気候変動に関しては、「国連
気候変動枠組条約第26回締約国会議（COP26）」におい
て、産 業 革 命 以 前 と 比 べ て、世 界 的 な 平 均 気 温 上 昇 を
1.5℃とする目標に向かって世界が努力することが合意
され、当社においても2021年に気候関連財務情報開示タ
スクフォース（TCFD）への賛同を表明し、主体的な取り組

みが欠かせないとの認識を強めています。
　2021年、当社グループが長期に目指す姿を「お客さま
の暮らしを豊かにする、“特別な”百貨店を中核とした小
売グループ」と定めました。日本の誇り､世界への発信力
を持ち､高感度上質消費において最も支持される“特別
な”存在となれるよう、長期スパンで「三越伊勢丹まち化」
モデルを確立していきます。それは、百貨店を中核とした
サービス・コンテンツにとどまらず、まちを構成する機
能・インフラをも提供することを意味します。その実現に
向けて、全国の拠点やグループ各社を通じて、お客さまに
あらゆる接点で継続的につながる仕組みを構築するため、
中期経営計画に掲げた以下の3つの重点戦略を実行して
まいります。
　1つ目が「“高感度上質”戦略」です。社会環境や価値観が
変化しても、「豊かな暮らし」「より良い暮らし」をしたい、
というお客さまの想いは変わりません。「高感度な消費、
上質な消費」をしたいときに私たちがしっかりとお応え
し、憧れと信頼を持っていただく。「上質」というと富裕層
のお客さましか相手にしないのではないか、と思われる
かもしれませんが、決してそうではありません。
　2つ目の重点戦略「“個客とつながる”CRM戦略」ではよ
り多くのお客さまとより深くつながることを目指してい
ます。グループが発行するエムアイカードをお使いのお客
さまに加え、現金や一般のクレジットカードをお使いのお
客さまでもアプリやデジタルIDを持っていただくことで

「個のマーケティング」を実現し、お一人お一人に合った
サービスを提供できる仕組みづくりを進めています。
　3つ目に「“連邦”戦略」を掲げています。当社グループは
クレジット・金融、建装、システム、物流、人材派遣など様々

社会と共に成長する
企業グループとして
新たな価値を創造し、
豊かな未来へ

取締役 代表執行役社長 CEO

細谷 敏幸

トップメッセージ
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な会社を傘下に置いています。百貨店グループの中にこ
れだけの会社があるのは当社だけです。将来的に社会や
お客さまの生活の中にもっと深く価値提供をしていくた
めに、グループの総力を挙げた多角的で統合的なアプ
ローチは、とても重要なことだと考えています。
　当社グループが目指す姿として掲げる“特別な”百貨店
の意味は、こうした一連の考え方を表現したものです。世
界にも発信できる、ナンバーワン、オンリーワンの百貨店。
ナンバーワンは、商品もサービスも、一番のものを自信を
持ってご提供できること。オンリーワンはお客さまに、三
越でないと、伊勢丹でないと…と言っていただけること
です。個のマーケティングでお一人お一人のご要望を
しっかり伺い、さらに、多様なスキルと経験を持つグルー
プの人財力を連携することで、お客さまのお悩みやお困
りごとを感動的に解決し、関心ごとに対し革新的に提案
していきます。
　そして、環境・社会課題に対しても同様に、お取組先や
その他ステークホルダーの皆さまと共に、常に挑戦し続
けてまいります。

三越伊勢丹グループの根本精神に見る
サステナビリティの原点
　当社グループは約350年の歴史を通して、いつの時代
も常に社会的価値と経済価値の両立を図り、イノベー
ションを起こしてきました。
　時代のなかで事業を通じて育まれてきたのは「まごこ
ろの精神」「共存共栄」「あたらしさへの挑戦」といった言
葉と共に、我々が受け継ぎ、未来へと継承しなければなら
ない、変わることのない根本精神です。

　私たちは根本精神を通じ、つくり手からお客さま、商品
が生まれた地域の背景に至るまで、様々な人の“想い”が
もたらす有形・無形の価値をつないできました。そして、
感性や心を豊かにし、文化の継承や暮らしの発展に寄与
してまいりました。また一方で、時代が求めるものを探求
し、次世代につながる革新をリードしてきました。それは
現在の事業活動、サステナビリティ活動においてもしか
りです。
　例えば、百貨店事業を中心に取り組んでいる“think 
good”もその一つです。“think good”を合言葉に、サス
テナビリティ基本方針に基づき、①生態系を含む地球環
境や、関わる人、社会に配慮した品揃え ②4Rの推進 ③文
化・技術・感性の発信 の3つを柱として、本業を通じたサ
ステナビリティ活動として推進しています。
　また、2020年より、“i’m green”では百貨店が有する
お客さまとの信頼関係をベースにして、お客さまの使用
されなくなったお品を買い取り、次へつなぐ資源循環へ
の挑戦を始めました。ふるさと納税事業においても、磨き
上げた感性のアンテナで地域の優れた商品を発掘し、地
域拠点、顧客基盤、グループ内にある旅行業との連携など、
当社グループの強みを活かし、地域振興への貢献と経済
価値創造の両立に挑戦しています。

人財と事業を生み育て、成長を続けるために
　サステナビリティ推進のための重点取り組み（マテリ
アリティ）は、以下の3つを掲げています。
　① 人・地域をつなぐ
　② 持続可能な社会・時代をつなぐ
　③ 従業員満足度の向上

　2021年に策定した中期経営計画の考え方、各戦略はこ
れらと密に連動するものとして実行段階に入りました。
重点取り組み（マテリアリティ）を起点に全社全店が一丸
となり、実践を進めていくことで、より大きな課題解決に
向けて貢献していきます。サステナビリティの重点取り
組みも、経営計画も、グループ全体で着実に実施していか
なければ目標達成はできません。日々の商売のなかで、ど
のように取り組んでいくか、従業員の一人一人が自ら考
え、実践していくことが重要だと考えています。
　このような考えから、人財育成についても重要な課題
として大切に進めています。特に、経営マインドを持って
もらいたい、と全ての従業員に伝えています。
　そのために昨年来続けていることが「経営層と従業員
の対話」です。おおよそ5，800名の従業員と約240回にわ
たり、トップマネジメントが座談会形式で対話を実施し
ました。この取り組みには私自身も参加しており、1,660
名と26回の対話の時間を設けました。それも全ては「方針
を理解して、腹落ちしてこそ、日々の業務であたらしいこ
とにチャレンジできる」との考えからです。失敗してもい
いのです。チャレンジする風土があれば人財はますます
磨かれ、価値創造につながると信じています。
　また、社長として経営人財の育成にも力を入れていま
す。今後の執行役員の育成について、私から各人に考え方
を提示し、執行役員全員のパフォーマンスをどのように
上げていくかを明示しています。並行して「塾」のような
スモールミーティングを開催し、議論するなかで個々人
の本質も理解するようにしています。こうした執行役員
の育成に加え、取締役会のダイバーシティも、企業価値の
向上に関わる重要課題です。当社もこれまで多くの企業
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と同様に社外から女性人財を登用するにとどまっていま
したが、2022年に初めて社内女性取締役を任命するに至
りました。引き続き、経営人財の育成強化が必要であり、
そのなかで女性比率をより高めることも急務と認識して
います。
　また、当社グループの従業員には、サステナブルな社会
の実現に貢献するCSVの担い手として、一人一人が成長
を遂げていくことを求めています。
　お客さまと当社グループだけではなく、地域社会、お取
組先など、あらゆるステークホルダーの視点と、中長期の
視座で価値を生み出し、イノベーションに挑戦し続ける
ことは、サステナビリティ推進であり、あらたな事業を生
み育てることでもあります。そして人財はこのような挑
戦の過程で育っていくと思います。
　2022年5月にグループ全社の部門責任者が集う、サス
テナビリティ推進会議を行いました。そこでお願いしたこ
とは、サステナビリティを推進するにあたり、社内外に「浸
透」するまで取り組んでほしい、かつ「楽しく」推進してほ
しい、ということです。当社グループのサステナビリティ
は社会的責任を果たすにとどまらず、暮らしの豊かさにつ
ながる新しい価値を生み出すことを目指してまいります。

原点に立ち返り、豊かな未来を創造
　私たちの未来を展望すると、働き方や生活における価
値観の変化、デジタル化やリモート環境の浸透などに
よって、人それぞれの価値観に合った住み良い街への移
住といった選択肢が増えてくると考えられます。そして、
これまでの都市一極集中型ではなく、都市とローカル経
済圏がつながりを保ちながら発展し、新たな「こころの豊

かさ」を求める生活スタイルに変化していくのではない
でしょうか。
　エリアの再開発などによるまちづくり＝「まち化」の取
り組みも、豊かな未来に貢献する社会価値の提供と位置
づけています。特に、新宿や日本橋については単純に百貨
店事業として進めるのではなく、エリアの価値向上と当
社グループの収益につなげていくことを描いています。
例えば、オフィス、レジデンス、ホテルなど百貨店が扱う
以外のものを含めて検討します。買物を楽しむ、働く、泊
まるなどといったことができる新しいエリアのイメージ
です。長期スパンで考えていく非常に大きな構想である
ため、これまでなかなか具体的な話ができませんでした
が、将来のために、2021年より社内での議論をスタート
いたしました。
　そうした未来における当社グループの存在は、原点に
立ち返ったものとなるでしょう。すなわち、お客さまお一
人お一人にまごころをもって向き合い、新しい、豊かな暮
らしを提案し、お困りごとを解決することです。それが私
たちの存在意義であり、使命です。百貨店は「まちの求心
力」となるべく、そのまちが持つ特色を活かした魅力づく
りと回遊性の向上に、地域と一体で取り組んでいきたい
と思います。未来のまちづくりは、環境に十分配慮がなさ
れ、多種多様な人々が集うコミュニティづくりでなけれ
ばいけません。そこには当社グループが果たすべき、百貨
店の枠を超えた役割があるはずです。
　当社グループは海外および全国各地に拠点が広がって
います。百貨店を中心にお客さまとのつながりを広げ、ク
レジット・金融やシステム、建装事業をはじめとするグ
ループ各社が、地元の企業や行政と連動し、地域の人々に

豊かさや居心地の良さを提供できれば、まちは人と情報
が集まる場に変化していきます。これからの私たちは、三
越、伊勢丹、岩田屋、丸井今井が長い歴史を通して培って
きた「のれん」の価値を最大限に活かしながら、拠点であ
る地域と連携した取り組みにより、まちの魅力を発信す
ることで中心市街地の活性化に貢献し、人々が訪れて楽
しむ場を生み出してまいります。
　私たちのサステナビリティへの取り組みはまだまだス
タートラインに立ったばかりだと思っています。環境や
人権への取り組みなどは、サプライチェーン全体で、ス
テークホルダーの皆さまと共に考えなければならない難
しい課題です。また、こうした社会課題を取り巻く情勢は
日々変化しています。
　三越伊勢丹グループは、これからもステークホルダー
の皆さまとの対話を通じて、経営として社会に何を提供
していくかを明確化し、実効性を高めながら持続可能な
未来への取り組みを進めてまいります。
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•富裕層の拡大
•衣料品消費の減少

顧客構造の変化
•ミレニアル世代の台頭
•少子高齢化の加速

オンラインの加速
•デジタル化の加速

•非対面、非接触サービスの拡大

地域社会との共生
•ローカル経済圏の
ライフスタイルが定着

環境・社会意識の高まり
ITによる環境の変化
•コロナ禍でのIT化の加速
•リアルの提供価値の変化

サステナビリティ基本方針

重点取り組み

人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ 従業員満足度の向上 グループガバナンス・コミュニケーション
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提供

CRM戦略

お客さまのお悩みや
お困りごとに対する

お客さまのニーズへの

“高感度上質”戦略

“連邦”戦略

“個客とつながる”

基本戦略

重点戦略

グループ基盤

経営基盤

感動的な解決

革新的な提案

歴史に根差した根本精神
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三越伊勢丹グループの価値創造プロセス
お客さまの暮らしを豊かにする、“特別な”百貨店を中核とした小売グループ
～日本の誇り、世界への発信力を持ち、高感度上質消費において最も支持される～長期に目指す姿
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豊かな未来と持続可能な社会に向けて
　三越伊勢丹グループは、「サステナビリティ基本方針」
において、企業の社会的責任を果たすべく、事業活動を通
じて様々な社会課題の解決に貢献し、人々の豊かな未来
と持続可能な社会の実現を目指すことを掲げています。
　2018年度には①人・地域をつなぐ ②持続可能な社会・
時代をつなぐ ③従業員満足度の向上 の3つの重点取り組
み（マテリアリティ）を特定し、それらの土台として「グ
ループガバナンス・コミュニケーション」を掲げ、推進し
ています。また、社会と企業の持続的成長を目指し、サス
テナビリティ推進会議および推進部会を運営し、より複
合的で連鎖的な環境・社会課題の解決に向けて積極的に
対応を進めています。

人と地域をつなぎ豊かな未来へ
　ここから、各重点取り組みの2021年度までの進捗状況
をご報告します。
　重点取り組み①「人・地域をつなぐ」では、お客さまの豊
かなライフスタイルの実現に貢献すべく、人の想いや感
性に触れ合える場所づくりのほか、行政や産業界との協
働による文化や伝統の振興、地域に根差した取り組み、未
来を担う次世代育成の取り組みなどを行っています。
　2019年にスタートした「三越伊勢丹ふるさと納税」も
その一つです。当社グループの強みであるマーチャンダ
イジング力とネットワークを活かし、地域活性化に取り
組んでいます。新たな自治体との取り組みを拡大しなが
ら2021年度には扱い高が前年比約235％を達成しまし

た。そのほか、働き手と雇用主をWEB上でマッチングす
るサービスを提供する「ワンデイワーク」では、労働人口
の減少などの課題に悩む東北地域での新規取り組みを開
始するなど、グループ各社がそれぞれの強みを活かし、地
域の持続的な活性化や豊かな未来へとつながる取り組み
を推進しています。

持続可能な社会に向けた継続的な取り組み
　重点取り組み②「持続可能な社会・時代をつなぐ」では、安
心・安全な商品やサービスの提供、脱炭素化や省資源化など
の環境負荷低減につながる取り組みを推進しています。
　その一環として、2018年度に「三越伊勢丹グループ
2030年環境中期目標」を策定しました。これは、「2030
年度に温室効果ガス排出量50％削減（Scope1/2 2013
年 度 基 準 ）」を 目 指 す も の で す。ま た、2019年 度 に は

「2050年環境長期目標」を定めました。
　2021年度のCO2排出総量は2013年度比42.9％の削
減となりました。2020年度は新型コロナウイルス感染症
拡大による緊急事態宣言を受けての休業などにより大き
なエネルギー削減があったため前年比では増加となりま
したが、伊勢丹新宿本店にて、空調エネルギーの使用量従
来比50％削減を目標にAIスマート空調システムの実証実
験計画を進め、省エネルギー化に新たに取り組むなど、さ
らなる削減を図っています。
　さらに、TCFDの提言に基づく気候関連シナリオ分析と
適切な情報開示を行い、上記の具体的な取り組みを含め
た積極的な気候変動対応の推進に努めています。
　また、生物多様性や水資源などのテーマにおいても、企

※CAO：チーフ・アドミニストレイティブ・オフィサー
※CRO：チーフ・リスク・オフィサー
※CHRO：チーフ・ヒューマン・リソース・オフィサー

対話と協働で実現する、
社会課題解決への貢献

執行役常務 CAO※ 兼 CRO※ 兼 CHRO※

田口 裕基

サステナビリティ担当役員メッセージ
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業が果たすべき役割や情報開示への社会的関心が高まっ
ています。当社グループもこうした動向を注視しながら、
持続的な社会に向けて私たちが取り組むべき事項を検討
してまいります。
　ますます多様化・高度化している環境・社会課題への対
応と、安定かつ責任ある調達のため、当社グループは、品
質や供給安定性に加えて、倫理的で環境、社会、人権に配
慮したサプライチェーンを実現することを調達方針で宣
言しています。2021年には、主要お取組先を対象にした
サステナビリティ調達アンケートを実施し、約300社か
ら回答を得ることができました。2022年度はアンケート
回答をベースにサプライチェーン全体で課題を特定し、
解決が図れるよう対話を行い、お取組先と協働し、持続可
能な調達に向けてPDCAサイクルを回していきます。

全ての従業員が活躍できる環境に向けて

　重点取り組み③「従業員満足度の向上」では、当社グ
ループにとって最大の財産である従業員一人一人が、多
様な能力を発揮し、仕事にやりがいと価値を感じ、社会の
役に立っていることを実感できるような職場環境づくり
を推進しています。
　ダイバーシティ＆インクルージョンの推進では、女性活
躍推進、障がい者活躍推進、LGBTQ＋尊重の取り組みなど
を進めています。当社グループの2021年度女性管理職比
率は31.0％でしたが、2024年度の目標33.0％に向け引き
続き女性の活躍の場を拡大すべく、積極的な登用や配置転
換を進めています。また、障がい者雇用比率は2024年度の
目標3.0％に対して2021年度2.83％と計画に沿った進捗
となりました。誰もが活躍する組織を目指し、多様な働き
方をサポートする制度の充実だけでなく、従業員の意識変
革までを含めた様々な取り組みを進めています。
　ライフワークバランスの実現のKPIとして掲げる年間
総 実 労 働 時 間1,700時 間 台 を2021年 度 に 達 成 し た グ
ループ企業の割合は対象となる23社のうち39.1％でした。
2024年度にはこれを80.0％とすべく、業務改革による生
産性の向上、風通しの良い職場環境の形成に向けた上司と
の対話、制度を活用した十分な休暇の取得を進めています。
　こうした取り組みに加え、あらゆる関係性における
日々のコミュニケーションを大切にし、従業員エンゲー
ジメントの向上につなげていきたいと考えています。
2022年度は企業理念をテーマに、従業員同士が意見を交
わす「対話会」を全社で実施しています。一人一人が自ら
考え、自由に意見を交わしながら、互いの価値観を尊重し
合う企業風土を築き、企業の持続可能な成長へとつなげ
ていきます。

コーポレート・ガバナンスの継続強化と
対話の推進
　当社グループは、ガバナンスの実効性と経営の透明性
をさらに高めるとともに、コンプライアンスを徹底し、全
てのステークホルダーの皆さまから信頼される企業グ
ループを目指しています。その一環として2020年6月に、
指名委員会等設置会社へ移行し、経営の意思決定の迅速
化や監督機能の強化、内部統制システムの拡充に努めて
います。移行後2年が経ち、執行役（会）と取締役会との対
話の質が高まり、コンプライアンス体制やリスク管理体
制についても深掘りした議論がなされています。
　また、ステークホルダーとの対話を継続的に行い、幅広
く信頼関係を醸成してまいります。新たな対話の機会と
して、2021年12月には投資家、アナリストおよびメディ
アに向けたサステナビリティ説明会（第1回）を実施し、
2022年度は当社グループ戦略のさらなる理解促進を目
的とした事業戦略説明会を開催しました。経営戦略やそ
の進捗状況に関する情報開示を充実させることで、ス
テークホルダーの皆さまとのエンゲージメントを強化し
てまいります。
　環境・社会課題の深刻さは、企業にとっても重大なリス
クと受け止めています。2050年の温室効果ガス排出量実
質ゼロという目標達成は容易ではなく、人権課題も迅速
な対応が必要と認識しています。短期的利潤だけでなく、
長期的な価値創造が求められる今こそ、多様な社会課題
の解決に向けて、どのように社会に貢献すべきかを考え、
ステークホルダーの皆さまと対話を重ねていきたいと考
えています。そして、本業を通じて常に環境・社会課題に
応えていくことで、豊かな暮らしに向けた提供価値を最
大化し、企業価値の向上を目指してまいります。



～日本の誇り､世界への発信力を持ち､高感度上質消費において最も支持される～

人と時代をつなぐ
三越伊勢丹グループ
変化せよ。

１．データが自分をつくる。
２．時代より先に変わろう。
３．他者が私を新しくする。

be a newone.

社会に対する企業の責任として、
社会の様々な課題に向き合い、

企業活動を通じて
その解決に貢献することで、

関わりのあるすべての人々の豊かな未来と、
持続可能な社会の実現に向け
役割を果たしていきます。

お客さまの暮らしを豊かにする、“特別な”百貨店を中核とした小売グループ

サステナビリティ基本方針私たちの考え方

企業倫理行動基準 人権方針 調達方針 環境方針 コーポレートガバナンス
・ガイドライン

長期に目指す姿
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サステナビリティに関する方針
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ステークホルダーエンゲージメント
基本的な考え方
三越伊勢丹グループは、全てのステークホルダーとバランス良く、未来志向で友好的な対話やコミュニケーションを通じてWin-Winの関係性を構築し、
社会価値向上および企業価値向上に寄与していきます。そのため、ステークホルダーからの重要ご意見を経営の意思決定に活用する仕組みづくりを強化していきます。
また、社会課題や経営課題の認識につながる手段と位置づけ、日頃より積極的なコミュニケーション活動に励んでまいります。

ファン化

継続的な対話と適切なフィードバックにより、すべ
てのステークホルダーに当社グループのファンに
なっていただくことを目指します。

ステークホルダー 目的

お客さま お客さまの期待に応える努力を怠りません。コミュニケーションを重視しその声に耳を傾け、最良の品ぞろえとサービスをいたします。
安心・安全の確保を最優先に、正確で分かりやすい情報発信を行い、信頼され選ばれる存在を目指します。

お取組先 お取組先とは、共存共栄の精神を尊び、共に成長する良きパートナーであり続けます。
法令順守、安心・安全の確保、人権と環境への配慮を担保するため、お取組先と信頼関係を構築し、一緒に社会への責任を果たしていきます。

株主／投資家 私たちの事業は株主／投資家の皆さまの出資に基づいており、我々はその信頼に応える責務を負っています。
日々の対話や適時情報開示などのコミュニケーションを重視して説明責任を果たし、透明性の高い経営を行っていきます。

従業員 対話により一人一人の経営マインドを醸成し、必要な学びと幅広い経験の機会を自律的につくり、失敗を恐れず挑戦できる組織風土をつくります。
多様性のある働き方ができる制度と、納得できる評価と処遇により、働きやすさと働きがいが両立する職場環境を実現します。

地域社会・コミュニティ 地域社会とは、良き市民として行動し、地域に寄り添いお互いを尊重し合える関係性を築きます。
地域の要請に合った商品やサービスを提供し、地域の誇る名産品や文化を紹介し、地域社会の発展に貢献する活動を推進していきます。

未来志向のエンゲージメント バランス経営

各ステークホルダー間のバランスを重視し、すべて
のステークホルダーから信頼される関係性構築を
目指します。

ステークホルダーとの相互理解のもと、課題解決
を通じて、常に時代の要請に応える企業であり続
けます。
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2022年2月お客さまアンケート実施

三越伊勢丹グループに一番期待していること

課題項目の選定

社会へも、当社グループ事業へも影響の大きい項目

三越伊勢丹グループへの影響度

社
会
へ
の
影
響
度

高

低 高

富裕層の拡大への対応
多様な消費形態の拡大への対応
少子高齢化・長寿命化への対応
都心回帰と地方過疎化への対応
AI（人工知能）・ロボットの進化
ECビジネスの拡大
日本一働きやすい会社
サステナビリティ調達
エネルギーの低炭素化
廃棄物削減とリサイクル推進
海や陸の生物保護の推進
顧客、取組先の環境保全意識の高まり
地域活性化に向けた取り組み推進
コーポレート・ガバナンス／コンプライアンス

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

商品の品質・安全の確保・正確な表示

食品廃棄物・食品ロスの削減

プラスチック、紙容器等のすべての包装材の削減 

n=5,990

企業が持続可能な成長を続けるうえ
で、影響があると考えられる社会課
題・環境変化を100項目抽出

社内での対話

社会への影響度と当社グループ事業
への影響度をプロットし、14項目に
絞り込み、3つのマテリアリティに
分類

ステークホルダーの評価

お客さまアンケートなどステークホ
ルダーへのヒアリングを通じてマテ
リアリティの方向性について確認

KPI設定とモニタリング

重要項目にKPIを設定しモニタリン
グ実施

例年「商品の品質・安全の確保・正確な表示」が、当社グループに期待されている
項目の上位にある一方で、ここ数年で身近な「食品ロスの削減」への関心が
前年度に比べて2.9%上昇しました。また、「包装材の削減」などの環境課題
についても期待度が高まっています。

2022年2月に三越伊勢丹WEB会員・アプリ会員の皆さまを対象に10回目と
なるサステナビリティ活動に関するWEBアンケートを実施しました。頂戴
した貴重なご意見は、今後のサステナビリティ活動に活かしてまいります。

20.1％

15.0％

9.0％

1

2

3
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重点取り組み 特定プロセス
経営会議（現：執行役会）での議論や外部アドバイザーからのご意見、お客さまからのアンケート結果を反映し、2018年度に重点取り組み（マテリアリティ）の特定を行いました。世の中の課題
やステークホルダーの皆さまからのご要望を、三越伊勢丹グループの強みを最大限に活かす戦略に照らして、下記のプロセスに基づき3つの重点取り組み（マテリアリティ）を選定しました。
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お客さまのより豊かなライフスタイルの実現に貢献するため、
人の想いや感性に触れ合える場所づくりのほか、各地域の文
化や伝統、名産品をご紹介するなど人と地域をつなぐ取り組
みを推進しています。

お客さま・株主／投資家・お取組先・地域社会・コミュニティといったステークホルダーと良好な関係を
構築するとともに、経営機構改革とあわせて、コーポレート・ガバナンス改革を推進しています。

●地域活性化
●社会貢献活動

未来に向けて持続可能な社会をつなぐため、安心・安全な商
品・サービスの提供、脱炭素化や省資源をはじめとした環境
負荷低減につながる取り組みを推進しています。

●環境中期目標に対する結果報告
●TCFD提言に沿った情報開示
●温室効果ガス排出削減の取り組み

「従業員満足度」を企業の持続的な成長のための最も重要な
土台であると位置づけ、すべての従業員が“働きがい”と“働
きやすさ”を実感できる様々な取り組みを推進しています。

●女性活躍推進
●障がい者活躍推進

グループガバナンス・コミュニケーション

重点取り組み 

人・地域をつなぐ
1 重点取り組み 

持続可能な社会・時代をつなぐ
2 重点取り組み 

従業員満足度の向上
3

主な取り組み項目主な取り組み項目

主な取り組み項目

主な取り組み項目

ダイバーシティ＆インクルージョンの推進
●ハラスメント防止
●人権に関する方針

生涯CDPの推進
●キャリアアップ
●グループ内外のつながり

ライフワークバランスの実現
●ヘルス＆メンタルケア

●人財育成
●適所適財

●総実労働時間の短縮
●多様性のある働き方

脱炭素社会に向けて

サプライチェーン・マネジメント
●循環型社会に向けた4Rの取り組み
●責任ある調達
●品質管理の取り組み

地域社会との協創

文化・伝統の振興・継承

●新しい顧客体験の提供

未来を拓く「人とのつながり」

●文化伝統事業への貢献
●次世代支援・育成

コーポレート・ガバナンス
リスクマネジメント
コンプライアンス

コミュニケーション
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重点取り組み（マテリアリティ）
本業を活かして取り組むことができる課題であるか、当社グループが取り組む意義があり、成果を上げることができる課題であるか、という観点から①「人・地域をつなぐ」 ②「持続可能な
社会・時代をつなぐ」 ③「従業員満足度の向上」を重点取り組み（マテリアリティ）に定め、それらの土台に「グループガバナンス・コミュニケーション」を掲げました。
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長期目標と現状
三越伊勢丹グループが目指す未来を実現するために、重点取り組み①では当社グループの強みである国内外に広がるネットワークを活かしたまちづくり、重点取り組み②では脱炭
素社会の実現、サプライチェーン全体での社会的責任の順守、重点取り組み③ではコミュニケーション、ダイバーシティ&インクルージョン、ライフワークバランスの推進などを重
要な要素として捉え、それらを実現するために長期目標として設定しております。

マテリアリティ 取り組みのアプローチ 現状 2024年目標 2030年目標

重点取り組み 1  

人・地域をつなぐ

地域社会との協創
文化・伝統の振興・継承
未来を拓く「人とのつながり」

自治体、産業界などさまざまなステークホルダー
と連携し、地域の魅力向上や文化・伝統の継承に
取り組む

国内外に広がる店舗ネットワークと商品調達
力を活かし、モノ・コトを通じて人と地域をつ
なぎながら、新たな価値を提案するとともに、
日本の技術や伝統文化を次の時代につなげる

地域と一体で、まちの魅力を活かし、百貨店
を中心としたあたらしい“まちづくり”を実
現させる

重点取り組み 2

持続可能な
社会・時代をつなぐ

脱炭素社会に向けて

サプライチェーン・マネジメント

重点取り組み 3

従業員満足度の向上

ダイバーシティ&
インクルージョンの推進

ライフワークバランスの実現

生涯CDPの推進

コミュニケーション

女性管理職比率
※グループ計（2022年4月1日時点） 31.0%

温室効果ガス排出量
（第三者検証中
 2021年度実績速報値／2013年度比）

▲42.9%

お取組先アンケート回答数292社（回答率51％）
お取組先との対話の実施

女性管理職比率
※グループ計 33.0%

後方照明のLED化推進
長期修繕計画による高効率機器への更新
新技術を用いた設備システムの導入による
省エネの推進

調達方針がすべてのお取組先に開示・説明され、
課題共有、解決への対話がなされている状態

人権デュー・ディリジェンスのプロセスが
定着している状態

従業員に対する人権教育100%実施

女性管理職比率
※グループ計 38.0%

調達方針
従業員・お取組先への浸透率 100%

温室効果ガス排出量
（2013年度比） ▲50%

再生可能エネルギーの導入比率
（国内百貨店事業の電力に占める割合）
※国内百貨店事業の自社物件は100%

60%

障がい者雇用比率 ※（株）三越伊勢丹および
首都圏主要グループ会社の合計（2022年6月1日時点）2.83%

障がい者雇用比率
※（株）三越伊勢丹および首都圏主要グループ会社の合計 3.00%

障がい者雇用比率
※（株）三越伊勢丹および首都圏主要グループ会社の合計3.50%

男性の育児休業取得率
※（株）三越伊勢丹（2021年度実績） 30.9% 男性の育児休業取得率

※（株）三越伊勢丹 100% 男性の育児休業取得率
※グループ計 100%

従業員満足度調査回答率
※グループ計（2020年度実績） 97.0%

従業員満足度調査回答率
※グループ計 100%

年間総実労働時間1,700時間台達成企業
の割合※グループ23社対象（2021年度実績） 39.1%

年間総実労働時間1,700時間台達成
企業の割合※グループ23社対象（2021年度実績） 80.0%

年間総実労働時間1,700時間台達成
企業の割合※グループ23社対象（2021年度実績） 100%



サステナビリティ推進会議

サステナビリティ推進会議・推進部会の主な活動内容

サステナビリティ推進部会

サステナビリティ推進部

取締役会

指名委員会 報酬委員会 監査委員会

各事業部門にて
取り組みを推進

国内店舗・事業部 海外店舗

グループ関係会社 HDS各部

議長　

HDS取締役代表執行役社長CEO　 

議長　

HDS執行役常務 CAO（兼CRO兼CHRO）

2022年度推進体制

当社グループのサステナビリティ活動の方向性・重点取り組み等
について、全社での推進・浸透を図る会議体。CEOを議長とし、部門
長（ビジネスユニットの代表者）、関係会社代表者で構成。2021年
度は、1回開催。

● グループ全体のサステナビリティを推進するにあたり、リスク・
機会の確認や必要な方針策定

● 気候変動対応を含むマテリアリティに関する長期計画とKPIの
進捗確認

● グループ各社におけるESGへの取り組みについての事例共有、
論議、モニタリング

● ESGにおける最新の知見を共有化

サステナビリティ推進会議傘下の部会で、CAO（兼CRO兼CHRO）
を議長とし、各社・各店総務部長などの所属長（ビジネスユニット
の構成組織の長）からなるサステナビリティ施策推進のための会
議体。課題ごとの長期計画や方針の策定、およびワーキンググルー
プの設置など、個別課題についての集中的な議論と具体的な施策
実施を役割とする。2021年度は1回開催。

サステナビリティ推進会議・部会等の運営事務局
グループ全体のサステナビリティに関する方針
や計画の検討と進捗管理を所管

執行役会

※「HDS」はホールディングスを表しています。
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サステナビリティ推進体制
2018年度より、ESG（環境／社会／ガバナンス）、SDGs（持続可能な開発目標）の視点を踏まえ、環境対策を含めた従来のCSR活動のマネジメント体制を大幅に見直しました。CEOを
議長とする「サステナビリティ推進会議」を創設し、トップのリーダーシップのもと、事業を通じた社会的課題の解決と企業価値向上を両輪とする持続可能な経営を目指します。
2022年4月、サステナビリティを重視した経営をよりスピードを上げて進めるためにホールディングスの総務統括部内にサステナビリティ推進部を設置しました。
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参画しているイニシアティブ／社外からの評価
三越伊勢丹グループのサステナビリティに関する取り組みの評価等を一部抜粋してご紹介します。

参画しているイニシアティブ

ESG投資インデックス

社外からの評価

TCFD CDP

CDP
（カーボン･ディスクロージャー･プロジェクト）
世界の主要企業に「気候変動」「水」「森林」に関す
る質問書を送付し、取り組み状況をA～Fの9段階
で評価。「気候変動」では、CO2など温室効果ガス
の排出量や削減の取り組み、気候変動による事
業リスク・機会などの情報開示が求められる。

FSB（金融安定理事会）により設置された、
企業に対して年次報告において、財務に影
響のある気候関連情報の開示を求めるもの。

2021年11月賛同

女性からだ会議®

（一社）シンクパール

女性の健康課題解決に向けた事業に
取り組む活動や、企業、団体を表彰。

2021年優秀賞
    （テーマ：フェムテック・フェムケア）

(一財)住宅・建築
SDGs推進センター
(IBECs)

建物の省エネ性能や室内環境、維
持管理など建物の品質を総合的に
評価して認定。

CASBEE
（建築環境総合性能評価システム）

伊勢丹新宿本店
三越日本橋本店　
三越銀座店

伊勢丹浦和店
新潟伊勢丹

SOMPOサステナビリティ・インデックスFTSE Blossom Japan Sector Relative Index

SOMPOアセットマネジメント（株）FTSE Russell社

TCFD
（気候関連財務情報開示タスクフォース）

ESG（環境、社会、ガバナンス）に優れた取り組み
を行う約300社が構成銘柄に選定され、同社の

「SOMPOサステナブル運用」に活用される。

各セクターにおいて相対的に、環境、社会、ガバナンス（ESG）
について優れた対応を行っている日本企業のパフォーマンス
を測定するために設計。また、低炭素経済への移行を促進する
ため、特に温室効果ガス排出量の多い企業については、TPI経
営品質スコアにより改善の取り組みが評価される企業のみを
組み入れている。 2022年度構成銘柄2022年度構成銘柄

MSCI日本株女性活躍指数（セレクト）MSCI日本株女性活躍指数（WIN）

MSCI社
（Morgan Stanley Capital International（モルガン・スタンレー・キャピタル・インターナショナル社））

MSCIが新たに開発した性別多様性スコアに基づき、業種内で性別多様性に優れた企業を選別して構築。
MSCI ESG リサーチが非常に深刻な不祥事を起こしている、あるいは人権や労働者権利において深刻な不
祥事を起こしていると評価する企業は対象外となる。

構成銘柄（2022年6月時点）

SEGES都市のオアシス

（公財）都市緑化機構

慌ただしい都市の生活
に安らぎ・癒しを与え
る空間、小さな生き物
の生活空間を提供する
場所を認定。

伊勢丹新宿本店「アイ・ガーデン」
三越日本橋本店「日本橋庭園」
三越銀座店「銀座テラス」「気候変動質問書2021」で3年連続スコア「A－」を取得
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地域に根差したパートナーと
共に地域に寄り添う
飯島：「ワンデイワーク」は、2019年に事業
を開始してから徐々に利用者が増え、現在で
は約7万人の働き手に登録いただいていま
す。サービスは首都圏中心でしたが、「地域の
仕事を紹介してほしい」というお声をいただ
くことが増えていました。
　そんななか、東北電力フロンティア（株）が
東北圏で子育て世代の支援や地域の社会課題
の解決につながる事業を行いたいと考えてい
ることを知り、協業することになりました

P26 。

地域社会とのつながりを通して、
三越伊勢丹グループらしい地域共創を考える。

関：サービスを首都圏から地域に広げていくに
あたり、違いや苦労されたことはありますか。

飯島：最初にわかったことは、地域によって
「雇用」に関する課題が少しずつ異なるとい
うことです。そのため、地域に密着して仕組
みを構築していく必要があり、現地とのコ
ミュニケーションや地域へどう溶け込んで
いくかが重要です。昨今の状況では、我々自
身が現地に出向いて活動するのは簡単では
ありませんので、東北電力フロンティア（株）
という地域に根差したパートナーがいるこ
とは大変心強いことでした。

関：もともとワンデイワークは、事情があって
働けない人と働ける環境をマッチングするこ
とを目指したサービスですよね。どのように
して地域に寄り添っていったのでしょうか。

飯島：ただマッチングするのではなく、生活
とのバランスを保ちながら、自分らしく働け
る環境をご紹介することを心掛けています。
ワンデイワークのマッチングは、単日・短時
間から就業できるのが特徴ですが、それが1
日の労働力として終わってしまわないよう
企業側には継続的に雇用していただく、働き
手側にも継続的に就業していただけるよう
に仕組み化していくことが重要です。
　東北事業の準備をしていると、どうやって
1日単位の雇用の仕組みを使ってよいかわ
からない、労働環境を整えるのが難しいと
いった悩みを持つ企業からのご相談があり
ました。例えばですが、交通事情は東京と各
地域では全く異なるため、交通費の支給も地
域に合わせた仕組みが必要です。そういった
地域特性を細やかに把握し、システムに反映
していくことで東北圏でもご利用いただけ
る環境を構築してきました。
　当初は、地域創生を起点にしたビジネスで
はありませんでしたが、より現場の事情に合
わせて仕組みを構築することで、働き手と雇
い手がWin-Winの関係となるような健全な

マッチングが生
ま れ、結 果 的 に
地域の創生につ
ながったと感じ
ています。

百貨店を中核とする
三越伊勢丹グループだからできる
地域共創
関：外商統括部では、2022年度より“可能性
は無限大” のスローガンのもと、法人外商グ
ループ開発部がプロジェクトマネージャー
の役務を担い、当社グループのアセット（店
舗、EC、人財など）を活用した「地方創生ソ
リューション」を強化しています。以前から、
BtoBの部門として、地域の企業、お取組先、
自治体とお取り組みしており、あたらしいビ
ジネスの創出が、地域の活性化につながると
考えています。
　飯島さんが仰るように、首都圏にいる我々
だけで地方を盛り立てていくのは難しいで
すから、私たちは、自治体や地元事業者と共
創しながら持続可能な社会の構築に取り組
んでいます。直近では、山口県山陽小野田市
からガラス産業の振興・知名度向上を目的と
したブランド化推進事業 P27  を受託
しました。

飯島：百貨店を母体とする法人外商が、地方
創生に取り組むというのは、人によって意外
に思われるかもしれませんが、社内外の反応
はいかがでしたか。

関：仰るとおり、受託にあたり、社内外から
「なぜ百貨店が？」という声が少なからずあり
ました。2021年度、（株）日本デザインセン
ターとの共同事
業 体 で〈CLASS 
GLASS〉と い う
ガラスアートブ
ランドを立ち上
げ ま し た。2022

（株）ワンデイワーク
代表取締役社長

飯島 芳之

（株）三越伊勢丹
営業本部 外商統括部 法人外商グループ 開発部

関 一成

サステナブルな未来に向けた取り組み社員対談 1
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年度は、商品開発に取り組んでおり、高い技術
を有する5人のガラス造形作家と当社グルー
プ で 活 躍 さ れ る ク リ エ イ タ ー を つ な ぎ、
2023年3月に伊勢丹新宿本店本館5階リビン
グフロアで発表する予定です。
　当初は、当社グループが多くのお客さまか
ら共感を得てきたコラボレーション企画を
提案しましたが、市やガラス造形作家の方々
からの理解は得られませんでした。コラボ
レーション企画は、お客さまの潜在的なニー
ズからの仮説であり、定量・定性データを用い
て科学するものです。商品開発はプロダクト
アウトではなく、カスタマーインの考え方が
最も重要であることの対話を重ねました。そ
して、一過性の話題づくりのプロモーション
ではなく、イノベーションの機会創出と同時
に、商品開発におけるマインド醸成であるこ
とを丁寧に説明することでご理解いただけま
した。お客さまお一人お一人の豊かさを生涯
に わ た っ て 共 創 し て く こ と が、〈CLASS 
GLASS〉のブランドのコアになれば、持続可
能な地域ブランドとして自走していけると信
じています。

飯島：当社グループらしいブランディングの
考え方ですね。地域の方々と直接意見を交わ
さなくては、成し得ないことだと思います。

関：ブランディングとは、ブランドを形づく
ることだと思われることが多いですが、山陽
小野田市でのお披露目会を通じて、地域産業
のブランディングは、「地域の人の暮らしに
幸せを与えること」が一番重要であると感じ
ました。それは、当社グループの「お客さまの
暮らしを豊かにする」という考え方と軌を一

いつ

にしていると思うのです。

地域とのつながりの先に
「まち化」がある

関：先ほど、地域によって課題が異なるとい
うお話がありましたが、地域のブランディン
グも地域特性によって異なる方法で行う必
要があります。
　法人外商グループでは、今後も地域ブラン
ディングに取り組んでいきたいと考えてい
ます。あたらしいものをつくり出すのではな
く、当社グループらしいクリエイションと編
集により、昔から地域に根づく「地域資源」の
価値を高め、地産地消を促進する。場や店舗
にとらわれず、高感度上質な提案をしていき
たいと思います。
　当社グループが目指す「まち化」に向けて、
地域と密に連携する必要があると感じてい
ます。私たちは、地域の実態把握の一端を担
い、個と個、企業と企業、店舗と店舗を一つに
結び、地域の皆さまと、持続可能な社会に向
けて、取り組んでいきたいと思っています。

飯島：そうですね。ワンデイワークは一子会
社ですが、「まち化」に向けてグループの力を
結集していくことが重要だと思います。当社
グループは、地域に店舗を持っていますから、
地域で生まれ育ってきた従業員と情報交換
ができるのは強みと言えます。
　ワンデイワークでは、今回の東北での事業
経験を活かし、全国にサービスを広げていき
たいと考えています。先ほど申し上げたよう
に、地域によって異なる課題があります。最近
は四国地方の情報収集をしていますが、働く
環境や地域の方々の意識も首都圏や東北とは
違います。「地方」をひとくくりとするのでは
なく、「地域」それぞれが発展できるように、寄
り添っていきたいと思います。

持続可能な循環型社会を目指して、
小売業の立場から4R※を考える。

（株）三越伊勢丹
営業本部 オンラインストアグループ 

デジタル事業運営部 アイムグリーン担当

大塚 信二

（株）三越伊勢丹
営業本部 第1MDグループ 
グループMD部 計画担当

三﨑 晴菜

発想の転換が、フードロス削減の
足がかりに
三﨑：私は現在、食品やギフトなどを管轄す
るグループで計画担当をしています。
　食品では、以前から食品ロス削減に向けた
キャンペーンを実施するなど、サステナビリ
ティに関する取り組みを進めていましたが、
一過性の取り組みが多く、継続することの難
しさを感じていました。
　そんな折に、とあるフードテックシンポジ
ウムに参加したところ、IT企業がデータを活

用してフードロス削減に取り組んでいると
知り、当社でも応用できないかと考えました。
　実は、三越日本橋本店では、20年ほど前か
ら食品廃棄量を計測し、可視化する取り組み
を実施していました。2021年度からは、計測
データを活用して、無駄な仕入れを抑制し、
根本から廃棄量を抑制できないかと考え、廃
棄物計量器を活用した減量化の取り組み

P45  を実施しています。

大塚：百貨店では、食品廃棄量の減量は長年
の課題ですよね。

サステナブルな未来に向けた取り組み社員対談 2

※4R=Refuse、Reduce、Reuse、Recycle
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三﨑：仰るとおりです。着実に減量するため
に、廃棄量と売上の相関を分析しています。
例えば、売上が悪く、廃棄量が多いショップ
は品揃えに問題があるのではないか、売上が
良く、廃棄量が減っているショップは好事例
になる取り組みをしているのではないか、な
ど仮説を立てて検証しています。賞味・消費
期限がある食品の場合は、一度仕入れたら、
売るか、捨てるかの二択になります。分析を
進めていく過程で、各ショップの仕入れ量か
らコントロールすることが重要だと気付き
ました。最近では、お客さまの消費動向の変
化を各ショップへお伝えし、適切な仕入れを
していただくように働きかけています。

大塚：我々は、モノづくりを中心に行ってい
る企業ではないので、資源循環や廃棄物抑制
に貢献するのは難しいと思われがちですが、
仕入れと消費動向と廃棄量のデータを持つ
小売業の強みを活かして取り組んでいるの

で す ね。発 想 を
変 え る こ と で、
難しいと思われ
ていた取り組み
を進めるきっか
けづくりになり
ましたね。

のれんへの信頼が当社グループ
らしいサステナブルな
取り組みの土台に
大塚：私は、入社以来婦人服を担当していま
した。食品は、購入後に食べる、捨てるの大き
く二択になりますが、服は使い続ける、お直
し・リメイク、売る、寄付する、捨てるなど、さ

経済循環なくして
環境・資源循環は成せない
大塚：i’m greenでは、環境循環と経済循環
を両輪で回すことが重要だと考えています。
環境循環というのは、物を捨てずにリユース
するということ。経済循環というのは、買取
の流れで利益を上げることと、買取を行った
お客さまに新品購入を促すこと。これは、環
境循環を持続可能なものにするために重要
なのです。
　i’m greenは、初年度に単体で営業黒字化
を達成し、社内外で理解と共感の輪が広がっ
ていることを感じています。また、伊勢丹新
宿本店を例に挙げると、買取の際にお客さま
へ返金した95％が当日内に店内の購買へ還
流しており、文字どおり経済循環の仕組みが
構築できました。

三﨑：経済貢献と環境貢献の両立は、当社が
古くから大切にしてきた「共存共栄」の考え
方 P7  に一致しますね。
　実は、食品の廃棄量計測の取り組みに対し
ても、社内から利益につながらないのではな
いかといった声がありました。たしかに、廃棄
量が減るだけでは、営業利益へのインパクト

（影響）を示しづらいのですが、仕入れが減り、
売上が保てれば営業利益が上がるので、その
データを可視化することを目標にしています。
　食品ロス削減については、お客さまからの
関心が高い問題です P16 。そして、お取
組先も少ない仕入れでこれまでの売上を維
持、向上させることができれば、「三方よし」
の状態になるのです。

大塚：食品でも、経済と環境が両輪で循環し
ている状態を目指しているということです
ね。たしかに、その両立ができることで、社内
だけでなく、お客さまをはじめとする多くの
ステークホルダーの共感を得て、継続した取
り組みへとつなげることができると感じま
すね。

お客さまと最も近い立場だから
こそできる取り組みを、継続する
三﨑：成長著しいi’m greenですが、今後の
展望を教えてください。
大塚：現在は、三越日本橋本店と伊勢丹新宿本
店のみでサービスを提供していますが、全国
の各店舗でご利用いただけるような仕組みを
構築したいと思っています。環境に良いこと
だからこそ、場所や期間を限定せず、サービス
を常態化することを目標にしています。また、
各店の外商担当者などが、買取のノウハウを
身につけることができれば、お客さまへの提
案の幅を広げることができ、新しい販売のス
タイルも確立できると思っています。
三﨑：サステナビリティはキャンペーンでは
ないということに深く共感します。
　食品では、日頃の営業を稼働させながら、お
客さまにより多くの選択肢を提供したいと
思っています。小売というお客さまに近くで
接していることを強みにして、お客さまと一
緒に取り組み、日本の消費行動に小さくても
確かな変化を生
み出していきた
いですね。

まざまな選択肢があります。しかし、我々百
貨店は、商品がお客さまの手に渡った後に、
どのような道を辿るのかを知る方法があり
ませんでした。
　2018年に婦人服のマネージャーをしてい
た頃、お客さまから、使わなくなった物を整
理するために信頼できる買取業者を紹介し
てほしいとご要望いただきました。調べたと
ころ、古物営業法では、お客さまの個人情報
や買取情報などは、買取を行った業者で管理
されることがわかりました。ご紹介が難しい
ことをお客さまにお伝えすると、「三越伊勢
丹にやってほしい」と言っていただいたので
す。そこから、社内で検討し、2020年10月に
開始したのが「i’m green」 P46  です。

三﨑：お客さまからのご要望がスタートの
きっかけだったのですね。お客さまや社内か
らの反応はいかがでしたか。

大塚：正直なところ、社内からは賛否さまざ
まな反応がありました。当初はオンラインで
のサービスを検討しており、お客さまの反応
がわからないなかで、投資をすることは難し
いという意見が多くありました。
　そこで、お客さまの声を直接お聞きするた
めに、三越日本橋本店で対面カウンターを設
置し、半年間の検証を行いました。大々的な
訴求は一切せず、一部のお客さまのみにお知
らせしたのですが、予想以上の反響がありま
した。お持ち込みいただいたお客さまの多く
は、ご自身の持ち物をとても大切にされてお
り、信頼できる三越だから託すことができる
と直接仰っていただいたのです。その結果か
ら対面式のサービスに大きく舵を切り、現在
のi’m greenの形態に至りました。
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“think good”についての考え方
　“think good”とは、彩りある豊かな未来へ向けて

「想像力を働かせ、真摯に考えることからスタートす
る」という想いが込められた合言葉です。
　2021年4月よりサステナビリティ基本方針に基づ
いて取り組みをスタートしました。

①生態系を含む地球環境や、関わる人、社会に配慮した
　品揃え
②４Rの推進
③文化・技術・感性の発信

の3つを考え方の柱とし、本業を通じたサステナビリ
ティ活動を行っています。
　私たちはこれからも、お客さまやお取組先、地域社会
など、あらゆるステークホルダーの皆さまと共に、多様
な価値観を大切につなぎ、様々な選択肢を増やすこと
で、持続可能な社会と彩りある豊かな未来を目指して
まいります。

“think good”の取り組みについて
　三越伊勢丹グループでは、通年の取り組みのほか、年に2回think goodを掲げたキャンペーンを各店舗にて開催し、「三
越伊勢丹グループの考えるサステナブル」をご提案しています。4月は「アースデイ」、9月は「SDGs週間（グローバル・ゴー
ルズ・ウィーク）」といった世の中の関心の高まりに合わせて実施しています。2022年度は取り組み開始から2年目という
ことで、各店の担当が一丸となってthink goodを加速させるべく、季節や歳時記ごとのお客さまの関心に合わせ、積極的に
think goodを軸とした企画を実施しています。

　4月のキャンペーンでは「わたしも地球も愛する選択」を
テーマに、地球環境・社会・個人にとって、より良い未来につ
ながる意識、行動、生き方、選択のアイデアを、首都圏3店舗
(新宿・日本橋・銀座)や三越伊勢丹オンラインストア上でご
提案しました。
　伊勢丹新宿本店では主な取り組みとして、お取組先が所有
するデニムのユーズドストック（着用されたデニムパンツ・デ
ニム生地）を、国内外の約60のブランドやクリエーター、アー
ティストの手を介してアップサイクルし、200型以上のアイ
テムを展開したプロジェクト「デニム de ミライ～Denim 
Project～」を実施しました。伊勢丹新宿本店のバイヤーが業
界や企業の垣根を越えて様々な方を巻き込んで協働し、自社
店舗だけでなく「アースデイ東京2022 “サステナブルファッ
ションウィーク＠MIYASHITA PARK”」にも出展し、ファッ
ションにおける社会課題や私たちの想いをたくさんの方にお
伝えしました。
　このプロジェクトはお客さまだけでなく、業界関係者の
皆さまからも多くの共感をいただき、毎日新聞社主催の第

40回毎日ファッション大賞「話題賞」を受賞しました。
　9月のキャンペーンでは“めぐる、まわる、つなぐ。”をキー
ワードに、「暮らしのなかで、ひとつひとつの選択に想いをめ
ぐらせること」をテーマに掲げ、“循環”につながる商品やサー
ビスの企画を実施しました。実施店舗も拡大し、首都圏5店舗
(新宿・日本橋・銀座・立川・浦和)が同時期にthink goodキャ
ンペーンを開催することで、より多くのお客さまに「三越伊勢
丹の考えるサステナブル」をご提案しました。
　本年は首都圏店舗を中心に推進をしてまいりましたが、今後
はお取組先をはじめとするステークホルダーの皆さまとの情
報共有や意見交換を進めながら、地域グループ店とも連携し、
グループ一丸となって取り組みの拡大を図ってまいります。

コラム

2022年度 “think good”キャンペーン実施内容・詳細

百貨店の取り組み“think good”
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地域社会との協創　　文化・伝統の振興・継承　　未来を拓く「人とのつながり」

目次・編集方針 企業ビジョン 重点取り組み 重点取り組み 1  
人・地域をつなぐ

重点取り組み 2

持続可能な社会・時代をつなぐ
重点取り組み 3

従業員満足度の向上 ガバナンス GRIスタンダード対照表

三越伊勢丹グループは、社会・経済の持続的な発展を目指し、地域社会の一員として、様々な活動に取り組んでい
ます。
私たちを取り巻く人や地域と積極的にコミュニケーションをとることで、様々な視点から見た「百貨店業を中心
とした当社グループだからできること」を考え、従業員一人一人の積極的な参加のもとに実践しています。
具体的には、主に地域活性化、募金活動を中心とした社会貢献に関わる活動、文化・伝統事業への貢献、次世代育成
に取り組んでいます。今後も地域社会との信頼構築を推進してまいります。

当社グループの強みである、国内外に広がる店舗ネットワークと商品調達力を活かし、モノ・コトを通じて日本の技
術や伝統文化を次の時代につなげます。
また、人と地域をつなぎながら、新たな価値を提案します。

地域と一体で、街の魅力を活かし、百貨店を中心としたあたらしい“まちづくり”を 実現させる

地域社会との協創
● 地域活性化
● 社会貢献活動

文化・伝統の振興・継承
● 文化・伝統事業への貢献
● 次世代支援・育成

未来を拓く「人とのつながり」
● 新しい顧客体験の提供

考え方

目指す姿

2030年目標

主な取り組み

人・地域をつなぐ
お客さまのより豊かなライフスタイルの実現に貢献するため、
人の想いや感性に触れ合える場所づくりのほか、各地域の文
化や伝統、名産品をご紹介するなど、人と地域をつなぐ取り組
みを推進しています。

重点取り組み 1
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地域社会との協創　　文化・伝統の振興・継承　　未来を拓く「人とのつながり」

地域社会との協創

　三越伊勢丹グループでは、店舗のある地域だけでなく、商
品調達で縁をもった地域とも積極的に関わり、行政や産業
界などと協働して地域に根差した取り組みを行っています。
　2022年には、東北地域の人手不足や人材活用に関する
社会課題を解決するため、東北電力フロンティア（株）と協働
し、単日・短時間雇用マッチングサービス「ワンデイワーク」
の提供を開始しました。
　今後も既存の方法にとらわれず、常に新しい視点をもっ
て地域へ貢献してまいります。

東北地域における人材マッチング支援を
通した地域活性化
　「ワンデイワーク」は、「人手が欲しい企業（雇用主）」と

「単日で働きたい方（働き手）」をWEB上でマッチングし、雇
用契約、給与支払い・受け取りをワンストップで実現するプ
ラットフォームです。単日・短時間単位で働く・雇用するこ
とが可能になり、次の時代にマッチした新しい働き方を提
案するとともに、慢性的な人手不足の解消や子育て層の就
業課題の解消といった社会課題の解決を目指しています。
2019年11月のサービス開始以来、首都圏を中心に規模を
拡大し、約140社の雇用主と約7万人の働き手にご利用い
ただいています。
　2022年3月に東北電力フロンティア（株）と業務提携契
約を締結し、7月より宮城県における協業を開始いたしま
した。今後、東北6県・新潟県に順次拡大する予定です。東北

地域では、他地域と比較して人口減少・少子高齢化が加速
しており、今後、労働人口の減少をはじめとした様々な社
会課題が顕在化することが想定されます。
　そのため、退職者の臨時雇用や専門的スキルを有した技
術者のマッチング、副業での活用など、社会のニーズや環
境変化を踏まえたサービス拡大も視野に、連携を深めてま
いります。
　ワンデイワークは、人材活用に関する社会課題を解決す
るため、事業を全国へと拡大してまいります。

地域とのつながりを活かした
「三越伊勢丹ふるさと納税」
　全国にある当社グループの百貨店が、地域の活性化を目
指して取り組んでいるのが「三越伊勢丹ふるさと納税」です。
地域をよく知る百貨店バイヤーが地域の事業者と協力し、
返礼品としておすすめの特産品をご紹介しています。お客
さまとの交流や事業者とのつながりで得た、私たちしか知
らない地域のすばらしさをふるさと納税を通じて日本全国
にお伝えすること、それが私たちにできる地域創生の取り
組みの一つであると考えています。
　自治体および事業者との窓口は地域百貨店が担当し、よ
り近い距離から地域を支援できる仕組みを構築していま
す。また、返礼品は百貨店基準の品質管理を行っており、高
品質な地域産品として取り扱うことで、ふるさと納税以外
の販路へも拡大しやすい環境を整えています。それが事業
者のふるさと納税制度に縛られない継続的な収益につな
がり、地域産業の活性化を目指しています。

　三越伊勢丹ふるさと納税はポータルサイトだけでなく、
催事や店頭カウンターを通じて、直接お客さまにふるさと納
税をご紹介する機会を設けております。ふるさと納税をはじ
めるきっかけ、地域の魅力を知るきっかけとして、店頭をご
活用いただけることも、当社グループならではの強みである
と考えています。
　2022年10月現在、参加表明いただいている自治体は
254、公開自治体は223となります。今後も地域との取り組
みを拡大しながら、コンセプトでもあるお客さまと地域を
つなぐ懸け橋として、当社ならではのふるさと納税をご紹
介してまいります。

地域活性化

店頭カウンター

ふるさと納税
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百貨店店舗における取り組み
　当社グループでは、日本全国に店舗を有する強みを活かし、
各地域の企業・団体・自治体などと連携して地域活性化に貢献
しています。
　百貨店各店舗では、地域の社会課題に、経営だけでなく従業
員も主体的に行動できる体制を整備しており、お客さまが商
品購入やイベントへの参加という形で協創できる仕組みを整
えています。

広島三越：
地域の障がい者の社会活動支援
　（公社）広島県就労振興センターおよび（福）広島市就労支援セ
ンターの協力のもと、県内の障害福祉サービス事業所や特別支
援学校が出店する「おひさまマルシェ」を年1回開催しています。
　おひさまマルシェでは、障害福祉サービス事業所で作られた
食品や雑貨などを販売し、障がいのある方の経済的自立を目指
すとともに、事業所の活動を広く知っていただく機会を提供し
ています。
　2022年4月には、新型コロナウイルス感染症の拡大により
イベント出店の見合わせを余儀なくされた、広島県内約30の事
業所に参画いただきました。2回目の開催を迎え、イベントの認
知度が向上しており、売上が大きく拡
大しただけでなく、障がいのある方の
モチベーションアップにつながりまし
た。本イベントをきっかけに、事業所同
士が連携し、新たな販路や商品が生ま
れたという事例もあります。今後も、共
生社会の実現に向けて、事業所・お客さ
まに喜んでいただけるイベントを目指
してまいります。

星ヶ丘三越：
「地域のパートナーズストア」としてリニューアルオープン
　星ヶ丘三越は、地域社会との協創に取り組む「地域のパート
ナーズストア」として、2022年10月にリモデルオープンしま
した。地域のお客さまに寄り添いながら、より豊かな暮らしを
お手伝いするとともに、近隣コミュニティと協力し、魅力ある
まちづくりにも貢献しています。
　2022年10月 に は、東 海 地 方 の 輝 く ヒ ト・モ ノ・コ ト に
フォーカスした「東海推しウィーク」を開催しました。今回初
の取り組みとして実施した東山動植物園とのコラボレーショ
ン企画では、オリジナルアイテムの販売や、家族でのお出かけ
スタイル、行楽弁当をご提案し、相互送客・人流活性を生み出
しました。そのほかにも、地元のブランドやアーティストをご
紹介するなど、東海地区の新たな魅力を発信しています。
　また、子ども・若者などの次世代支援にも積極的に参加して
います。東山遊園（株）が運営する「星が丘テラス」と合同で、名
古屋市千種区の幼稚園12施設に、組み立て式サッカーボール
を寄贈しました。キットを組み立てる達成感や、プレイを通じ
たコミュニケーションなど、地域の子どもたちに学習の楽し
さとスポーツの魅力を届けています。
　隣接する椙山女学園大学とは、長年にわたり合同での取り
組みを実施しています。星ヶ丘三越の
社員がゼミに参加し、百貨店を取り巻
く環境や課題点などをレクチャーし
たうえで、学生自らが商品開発やパッ
ケージデザイン、PR活動を実践しまし
た。社会と関わりながら体験学習する
ことで、マネジメント力を育成してい
ます。今後もこのような取り組みを強
化し、地域を活性化していきます。

地域産業のブランド化推進事業
〈CLASS GLASS(くらすグラス)〉
　山口県山陽小野田市のガラス産業振興と知名度向上
を目的として、2021～22年度のプロポーザル案件を

（株）日本デザインセンターと共同で受託し、2022年2月
に“高い芸術性と暮らしに取り入れやすいスタイル”を
コンセプトとした同市のガラス造形作家によるガラス
アートブランド〈CLASS GLASS〉を発表いたしました。
　同市は、古くは窯業が盛んな地域で、地域文化の伝承・
創造を目的に、市出身の著名なガラス造形作家の故・竹
内傳治氏と共に、窯業の一つであるガラスに注目しガラ
ス文化をテーマにしたまちづくりに注力してきました。
　〈CLASS GLASS〉は、百貨店の店舗や、3,500点以上の
ギフトが揃う伊勢丹のオンラインギフトサイト「ムード
マーク バイ イセタン」などの当社グループだけでなく、
法人顧客や同市の飲食店向けにもご紹介しています。
　本取り組みでは、当社グループが百貨店事業で培って
きた顧客接点やグループネットワーク等のリソースを 
活用し、パートナー企業と協業しながら、ブランド設計、
デザイン設計、販売計画、販路開拓等の基礎からブラン
ド化に向けて同市とタッグを組み、地域社会と共生する
ビジネスモデルの構築を目指しています。

各事業所からイラストを集めて
作成したオリジナルの看板デザ
イン

若竹幼稚園と椙山女学園大学の
皆さん
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　三越伊勢丹グループでは、百貨店という公共性の高い店
舗であることを活かし、募金活動のほか、商品販売を通じた
チャリティ活動などの社会貢献活動をしています。

ピンクリボンキャンペーンへの取り組み
　お客さま・従業員ともに多くの女性に支えられている当社
グループでは、乳がん早期治療の啓発活動「ピンクリボン
キャンペーン」を実施しています。
　伊勢丹店舗では2007年より、三越店舗では2014年より、
2016年からはグループ全体に拡大して取り組んでいます。
　2021年度も乳がん月間である10月に、グループ全体で

「ピンクリボンキャンペーン」を実施。早期発見・治療を呼び
かける店内放送やリーフレットのお渡し、「ピンクリボン
バッジ」による店頭募金など、お客さまへの啓発活動を行い

ました。皆さまのご協力の結果、2021年度の寄付金額は
1,201,221円（14店舗)となりました。
　この寄付金は、活動開始当初よりご協力いただいている認
定NPO法人乳房健康研究会をはじめ、店舗の所在地域の活
動団体へ寄付され、乳がんの早期発見に向けた様々な啓発活
動に役立てられます。

エムアイカードポイントの寄付先拡充
　（株）エムアイカードでは、ポイント交換サイト上で日本
赤十字社への寄付ができるようになりました。集まりまし
た寄付は、新型コロナウイルス感染症対策を含む、日本赤十
字社の活動全般に役立てられます。
　また、エムアイカード公式ホームページでは、新型コロナ
ウイルスの影響で様々な活動の自粛などにより、多大な影
響を受けている食品業界を支援する取り組みとして、フー
ドロス削減に取り組むサイトとの連携も行っています。

伊勢丹奨学会
　旧・（株）伊勢丹の創業家が1963年に創立し、後に公益認
定を受けた、（公財）伊勢丹奨学会が運営している奨学金制
度です。
　都内および近隣県にある7大学の商業、経済および経営
関係学部に在学する、修学可能な心身で、学力優秀でありな
がら経済的理由により修学困難な学生に対して奨学金を給
付しています。

WEB募金の仕組み導入
　2022年度には、ロシアの侵攻により深刻な人道危機に
面しているウクライナの人々を支援するための募金活動を、
インターネット上で募金できる仕組みにより実施。寄付金
は国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）の救援活動の支援
にあてられます。

社会貢献活動

2021年度 主なチャリティ・寄付金一覧 2021年度 海外店寄付金
期間 タイトル 金額(千円) 実施店舗 寄付先

10月 ピンクリボンキャンペーン 1,201
伊勢丹新宿本店、三越日本橋本店、三越銀座店、伊勢丹立川店、
伊勢丹浦和店、函館丸井今井、仙台三越、新潟伊勢丹、静岡伊勢丹、
高松三越、松山三越、岩田屋本店、岩田屋久留米店、福岡三越

認定NPO法人乳房健康研究会、
ピンクリボンかがわ県協議会、
ピンクリボンえひめ、認定NPO法人ハッピーマンマ

4月～6月 動物保護 アクセサリー販売 623 三越伊勢丹オンラインストア （一財）クリステル・ヴィ・アンサンブル

年間

新型コロナウイルス感染症対応 5,113 グループ各店 日本赤十字社

エムアイカード1ポイント
＝1円としてお客さまから寄付

1,587

エムアイカードホームページ

日本赤十字社

802 東京国立博物館、国立科学博物館、（独）国立文化財機構
鎮守の森プロジェクト、名古屋市観光文化交流局

エムアイ友の会の収益から
一定の金額を寄付

669
グループ各店友の会カウンター

（公社）チャンス・フォー・チルドレン

853 （一社）more trees

海外店 金額(千円)

シンガポール伊勢丹 452

天津伊勢丹・ 
天津濱海新区伊勢丹 193

成都伊勢丹 258

米国三越 423

※2022年5月末のレートで円換算
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文化・伝統の振興・継承

　三越、伊勢丹、岩田屋、丸井今井は、呉服店・呉服商か
ら始まりました。その歴史を振り返ると、明治時代に
は、「元禄模様」の三井呉服店（三越の前身）、「御守殿模
様」の伊勢丹が切磋琢磨するなど、呉服の文化や産業
の発展に寄与してきたことが分かります。
　また、三越は1907年に美術部を創設しました。当時、
身近に触れる機会が限られていた美術品を百貨店が紹
介することで、誰もが美術品を鑑賞しながら楽しめる、
そして安心して購入できる機会を提供し、文化と芸術の
普及を図りました。
　今に続く呉服や美術の伝統・文化事業への取り組みの
ほか、国立博物館・美術館との協業、物産展や外国展など
催事を通した文化の紹介や地域振興についてご紹介い
たします。

養蚕農家や国産絹糸の維持を
目的とした、純国産絹「三煌」を開発
　近年、国内産シルクのシェアは、日本で消費される絹
量の1%にも満たないと言われています。そこで呉服店
を起源とする三越伊勢丹グループでは、養蚕農家や国産
絹糸の維持を目的に、養蚕から製糸、製織まですべて国
内生産にこだわった純国産絹を、10年以上もの歳月を
かけて開発しました。

　お客さまから寄せられた「シワになりにくいきもの
が欲しい」「昔のきものの方がしなやかな肌触りで風合
いが良かった」という声にお応えして、蚕の品種改良を
行うところからスタート。通常の蚕が吐き出すものよ
り80％も細い糸からつくり出された絹糸は、養蚕農家、
製糸製織小売、お客さまの三者が煌き続けることを願
い「三煌」と命名しました。優雅な光沢としなやかな質
感、そして発色の良さが特徴の生地は、色無地から多色
使いの振袖まで、さまざまなきものに用いられていま
す。日本の絹文化を次世代につなぐため、今後は洋服な
ど幅広いアイテムへの活用を目指しています。

文化・伝統事業への貢献
きものの文化を正しく継承していくのが、
三越伊勢丹呉服部の存在意義

INTERVIEW

　2023年、三越は創業350年を迎えます。長い歴史を経て、今
もなお続く三越伊勢丹呉服部の存在意義とは、きものにまつわ
る知識を後世に正しく残していくこと、また世代をつないでい
くことだと考えています。もちろん産地振興の一助となる、伝
統産業を残していくことも大切な課題ですが、家族の中で代々
受け継がれていたきもののルールやマナーなどに関するお問
い合わせが、年々増加しているのが現状です。きものはお手入
れをすれば、世代を超えて着られると言われています。そこで
経験豊富なスタイリストがご相談を承り、お客さまの疑問を解
決することが、呉服に携わる我々の重要な役割と捉えています。
　これまでも、きもののクリーニングやメンテナンスを専門に
したカウンターを設け、拡大し、お客さまのご要望にお応えし
てまいりました。最近では価値の分かる人に譲りたい、オーク
ションに出したい、保管する場所を探してほしいなどのお声も
多くいただいています。今後はお客さまの財産整理のお手伝い
をするなど、サービスを幅広く拡大する必要がありそうです。
　呉服文化の継承とともに、きものが何代にも受け継がれ、美
しく着られるお手伝いをすることで、持続可能な社会の貢献に
つなげていきます。

（株）三越伊勢丹
第3MDグループ 呉服営業部

大枝 篤史

純国産の繭の選繭と、繰糸の工程

美しい色合いは、作家とお客さまの双方から好評
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春の院展・日本伝統工芸展など文化展の開催
　三越伊勢丹グループの文化展の歴史は、1904年に三越
日本橋本店で開催された「光琳遺品展覧会」に始まります。
この展覧会は、モノを売るだけにとどまらず、日本の文化、
特に芸術を誰もが自由に楽しむことを近代百貨店の使命
の一つに据えた、日本独自の文化の創造を目指したもので
した。
　現在、当社グループでは、「春の院展」と「日本伝統工芸
展」を中心に文化展を実施しています。「春の院展」は、
1945年11月に三越日本橋本店にて開催された「第一回日
本美術院小品展」に始まり、途中、現在の名称に代わり、
2022年には77回を迎えました。本年度は、三越日本橋本
店を皮切りに、札幌三越、福岡三越、新潟伊勢丹で開催しま
した。一方、「日本伝統工芸展」は、1954年に第1回を三越

物産展や外国展の開催
　当社グループでは美術展や文化展のほかに、人と地域を
つなぐ取り組みの一環として、物産展や外国展も開催。人
の想いや感性に触れ合える場所づくりのほか、各地域の文
化や伝統、名産品まで幅広くご紹介しています。
　物産展の歴史はとても古く、1917年に日本で初めて開
催した「東北名産品陳列会」を皮切りに、現在まで70回以
上も続いている「全国銘菓展」や「洛趣展」など、日本中から
選りすぐりの食や工芸などを集めた催事を数多く行って
います。また、1956年には戦後初の外国展として、流行の
中心地からモードなアイテムをご紹介する「パリー展」を

コラボレーション先：
● 東京国立博物館（2016年～）
● 京都・奈良・九州国立博物館（2018年～）
● 東京国立近代美術館（2020年～）

※「日本の職人 匠の技展」のWEBサイトでは、日本各地の伝統工芸を今に伝える、職人
の方々へのインタビュー記事【工房を訪ねて】をアーカイブ形式で紹介しています

工房を訪ねて
https://www.mistore. jp/store/nihombashi/event_calendar/
takuminowaza/archive.html

日本橋本店で開催して以来、2022年には69回を迎え、三
越日本橋本店を皮切りに、星ヶ丘三越、札幌三越で開催。
2023年1～2月には、仙台三越、福岡三越で開催します。また、
三越伊勢丹の各店では、日本工芸会の部会の展覧会（陶芸・
染織・木竹工・人形・諸工芸のみ）も開催しています。

国立博物館・美術館との協業
　日本が世界に誇る文化財を守り、未来へと守り継ぐこと
を目的に、パッケージに国立博物館・美術館の所蔵作品を使
用した日本の美意識あふれる特別なギフトを、中元・歳暮の
商品として販売しています。商品代金の一部は、その作品を
所蔵している博物館・美術館の運営に役立てられます。

開催。その後1965年にスタートした「英国展」など、どれ
も長きにわたりお客さまから愛され、より豊かなライフス
タイルの実現に貢献しています。

　“伝統と伝承”をテーマにした「日本の職人 匠の技展」※

も、20年以上続く人気催事です。先人たちの技を継承しな
がら、歴史あるものを、現代の暮らしに馴染むよう昇華さ
せることを推進しています。同時に、若い世代のお客さま
にもご覧いただくことで、伝統工芸の持続的な発展にもつ
なげています。

1956年「パリー展」会場の様子

https://www.mistore.jp/store/nihombashi/event_calendar/takuminowaza/archive.html
https://www.mistore.jp/store/nihombashi/event_calendar/takuminowaza/archive.html
https://www.mistore.jp/store/nihombashi/event_calendar/takuminowaza/archive.html
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　伝統や文化を振興・継承していくためには、
次世代の支援や育成が欠かせません。伝統や文
化のこれからの担い手となる、次世代の支援と
育成についてご紹介いたします。

新しい日本画に挑戦
「三越伊勢丹・千住博日本画大賞」　
　日本画壇の発表の場として歴史を重ねてき
た三越日本橋本店を舞台に、いま一度“日本画
とは何か？”を問い直し、未来へ向けた日本画
の在り方そのものを見つめる「三越伊勢丹・千
住博日本画大賞」。2020年にスタートし、2022
年8月に2回目を開催しました。従来の画材であ
る岩絵具を必須としない、新しい日本画に挑戦
する作品を公募。世界的アーティスト 千住博氏
を審査委員長に迎え、厳正な審査を通過した20
点は、日本画壇を代表する横山大観、平山郁夫
などが作品を展覧した、三越日本橋本店美術特
選画廊にて紹介されました。今後も三越伊勢丹
では、将来の美術界で活躍する作家を発掘し、
広く発信していきます。

次世代支援・育成
現代アートに特化した

「三越コンテンポラリーギャラリー」　
　文化・芸術の振興に長年取り組んできた三越
伊勢丹グループは、今後100年先にも受け継が
れていくような、本物のアートを取り扱ってい
くことが使命であると考えています。三越日本
橋本店では、既存ギャラリーでご紹介している
絵画や彫刻、陶芸などに加えて、より一層日本
の美術を幅広く網羅するため、現代アートに
フォーカスした「三越コンテンポラリーギャラ
リー」を2020年3月に新設しました。先駆者た
ちが切り拓いてきた美術の歴史へ敬意を払い
つつ、時代に即した新しい価値観をつくり出す
現代アートを発信しています。
　三越コンテンポラリーギャラリーでは、東京
藝術大学などを卒業した現代アートに秀でた
社員も活躍。自らもアーティスト活動をしてい
ることを活かし、作家の想いが伝わる環境づく
りや、作品に込められたコンセプトをお客さま
にお伝えして興味を持っていただくなど、さら
なるアート市場の活性化に貢献しています。

アートを学んだ経験とネットワークを活かし、
若手現代作家を支援する展覧会を開催

INTERVIEW

　約120年もの歴史を持つ三越日本橋本店の美術画廊は、オーセンティックな
アートをご紹介し続け、多くの方から支持されてきた実績があります。私は東京
藝術大学のデザイン科を卒業後、画廊で美術商として働いていたのですが、より
幅広いアートに触れたく、2018年に三越伊勢丹へ入社しました。また、ワイン
エキスパートという資格を取得しており、いつかアート×ワインの企画をした
いと考えています。異なるカテゴリーの商品を一緒にご紹介できるという点も、
三越伊勢丹に転職を決めた理由の一つです。
　2020年3月にオープンした「三越コンテンポラリーギャラリー」では、時代に即
した新しい価値観をつくり出す、現代アートをご紹介しています。私以外にもアー
トを学んだ社員が在籍しており、独自のネットワークで注目の若手現代作家によ
るグループ展を開催。次世代を担うアーティストの支援にも取り組んでいます。
　私たちが大事にしているのは、作家とお客さま双方にベストな環境づくりを
すること。そのために、会期前には作家と対話をし、制作背景から展示の希望ま
で、リアルな声を引き出すようにしています。また、タイトルなどのキャプショ
ンを貼らないのも特徴。お客さまにはまず、情報の無いまっさらな状態で、作品
を感じていただいています。
　オープンから2年が経ちましたが、バイヤーや私たちが築いてきたネットワー
クを駆使し、他ギャラリーではできないような展覧会も実現。コレクターやイン
フルエンサーの方に「三越日本橋本店は、伝統的な日本画から世界にも通じる前
衛のアートまで、すばらしい展示に挑んでいますね」とお褒めの言葉をいただき
ました。また、お顔の見えるお客さまには1対1でご案内もしているのですが、お
好みとマッチした作品をご紹介することができ、とても喜んでいただいています。
　今後ますますデジタルでの発信も強化し、こ
れまで三越日本橋本店にご来店したことのな
い方々にも興味を持ってもらえるよう、高感度
上質な現代アートをご提案していきます。

（株）三越伊勢丹 第3MDグループ 美術営業部

小野 あゆ
 授賞式の様子

2021年開催の伊藤彩「Where is banana?」
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クリエーターとの協業事業
「三越伊勢丹メディア芸術」　
　現在、国内外から注目を集める日本のマン
ガ・アニメーション・映画・ゲーム。これらは文
化芸術基本法 第9条で「メディア芸術」として
定義されています。三越伊勢丹グループでは、
これまで文化振興やクリエーター育成に取り
組んできた実績を活かし、「三越伊勢丹メディ
ア芸術」を新たに事業化しました。メディア芸
術の優れた作品やクリエーターと協業し、様々
な企画を実施しています。
　2022年8月には、劇場版『ONE PIECE FILM 
RED』とコラボレーションした『ONE PIECE 
FILM RED』 × 伊勢丹を、伊勢丹新宿本店と三越
伊勢丹オンラインストア、オンラインギフトサ
イト「ムードマーク バイ イセタン」で開催しま
した。これからも、メディア芸術の魅力やオリジ
ナル企画をご紹介していきます。

未来のクリエーター育成に、
体験実習の場を提供　
　当社グループでは、産学協同による“未来の
クリエーター育成”も支援しています。
　2022年で7回目を迎える東京デザイン専門
学校との取り組みでは、体験型実学教育の場と
して伊勢丹新宿本店を提供しました。今回は

“ハロウィン”をテーマに、学生自らがデザイン
コンセプトやプランニング、プレゼンテーショ
ンを実践。施工会社など多くの人たちと関わり
ながら、自分たちのアイデアが立体的につくら
れていく様子を学びました。できあがった作品
は、2022年9月28日～10月31日の期間、伊勢丹
新宿本店本館地下1階ショーウインドー10面
にディスプレイ。学生ならではの独創的な視点
でつくられたストーリー仕立ての演出は、会期
中多くのお客さまから注目を集めました。
　今回のプロジェクトに参加した学生からは「皆
と同じ目標に向かって協力する、かけがえのない
時間を過ごすことができた」「社会と関わる貴重
な経験ができた」と喜びの声をいただいています。
　今後も次世代のクリエーターに向けて、ゼロ
からものづくりをする大変さや、試行錯誤しな
がらより良いものをつくり上げる楽しさを経
験できる場の提供をしていきます。

次世代を担う学生を継続的に支援することで、
百貨店・ファッション業界を盛り上げる

INTERVIEW

　“世界最高のファッションミュージアム”を目指し、2013年に大規模リモデ
ルを行った伊勢丹新宿本店では、未来のクリエーターを育成すべく、産学連携
にも力を入れています。
　コロナ禍で取り組みを一時中止していましたが、学校側と協議の結果、
2022年から再開することになりました。4月より、東京デザイン専門学校の学
生と“ハロウィン”のショーウインドー制作をスタート。通常の授業はもちろ
ん、課題や就職活動、さらに日常生活に多くの制約がある中、半年間計10回の
活動に参加するのは、非常にハードだったと思います。そんななか、何度も企
画のプレゼンテーションをしてくれました。グループ全員でナレーションの
ように台本を読んだり、オリジナルの絵本をつくったりと、学生ならではの固
定観念にとらわれない発表の仕方に、私たちもとても刺激を受けました。選ば
れたデザインが、プロのイラストレーターや施工会社によって形になる様子
や、実際に完成した現場を見た時、学生たちの感動もひとしおだったようです。
コロナ禍で制約を受け、我慢を強いられている学生たちに、活躍の場を提供す
ることができ、良かったと思います。
　プロジェクトに参加する生徒の半数が、伊勢丹新宿本店に来店したことが
無いのが現状で、若者の百貨店離れが顕著であると実感しています。活動を続
けていくなかで、三越伊勢丹を知ってもらうことはもちろんですが、学生時代
プロジェクトに参加した方たちが、今度は仕事のパートナーとして一緒に働
く機会もできており、とてもうれしく思っています。
　産学連携の取り組みは、まずは若者たちに三越伊勢丹を知ってもらうきっ
かけの一つとして、重要な機会だと考えています。そして、次世代支援・育成の
取り組みを継続的にすることで、百貨店・ファッション
業界を盛り上げ、さらに未来へつなげていくことを目指
しています。

（株）三越伊勢丹 MD戦略統括部 販売促進部 新宿店装飾担当

清水 督史
©尾田栄一郎／2022「ワンピース」製作委員会
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未来を拓く「人とのつながり」

　ここ数年でデジタル化が急速に進みました。三越伊勢丹
グループにおいても、食品定期宅配サービスの「ISETAN 
DOOR」や化粧品ECサイトの「meeco」などデジタル事業
に加え、オンライン上でのコミュニケーションも進化して
います。
　地域店舗と首都圏店舗をオンラインでつなぐ「リモート
接客」とメタバースを活用したコミュニケーションアプリ

「REV WORLDS（レヴ ワールズ）」についてご紹介します。

お客さまのニーズに合わせたリモート接客
　地域店舗では、三越日本橋本店・伊勢丹新宿本店ならでは
の品揃えを活用し、店舗に無い商品をお取り寄せするデジタ
ルサービスが根づき始めています。

　2022年4月にオープンした高松三越デジタルサロンでは、
お客さまからの幅広いご要望・ご相談にお応えするため、
個々のニーズに合わせ、三越日本橋本店とリモートでつなぎ
接客する取り組みが広がっています。
　お客さまをデジタルサロンの特別な個室へご案内し、親交
の深い担当セールスがそばで寄り添い、三越日本橋本店の商
品をお見せしながら、そのカテゴリーに詳しい専門のスタイ
リストから接客を受けることができます。
　リモート接客のスタイルは様々で、例えば、日本橋にいる
スタイリストがカメラを持ってリアルタイムで店内を歩き
回る映像と共に接客することで、臨場感のあるお買物体験
をご提供できます。呉服のお仕立てやお家のリフォームに
合わせた家具のコーディネート等、イメージを具現化する
のに何度も接客を重ねる必要がある場合も、リモートであ
れば、専門性の高い接客を繰り返しご提供することができ
ます。これまでは、商品のある店舗へ来店しなければ不可能
でしたが、距離と時間を超えてつながることのできるリ
モート接客を活用することで、お客さまのご期待にお応え
できることが増えました。今後もこのような特別なお客さ
ま体験を提供できるようにお客さまのニーズに合わせて取
り組みを拡大していきます。

新しい顧客体験の提供 メタバースを活用したコミュニケーションアプリ
「REV WORLDS（レヴ ワールズ）」
　「REV WORLDS」は、当社グループによるメタバースを活
用した仮想都市コミュニケーションアプリです。
　お客さま（ユーザー）は、アバターを操作して、新宿をイ
メージした仮想都市を散策し、仮想伊勢丹新宿本店や企業
ブースでショッピングやコンテンツを楽しめます。家族や友
人、他のユーザーとボイスやチャット機能を使ってコミュニ
ケーションを楽しむなど、「人とのつながり」を体験しながら、
街や店内で思わぬ商品との出会いや新しいきっかけを感じ
ることができます。
　ローンチしてから1年以上が経ち、さまざまな企業・ブラ
ンドの出店やイベントを開催したほか、アバター着せ替えア
イテムは約1,000点実装、2022年7月には自分の部屋を好
みにコーディネートできる「マイルーム機能」をスタートす
るなど、仮想空間上でもより自分らしい生活を楽しめる機能
を拡充してきました。
　リアルでもデジタル上でも、より豊かなライフスタイルを
提供できるよう、他社コンテンツを誘致しながら、サービス
を向上させていく予定です。

仮想伊勢丹新宿本店
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脱炭素社会に向けて　　サプライチェーン・マネジメント
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持続可能な
社会・時代をつなぐ

当社グループは、未来に向けて持続可能な社会をつなぐため、安心・安全な商品・サービスの提供、脱炭素社会や省資
源をはじめとした環境負荷低減につながる取り組みを推進しています。
特に消費者の環境意識が急激に高まっており、これまでも環境配慮型の商品やサービスを積極的にお客さまに提案
してきました。これからは、店舗だけに限らずオンラインストアでの展開をさらに進め、未来に向けたメッセージを
発信、提案し、コミュニケーションを図っていきます。

脱炭素社会に向けて
● 環境中期目標に対する結果報告
● TCFD提言に沿った情報開示
● 温室効果ガス排出削減の取り組み

サプライチェーン・マネジメント
● 循環型社会に向けた4Rの取り組み
● 責任ある調達
● 品質管理の取り組み

考え方

2030・2050年目標と現状

主な取り組み

現状 2030年 2050年

脱炭素社会に
向けて

温室効果ガス排出量
（第三者検証中のため

2021年度速報値）
2013年度比で▲42.9％

温室効果ガス排出量削減目標
2013年度比で▲50%

再生可能エネルギー導入比率
60%
(国内百貨店事業の電力に占める割合)
※国内百貨店事業の自社物件は100%

温室効果ガス排出量実質ゼロ

サプライチェーン・
マネジメント

お取組先アンケート
回答数292社（回答率51％）

お取組先との対話

調達方針
従業員・お取組先への浸透率
100％

昨今日本では、平均気温の上昇、猛暑日の増加、ゲリラ豪雨の
頻発など気候変動に起因した災害に数多く見舞われています。
これらの災害は三越伊勢丹グループの事業に影響を及ぼすと
同時に、社会の消費行動にも影響を与えています。
2022年度は、2030年環境中期目標の達成に向けて脱炭素の
取り組みを推進してまいります。
また、サプライチェーン全体での社会的責任の順守および環
境に配慮した取り組みを推進するため、お取組先をはじめと
するステークホルダーの皆さまとコミュニケーションを図っ
てまいります。

重点取り組み 2
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　三越伊勢丹グループでは、「技術」「レジリエンス」を念頭に気候変動対策に取り組んで
います。長期修繕計画における長期・中期・短期の時間軸で投資優先順位の入れ替えをしつつ、
新技術の積極採用を行い、グループ各社のさらなる省エネへの取り組みを進めています。
　また、サプライチェーンにおける資源循環の取り組みについても、積極的に実証実験等に
参画し、温室効果ガス排出量の抑制、資源の有効活用と削減に取り組んでいきます。

※第三者検証中のため速報値
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従業員満足度の向上 ガバナンス GRIスタンダード対照表

脱炭素社会に向けて　　サプライチェーン・マネジメント

脱炭素社会に向けて ESGデータ集（コーポレートサイト） https://imhds.disclosure.site/ja/themes/138

三越伊勢丹ホールディングスのホームページには、下記以外の非財務情報の掲載があります

https://imhds.disclosure.site/ja/themes/138
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脱炭素社会に向けて　　サプライチェーン・マネジメント

　三越伊勢丹グループでは気候変動に対するさらなる温
室効果ガス排出削減に向け「新技術の積極的採用」を行っ
ています。そのための長期修繕計画における長期・中期・短
期の時間軸で投資優先順位の入れ替えをしつつ、グループ
各社の好事例の共有を行いながら拡大を図っています。
　また、建物そのものの維持管理により安全で快適な環境
を提供しつつ、日常の運用でさらなる工夫を一層深め、今
まで以上の省エネの取り組みを日々推進し、温室効果ガス
排出削減を実現していきます。

2030年環境中期目標結果
　2018年度に当社グループは、2030年度の温室効果ガス
排出量を50％削減（2013年度比）を目標に掲げ、取り組み
を進めています。2021年度は42.9％削減となりました。※1

環境に関する中長期目標 　2020年度は新型コロナウイルス感染症拡大に見舞われ、
政府の緊急事態宣言発出により54日間の休業や、その後
も度々の時短営業要請のため、大幅な削減となりましたが、
2021年度は社会、経済活動が回り始めたことにより、エネ
ルギーの使用量が増え、温室効果ガスの排出量も増加しま
した。

2021年度のScope１、２の結果
　2021年度は、新型コロナウイルス感染症拡大に見舞わ
れた2020年度から、社会、経済活動が回り始めたことによ
り、前年に対し2.2％の増加となりました。※2

※1、2  第三者検証中のため速報値

2021年度のScope３の結果
　サプライチェーン全体での環境負荷低減、CO2削減の取
り組みが重要であるとの認識のもと、Scope3のCO2排出
量の算定・開示が求められています。
 当社グループでは、2018年度より、「サプライチェーンを通
じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン」と、

「同 排出原単位データベース（Ver.3.2）（2022年3月）改
訂 環境省・経済産業省」に基づき、Scope3を算定・開示し
ています。

　現在、GHG排出量の第三者検証を受審中です。終了次第、
HPで検証報告書を掲載します。

　

　2019年度、当社グループは2050年環境長
期目標として「温室効果ガス排出量実質ゼロ」
を決めました。その後、TCFD提言に沿ったリ
スク分析や、2050年に向けた削減取り組み
について議論を重ね、ロードマップを策定し
ました。今後の法規制や省エネ技術の躍進を
踏まえ、更新してまいります。

●後方照明のLED化
●長期修繕計画による高効率機器への更新
●新技術を用いた設備システムの導入による
省エネの推進

●グループ購入電力の再エネ導入開始

2013年度比
50％削減

排出量

太陽光パネル設置の検討、再生可能エネルギーの調達、省エネ推進

サプライヤーの省エネ推進、容器包装等資材の絞り込みや代替素材への転換

●長期修繕計画による高効率機器への更新
●新技術を用いた設備システムの導入
による省エネの推進

●グループ購入電力の再エネ導入拡大
●温室効果ガス排出実質ゼロを目指す

●長期修繕計画による高効率機器への更新
●新技術を用いた設備システムの導入
による省エネの推進

●温室効果ガス排出実質ゼロ

2013 2020 2024 2030 2040 2050

目標

削減

削減

Scope1、2
Scope3

温室効果ガス
排出実質ゼロ

2050年環境長期目標
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脱炭素社会に向けて　　サプライチェーン・マネジメント

TCFD提言に沿った情報開示

　私たちを取り巻く世界では、気候変動をはじめとする環
境変化が加速的に進み、巨大台風や豪雨による大規模災害
が多発。生活や産業への影響も大きくなり、企業にとって気
候変動対策は避けて通る事のできない状況です。
　三越伊勢丹グループではグループ基盤を整備し事業を通
じて社会課題、気候関連問題に取り組むこととし、重要課題
についてはKPIを策定。具体的な取り組みを進め、進捗を報
告しています。
　2018年度に環境中期目標（温室効果ガス排出量を2030
年度に2013年度比▲50%）を掲げるとともに、2019年度
に環境長期目標として、2050年度の温室効果ガス排出量
実質ゼロを目指すことを決め、2021年度にロードマップ
を策定し、開示しました。
　また、気候変動に伴うリスクや機会は事業戦略において
も大きな影響を及ぼすと認識しており、2021年度には「気
候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）」の提言に賛
同しました。
　今後もお客さま、株主／投資家、従業員、地域社会・コミュ
ニティの方々との対話を通じて、当社グループの脱炭素へ
の取り組みについて見直しを図りながら、温室効果ガス排
出量削減に向けた取り組みを進めてまいります。

ガバナンス
　当社グループでは、気候変動問題を重要課題と捉え、グ
ループが横断的に取り組みを推進するために、ほかのリス
クと同様に企業を取り巻くリスクの未然防止対策を講じ、
リスクが顕在化した際に迅速な対応を実行するためのマネ
ジメント体制を敷いています。

経営層の役割
　代表執行役社長（CEO）は取締役会における、主要メン
バーとして、グループの大局的な方向付けと、業務執行に対
する意思決定を担い、同時に、業務執行にかかる重要事項等
の決定を行います。また、百貨店・金融・不動産・その他30社
を超えるグループ企業の最高責任者がメンバーとして参加
する、サステナビリティ推進会議の議長を務めます。
　議長であるCEOは各社における気候変動対策業務の執
行状況の管理監督を行うとともに、気候変動関連における
経営上の課題を抽出し、リスクと機会を評価し、具体的な施
策を戦略に組み込む責任を負います。
　さらに、サステナビリティ推進会議の下部組織には、サス
テナビリティ推進部会を置き、脱炭素やサプライチェーン
への取り組みのワーキンググループの最高責任者にCAO
兼CRO兼CHRO※が就き、業務執行の指揮・監督を行ってい
ます。
※チーフ・アドミニストレイティブ・オフィサー
※チーフ・リスク・オフィサー
※チーフ・ヒューマン・リソース・オフィサー

取締役会の役割
　気候変動問題を含めた基本方針や重要事項は、取締役会
で討議・決議し、重要な目標設定は執行役会で審議・決議し
ます。

　気候関連の環境目標は非財務KPI目標として開示し、関係
部門の3ヶ年計画・年度計画に反映しています。これらの気
候関連に関する目標の達成進捗状況は、取締役会に報告さ
れます。2021年度は、環境中期目標の見直しや、KPIの設定、
具体的取り組みについて討議・決議し、ガバナンスの効果を
上げています。

戦略：シナリオ分析
　当社グループでは、2つの将来の姿を思い描き、いずれの
場合においても適切に対応できるようにシナリオ分析を行
いました。
　具体的には、気候変動対策が思うように進んでいない現
在の延長線上の「4℃の世界」、気候変動対策が進みパリ協
定の目標が実現した「2℃未満の世界」を想定しました。
　気候変動におけるリスクと機会は、事業活動に与える影
響があることから、環境中期目標、長期目標に向けて短・中・
長期にわたった具体的な施策を検討、実行し、リスクと機会
に対応しています。

Representative Concentration Pathway 
8.5/2.6℃～4.8℃ IPCC2015年

Stated Policies Scenario WEO

Reference Technology Scenario IEA

Sustainable Development Scenario WEO

Beyond 2℃ Scenario IEA
Representative Concentration Pathway
2.6/0.3～1.7℃ IPCC2014年

World Energy Outlook IEA

国交省「気候変動を踏まえた治水計画のあり方提言」

参照シナリオ



　当社グループは、2030年時点を想定した2つのシナリ
オにおける事業および財務への影響のうち、日本国内にお
ける炭素税の導入と、中期目標達成に向けた省エネ化の実
現については、重要なパラメータになると考えています。
そのため2℃未満と4℃シナリオにおける2つのパラメー
タについて、財務への影響を定量的に試算しています。

物理的
リスク

リスク

機会

異常気象の
激甚化

●店舗が被災し損害が発生する財務リスク
●台風等により店舗が営業できないことによる売上減少のリスク
●サプライチェーンが寸断し商品調達ができず売上が減少するリスク

移行
リスク

温暖化の
進展

●防寒商品等の売上の減少リスク
●気温上昇に伴い消費者の外出が減り来店客が減少することによる売上減少リスク

炭素価格の
導入

●エネルギーコストの上昇
●温室効果ガス排出削減に向けた設備等投資コストの発生
●商品調達原価の上昇

消費行動変化

省エネの実現

企業に対する評価

●環境配慮型消費への関心の高まりと対応

●エネルギーコストの削減が財務に与える影響

●環境対応企業を目指すことでステークホルダーの評価、イメージの向上

2℃未満の世界 ～脱炭素化が進み、自然災害の激甚化にも歯止め～

4℃の世界 ～現状延長線上の世界で、自然災害はより激甚化～

●炭素税の導入が進み、コスト上昇の圧力が高まる
●温室効果ガス排出削減目標達成に向けて、省エネ・再エネ普及政策が高度化

消費者政府・行政

サプライヤー

自社
●自然災害の激甚化に歯止めがかかり、百貨店店舗等の物理的リスク減少
●より高度な省エネ対応、温室効果ガス排出削減対策の実施が必須
●再エネ調達手段が多角化し、コスト低下が進展

▼：事業リスク拡大　△：事業収益機会拡大　

2030年を想定した財務影響 
項目

2030年の世界

4℃ 2℃未満

炭素税の
導入

炭素税は
導入されて
いないと想定

100ドル/t-CO2として
想定して算出
（注：1ドル=110円として算出）

2030年再エネ率
24％
（経済産業省資料参照）

省エネ化の
実現

40億円 44億円

15億円

事業への影響
財務への影響度

2℃未満 4℃

▼▼ ▼▼▼

▼ ▼▼▼

▼▼▼ ▼▼

△△△ ▼
△△ △
△△ △

●脱炭素・省エネ・環境配慮型商
品やサービスを選択

●企業の環境対策が企業イメージ
に直結（環境対策に熱心な企業
に共感を覚える一方、環境対策
に無関心な企業の商品・サービ
スを拒絶）

●進む化石燃料から再生可能エ
ネルギーへの転換

●脱炭素化を要請する動きが一
般化

●炭素税の影響で製品価格が上昇

●現行の税制や規則継続
●炭素税などが導入された場合も財務影響は比較的軽微

消費者政府・行政

サプライヤー
自社

●自然災害の激甚化によって、百貨店店舗等の物理的リスク顕在化
●現行の省エネ対応、温室効果ガス排出削減対策の推進
●再エネのコスト高が継続し、切り替えが十分に進まず
●温暖化の進展によって、深まる冬物衣料等の不振
●頻発する自然災害によって、顧客の消費マインドが停滞し、売上減少

●高まる脱炭素商品に対するニーズ
●高まる省エネ商品に対するニーズ
●高まる環境配慮型サービスに対
するニーズ

●温暖化の進行によって、冬物衣
料等への需要停滞

●頻発する自然災害によって、停
滞する消費マインド

●自然災害の激甚化により、操
業停止・製品供給が寸断され
るリスクが顕在化

●化石燃料への依存が継続
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排出量

2013 2030 2050

目標

削減

削減

2013年度比
50％削減

温室効果ガス
排出実質ゼロ
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脱炭素社会に向けて　　サプライチェーン・マネジメント

リスク管理
　三越伊勢丹グループでは、気候変動に関するリスク（移行
リスク・物理的リスク）・機会の双方について、以下のプロセ
スに基づいて評価、分析、対応しています。
　また、気候変動に係るリスク・機会について、CEOが議長
を務める「サステナビリティ推進会議」において検討を行い、
各社・各部門への共有を図っております。

リスクに対する取り組み
　脱炭素社会に向けた取り組みを通じて、持続可能な社会
にしていくことに貢献するための目標を設定し、その実現
に向けた取り組みを推進してまいります。

具体的取り組み策
◆新技術を用いた設備システムの導入による省エネの推進
◆環境に配慮した店舗づくり
◆屋上緑化や建物の環境性能維持管理

指標と目標
◆環境中期目標：2030年における温室効果ガス排出量を

2013年度比50%削減

◆環境長期目標：2050年における温室効果ガス排出量実
質ゼロ

◆環境中長期目標の実現に向けて、再生可能エネルギーへ
の切り替え計画、お取組先へのアセスメント実施、SBTの
認証取得等について、併せて検討・実施してまいります。

機会を活かす取り組み
　当社グループのマテリアリティ「人・地域をつなぐ」「持続
可能な社会・時代をつなぐ」では、気候変動などの環境に対
する意識の高まりを踏まえた、環境配慮型商品やサービス
の提供を積極的に行ってまいります。

◆本業を通じて取り組む “think good”

◆買い取り・引き取りご相談窓口「i'm green」

◆（株）JEPLANのサプライチェーンにてリサイクル

1. 当社グループに影響を与えると考えられる、気候変動
に関するリスク・機会を抽出

2. 抽出したリスク・機会をお客さま・お取組先・株主／
投資家・地域社会・コミュニティなどのステークホル
ダーに与える影響度と、リスク・機会発生の可能性の2
軸でプロット

3. プロットされた項目ごとの影響度について、定量面・
定性面双方の視点から検討し、重要度を確定
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LED化の取り組み
　2011年より百貨店店舗の天井照明をすべてLED化する
ことを目標とし、2021年度までに約87億円を投資し約
51万台の照明器具をLEDに交換しました。蛍光ランプ、
HIDランプ（水銀灯などの放電管）、および一部残存してい
たハロゲンランプをLEDに交換する工事を実施し、2019
年度までに当社グループの店舗の天井照明LED化が95％
を超えました。2020年度以降は、店舗の後方照明LED化を
進めています。
　この結果、2013年度比で年間電力使用量は40.3％削減
しました。

温室効果ガス排出削減の取り組み AIスマート空調の導入
　伊勢丹新宿本店では、フロア空調の使用エネルギー（電
力およびガス）年間使用量の従来比50％削減に向けて、AI
スマート空調の導入に取り組んでいます。これまでフロア
ごとの空調一括制御となっていましたが、売場や時間帯の
混雑状況に応じたコントロールを可能にし、省エネを進め
ていきます。
　2022年度は地下食品フロアでのトライアルをスタート
し、2023年度の完全運用を目指しています。

安全安心で快適な建物環境の提供
　伊勢丹新宿本店、三越日本橋本店、三越銀座店は、2016
年3月に「CASBEE不動産評価認証」で最高位のSランクを
取得し、その後も認証を更新取得しています。
　また、2021年度は伊勢丹浦和店、新潟伊勢丹（（株）新潟三
越伊勢丹）も認証取得し「Sランク」の評価をいただきました。
　CASBEE不動産評価認証は、建物の環境品質と環境負荷
低減の30の配慮項目からなり、「耐震化、維持管理、省エネ
対策、周辺環境への配慮に積極的に取り組んでいること、
築年数が経過しても良好なメンテナンスと企業としての
環境配慮により高い環境性能を維持していること」が評価
されました。

LED化の取り組み（日本橋本店後方照明）
D 売場B 売場

C 売場A 売場

D 売場B 売場

C 売場

売場ごとに混雑状況が異なるにもかかわらず、
一括制御体制の空調環境

（例）食品フロア
A 売場

（例）食品フロア

10:00 12:00 14:00 16:00 18:00 20:00

10:00 12:00 14:00 16:00 18:00 20:00

これまで

AIが混雑状況や時間帯を分析し、
それぞれの売場に適した空調環境へ今 後

AI
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創エネへの取り組み
　伊勢丹新宿本店、三越銀座店では、太陽光発電システム
に よる「創エネ」への取り組みを実施しています。年間
65,407kWhを発電し、店舗内で使用しています。
　また、三越伊勢丹物流センターの屋上を活用した「創エ
ネ」を、2023年度の完全運用を目指し、現在準備中です。物
流センターでの年間使用電力の4分の1を賄う試算になっ
ています。

三越銀座店 太陽光発電システム（パネル）

Solar Panel

Solar Panel
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屋上緑化の取り組み
　伊勢丹新宿本店、三越日本橋本店、三越銀座店の屋上では、
緑化工事を進め、温室効果ガス削減に取り組んでいます。
　日射を遮断し、コンクリートの蓄熱を防ぐことにより建
物最上階の空調負荷が低減され、建物の省エネを実現でき
ます。壁面緑化は、建築物の外壁を緑で覆うことにより、蒸
散作用によるヒートアイランド緩和に効果があることか
ら、当社では温暖化対策の一環として注力しています。
　特に、①表面の温度上昇の抑制効果 ②省エネ効果 ③空
気の清浄・ヒーリング効果のほか、周辺緑地をエコロジカ
ルネットワークでつなぐ効果があり、生物多様性にも貢献
しています。
　また、伊勢丹新宿本店「アイ・ガーデン」、三越日本橋本店

「日本橋庭園」、三越銀座店「銀座テラス」は（公財）都市緑化
機構の「SEGES（シージェス）都市のオアシス」に認定され
ています。

三越銀座店での取り組み①
農業体験を通しての地域交流
　2010年にオープンした三越銀座店屋上の「銀座テラス」
の一角には、野菜を育てている「テラスファーム」がありま
す。オープン当初より、都会の子どもたちに食べものをつ
くることの大切さや自然との共生を感じてもらうことを
目的として、子どもたちに向けた農業体験の課題授業を地
域とともに実施しています。体験内容としては、5月にはサ
ツマイモの苗植えや落花生の種まき、ハーブの収穫などを
行い、秋に収穫を行います。
　2021年度も地元小学校の4年生の児童を迎え、10月に
サツマイモと落花生の収穫で賑わいました。

三越銀座店での取り組み②
SEGES都市のオアシスガーデンツアー
　2022年10月、（公財）都市緑化機構が主催する「SEGES
都市のオアシスガーデンツアー2022」が開催され、三越銀
座店の「銀座テラス」が視察コースの一つになりました。
　“街なかでの緑の楽しみ方を伝える”をコンセプトとし
た今回のツアーには15名が参加しました。
　当日は晴天に恵まれ、参加者の方々は集合場所の日比谷
公園のセミナーハウスで座学をし、銀座の街を散策しなが
ら銀座テラスへ移動。銀座テラスでは、緑地管理スタッフ
から季節の花々や管理の注意点、またテラスファームへご
案内し、ハーブや収穫間近の落花生やサツマイモをご覧い
ただき、都会の中の緑を楽しむひと時となりました。

地元小学生の農業体験 説明に耳を傾けるガーデンツアー参加者の方々
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環境リスクマネジメントへの対応
フロン排出抑制の取り組み
　2015年にフロン排出抑制法が全面施行され、第一種特
定製品（業務用冷凍・冷蔵・空調機器）の所有者・管理者に、使
用中の機器を整備、点検、記録すること、法人単位で一定量
を超えたフロン漏えいがあった場合は国に報告することが
義務付けられました。
　三越伊勢丹グループでは以下を実施しています。
　（1）使用機器の把握と台帳作成
　（2）3ヶ月に1回以上の簡易点検と定期点検の実施、記録・

保管
　（3）フロン漏えいの場合、修繕、充填、証明書の保管
　（4）保有量、漏えい量の集計と報告
　（5）機器廃棄の際のフロン類の回収

PCB含有の廃棄物の処理
　「PCB特別措置法」に基づき、PCB（ポリ塩化ビフェニル）
が絶縁材料として使用されていたPCB含有産業廃棄物（蛍
光灯用安定器等）の処分期限が2023年3月と定められて
以来、当社グループ内の使用実態調査を進め、処分の計画
を策定してまいりました。それによりグループ内のPCBを
含む機器類は2022年度末までに処分する予定です。

アスベスト除去への対応
　百貨店店舗ではリモデルなどの改装に合わせ、当社グ
ループ内の建物に残るアスベストについて、計画的に除去
を進めております。

フロン類排出量
フロン類排出量

2020年度　 2,017

2021年度　 1,686

2022年度 3,309

※フロン類算定漏えい量等の報告書より

（単位:t-CO2）



受注販売による適切な生産量

ISETAN VINTAGE
PROJECT

当社グループにおける資源循環と4R
お客さまへ「使う」「手放す」の様々な選択肢をご提案

衣料品回収 統一ハンガーの回収食品廃棄物のリサイクル

マイバッグのある
ライフスタイルへ

 カードご利用明細の
WEB化

二次
流通

廃棄 良いものを長く使う
修理 リペア リフォーム

フォーマルウエアの
シェアリングサービス

お客さまの不要になった
衣料品や雑貨を買い取る、
引き取るサービス

手放す

選ぶ

使う

回収する

Reduce

Refuse

Recycle

Reuse

Reuse

つくる

Refuse

Reduce

Reuse

Recycle 4R

Reuse
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サプライチェーン・マネジメント

　三越伊勢丹グループ調達方針において「持続可能な循環
型社会・省資源社会を目指し、サプライチェーン全体での廃
棄物の排出抑制と適正処理、資源循環に努めます。」と掲げ
ています。その具体的行動の一つが「4R※」です。適切な発注
と在庫管理、長く大切にご利用いただくための上質な品ぞ
ろえとアフターケア、買い取りのご提案や衣料品回収など、
お客さまのご要望に対応しながら当社グループだからこそ
できる資源循環の形を目指してまいります。
※4R=Refuse、Reduce、Reuse、Recycle

4Rの取り組み
　百貨店事業を中心とする当社グループらしい4Rに取り
組んでいます。

Refuse 
ご辞退を提案

目的に合わせた選択肢をお客さまに
提示しています。
包装材の総量抑制としてスマートラッピングの推進や、買物
袋のご辞退の提案、カードご利用明細のWEB化等を推進。

Reduce 
減らす

生産や発注を見直すことで、廃棄量を減らします。
アプリ訴求、受注販売による適正在庫の推進、デジタルを活用
したペーパーレス促進。

Reuse 
再利用する

モノを大切に長く使うライフスタイルの提案を
しています。
修理やリフォーム、衣料品等の買取と二次流通、レンタルサー
ビス、紳士靴の中古販売等を実施。

Recycle 
資源を再生する

焼却廃棄ではなく新たな資源につなげています。
アップサイクルされた商品の提案と販売。百貨店事業から排
出される食品残渣（ざんさ）の飼料、肥料、燃料化を推進。

循環型社会に向けて～4Rの取り組み～
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　百貨店の店舗では、日本百貨店協会が進める「スマート
ラッピング」を実践し、お客さまのご要望をお伺いしながら
適正包装や、マイバッグのご持参をお薦めしています。

　グループ関連会社の（株）三越伊勢丹ビジネス・サポート
では、2022年9月末に梱包マニュアル【包装】【養生】【配送
袋】を策定しました。

　百貨店店舗では廃棄物計量器を設置し、廃棄物排出量の
把握を実施しています。
　なかでも食品部門では、社会課題となっている「食品ロス
削減」に様々な角度から取り組んでいます。季節商品の受注
販売や、日々の廃棄物排出量の記録など、お取組先のご協力
をいただきながら進めています。
　2021年度は、これまでの

「見える化」から一歩踏み出
し、お客さまのために、適時、
適量を提供できる体制を整
備する上でも、売上との相
関関係の分析を始めました。

　2022年4月に施行された「プラスチック資源循環法」への
取り組みをグループで進めています。特に、食品事業や食品
部門で提供するプラスチック製のスプーンやフォーク、ス
トローは対象となることから、お客さまのご協力をいただ
きながら、使用量の抑制に努めています。
　グループ関連会社の（株）エムアイフードスタイルが運営
する「クイーンズ伊勢丹」では、2022年5月から、プラス
チック製のカトラリーの削減として、割り箸と木製のス
プーンのみの提供に切り替えました。これにより、プラス
チック製のカトラリー使用量が年間1.6トン削減され、温室
効果ガス2.7t-CO2が削減される見込みです。

スマートラッピングの取り組み

梱包マニュアルの整備と
総量抑制の取り組み

プラスチック製カトラリーから
木製への切り替え

廃棄物計量器をフル活用した減量化の
取り組み

Refuse
スマートラッピングの推進

Reduce
廃棄物排出量や使用量の抑制

　マニュアルは、誰がみても判断できるよう、商品特性に応
じた適切な梱包方法を写真付きで掲載し、平準化を進めてい
ます。何より受け取られるお客さまを第一に考え、あわせて、
輸配送段階の環境にも配慮し、「適正包装」「適正梱包」の推進
に取り組むことで、包装資材の削減を進めてまいります。

　お客さまにご満足いただけるお買物を提供しながら、食
品廃棄物削減に向けて取り組みを進めていきます。

グループ百貨店

グループ百貨店

エムアイフードスタイル

三越伊勢丹ビジネス・サポート

お客さまへの告知POP

FSC認証の木製カトラリースプーン



　「捨てない社会」「必要以上につくらない社会」を実現する
ため、三越伊勢丹グループでは使われなくなったものをま
たあらたに活躍できる場所へと送り出すビジネス「i’m 
green」を2021年10月に開始しました。三越日本橋本店、
伊勢丹新宿本店本館にカウンターを常設しています。
　i’m greenでは、衣料品、バッグ、時計、宝石、骨董・美術品
などをお預かりし、専属の三越伊勢丹のスタイリスト（販売
員）がご相談を承りながら最適な方法をご提案いたします。
直近1年間で、延べ8,000名以上のお客さまにご利用いただ
き「三越伊勢丹だから安心できる」「こんなサービスを待っ
ていた」など当社グループに対する信用・信頼の声を数多く
いただいております。年間で約8千件、約10万点を買取させ
ていただきました。
　今後は、サービスを各支店・グループ店へ拡大することを
検討しています。
　これまで、百貨店として販売を通じてお客さまとのつな
がりを深めてきましたが、販売後にも、お客さまの大事にさ
れているお品物へのサポートを行うことで、循環型社会実
現の一助を担っていきます。

　i’m greenをご利用いただくお客さまは、ご自身の大切
にしていた品物に強い思い入れをお持ちで、この後どこに
行くのか、どう扱われるのか、品物の“セカンドライフ”に想
いを馳せている方がとても多くいらっしゃいます。
　そこで、買取できずに引取になった品物を、学校法人等の
外部団体と連携し、リメイクやアップサイクルなど、当社グ
ループのフィルターを加えて新しい価値に生まれ変わるよ
うな取り組みを開始し、第一弾として東京都立青山高等学
校（以下、都立青山高校）に品物を無償で提供いたしました。
　都立青山高校の「外苑祭」は、生徒による演劇の上演が伝

経済と環境の両輪を循環させ、サステナブルな仕組みを構築する。
将来的にグループ全体のサービスへ

統行事となっており、衣装をはじめ、舞台道具なども、生徒
たちが手づくりするのが特徴です。提供した品物は、生徒
自らがリメイクをし、演
劇衣装として生まれ変わ
りました。今後も学校法
人等外部団体と協業し、
リメイクやアップサイク
ルなど、活動の幅を広げ
ていき、さらなる環境循
環を計画していきます。

経済循環リメイク
素材提供

百貨店への
展示

リサイクル
実行中

整理ご希望

商品ご利用

新品購入

百貨店

※値段が
つかないもの

引取

システム

原料戻し
リサイクル

買取の際、お客さまにお渡しした金額の
95％が当日店内に還流

新品購入還流
将来的に買取記録を活用

学校法人等連携

引取アイテムをリメイク
別の形に転用

国内外でリユース
提携先への売却

買取

環境循環

お客さまから買取

〈環境循環〉産学連携の取り組み

それぞれの役を思い浮かべながら衣装づくりを
する生徒の皆さん

〈経済循環〉
　i’m greenは買取をメインとしながらも、経済・環境循環を
行うために様々な活動を行っております。サステナビリティ
を体現するため、経済面では、初年度に単体で営業黒字化を達

成。2022年度はさらなる増益を見込んでおります。また、伊勢
丹新宿本店では、買取後の新品購入還流を目的とした仕組み
を構築し、あらたな循環が生まれております。

グループ百貨店
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Reuse
モノを大事に、二次流通の推進



軟質フィルムを砕き、
溶かし、ペレット状に
して出荷。商品パッ
ケージとして活用さ
れる。

紳士、婦人服を中心に、
納品時に傷や汚れ防
止にラッピングされ
てくる透明なビニー
ル「軟質フィルム」を
回収。

回収した軟質フィル
ムを、納品者の帰り便
に積み込むことで
CO2削減。

POOL

製品へリサイクル材の活用検討 製造業者

データ連携
排出元

物流業者

リサイクラー
廃プラスチックの

マテリアルリサイクル
（リペレット）

商品納品時の車両にて
廃プラスチックを回収

製品へリサイクル材の
活用検討

商業施設から
廃プラスチックの分別・排出

47

目次・編集方針 企業ビジョン 重点取り組み 重点取り組み 1  
人・地域をつなぐ

重点取り組み 2

持続可能な社会・時代をつなぐ
重点取り組み 3

従業員満足度の向上 ガバナンス GRIスタンダード対照表

脱炭素社会に向けて　　サプライチェーン・マネジメント

　FOOD & TIME ISETAN YOKOHAMAでは、2021年
3月より、（公社）フードバンクかながわと連携し、フード
ドライブを実施しています。フードドライブとは家庭で
余っている食品を収集し、食べ物を必要としている神奈川
県内の福祉施設（子ども食堂、一人暮らしの高齢者が集う
会）などへお届けするものです。回収にあたり4つのルール 
①未開封、②賞味期限が残り2ヶ月以上、③常温保存が可能、
④アルコール不可 を定めています。
　2021年度は約219kgの品物をお届けしました。参画当
初と比べ、フードドライブへの関心、理解も高まっており、
寄付量も徐々に増えています。

　百貨店事業では様々な種類の廃棄物が排出されています。
お客さまに安全で安心していただける商品を提供できるよ
う、紳士服や婦人服等では、汚れ防止の観点から透明なビ
ニール「軟質フィルム」で包装された商品を納品し、店頭に

「フードドライブ」の取り組み

軟質フィルムから商品パッケージへ再生
「POOL PROJECT TOKYO」への参画

Recycle
資源循環の取り組み 並ぶ際には軟質フィルムを外します。

　2021年11月、首都圏の3店舗では、この軟質フィルムを
使った 「POOL PROJECT TOKYO」に参画しました。
　百貨店店舗で回収した軟質フィルムを商品を納品した帰
り便トラックに積み込み、ペレット状に砕く工場へ搬入。そ
こでペレット状になったプラスチックを、衛生商品や菓子
のパッケージとしてリサイクルする循環システムです。
　2021年11月～2022年10月までの取り組みで軟質フィ
ルムを3.9トンリサイクルし、温室効果ガス5.8t-CO2を削
減しました。

FOOD & TIME ISETAN YOKOHAMA

グループ百貨店

店頭の告知と回収箱を設置しています
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等）などに関して、サプライチェーン全体の実態把握に課題が
あることが分かりました。2021年11月には、三越伊勢丹方針
説明会を開催し、計300社を超えるお取組先に対して、アン
ケート結果のご報告と調達方針の順守をお願いしました。
　2022年度は、方針の理解・順守促進に向けて、一部のお取
組先と対話を実施し、実践に向けた課題やご要望をヒアリ
ングするとともに、取り組みの改善に向けた意見交換を
行っております。

　環境および人権問題は業界全体での取り組みが必要であ
るため、今後は、お取組先および官公庁・業界団体への働き
かけ・協業を進めるとともに、人権デュー・ディリジェンス
の実践に向けて体制を整えてまいります。

　三越伊勢丹グループでは、「持続可能なサプライチェー
ン」「ビジネスと人権」等の社会課題に対応するため、2018
年度に「三越伊勢丹グループ調達方針」「三越伊勢丹グルー
プ人権方針」を制定、ホームページにて開示しています。
　2030年 ま で に お 取 組 先・従 業 員 へ の 調 達 方 針 浸 透 率
100％を目指すとともに、調達・人権方針に基づき、サプラ
イチェーン全体での環境・社会に配慮した取り組みを推進
し、お客さまに安心をお届けできるようお取組先とのコ
ミュニケーションを深めてまいります。

調達方針の浸透に向けたコミュニケーション
　小売業を中心とする当社グループでは、お取組先と手を
携えて商品やサービスの透明性を確保することで、お客さ
まから信頼いただくための取り組み方針として「三越伊勢
丹グループ調達方針」を制定しております。2030年に向け
て国際社会が一丸となって実現を目指すSDGs（持続可能な
開発目標）に積極的に対応する内容となっています。

国内のお取組先
　国内においては、2018年度にお取組先延べ1万2千社に
郵送にて通知し、お取組先および生産委託先にも順守をお
願いしています。
　2021年度は、百貨店事業の売上上位約7割を占めるお取
組先およびその他事業や後方部門の主要お取組先に対して

「サステナビリティ調達に関するアンケート」を初めて実施
し、292社・グループ（回答率51％）よりご回答をいただきま
した。アンケート結果からは、品質管理に関しては積極的に
取り組まれているものの、環境（生物多様性保全、水資源、環
境データの開示）、および人権（雇用、不当労働、労働安全衛生

責任ある調達

三越伊勢丹方針説明会の様子

海外のお取組先
　当社グループは、海外に28店舗の商業施設を展開しており
ます。各国・各拠点のお取組先にも調達方針に基づく取り組み
を実践いただくべく、2022年に中国語・英語へ翻訳し、2ヶ国

（4拠点）のお取組先1,400社・グループに対して送付し、理
解・順守の働きかけを行っています。
　今後は、お取組先の実践状況・課題の把握に向けて、アン
ケートおよび対話の実施を検討してまいります。

社内教育
　2024年までに従業員への人権教育100％実施を目指し、
2019年度からは、国内グループ各社従業員のうち管理職を
対象に環境や人権分野を含む調達方針に関するeラーニング
を実施し、2022年10月末までに4,183人が受講しました。今
後は、実施対象をお取組先との窓口を担うアシスタントバイ
ヤー等の実務担当者にも拡大することを検討し、従業員の理
解と順守に向けた風土醸成に努めてまいります。

「パートナーシップ構築宣言」 
　当社グループは、お取組先や価値創造を図る事業者の
皆さまとの連携・共存共栄を進めることで、新たなパート
ナーシップを構築することを宣言する「パートナーシッ
プ構築宣言」※の趣旨に賛同し、2022年8月に同宣言を公
表いたしました。調達・人権方針に基づいた個別項目を掲
げることで、お取組先や事業者の皆さまとの連携・共存共
栄のための取り組みをより明確に宣言しております。今
後も公平、公正な取引を通じ、お取組先との信頼関係を築
き、「社会的価値」と「経済的価値」を両立しながら、持続可
能な社会、豊かな未来の実現を目指します。

お取組先とのコミュニケーション体制

方針説明会等で
アンケート結果を

報告・改めて順守を依頼
実態把握と

改善に向けた確認

フィードバック対話

取り組みの状況と
課題の把握

アンケート
方針等の通知・共有

※経団連会長、日商会頭、連合会長および
関係大臣（内閣府、経産省、厚労省、農水
省、国交省）をメンバーとする「未来を
拓くパートナーシップ構築推進会議」
における「パートナーシップ構築宣言」
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品質管理基準・ルールの策定
　当社グループが安全・安心な商品をお客さまにご提供
するために、法令順守に加え、当社グループ独自の品質管
理基準やルールを定めているものがあります。例えば、食
品・レストラン、化粧品、宝石・アクセサリー、衣料品など
ですが、商品分野に応じて幅や深さを持たせることで、お
客さまのご期待に応えられるようにしています。
　また、品質に関連する多くの基準やルールは、お取組先
との連携を欠かすことができません。当社グループ社員、
お取組先、そして品質管理が一体となって、安全・安心な
商品をご提供するために、基準やルールの適正な運用に
日々取り組んでおります。

　三越伊勢丹グループは、長い歴史において、常にお客さ
まへ安全・安心な商品をご提供することを念頭に、品質の
確保に取り組んでまいりました。
　お客さまアンケートでも常にご期待の上位である「商
品の品質・安全の確保・正確な表示」は、同時に多くのお客
さまからの評価も得られてきたところだと考えています。
　百貨店は様々な商品を取り扱っていることが特性です
が、すべての商品に法律の規制があるわけではありませ
ん。法律を順守することはもちろんですが、法律の規制が
ない分野の商品についても当社グループの独自基準や
ルールを設定することで、様々な商品の品質を確保し、お
客さまに安心してお買物をしていただけるための土台を
つくり上げることが品質管理の役割だと考え、取り組ん
でいます。
　また、基準やルールを定めるだけではなく、その基準や
ルールが守られているかを確認するための自主点検の運
営や、様々なツールを使った社内教育の実施、さらにはお
取組先との連携を構築することで、より高い品質管理の
実現を図っています。
　当社グループの重要方針の一つである「三越伊勢丹グ
ループ調達方針」にも品質管理の項目がありますが、日々
の業務行動につなげられるよう、より具体的な品質管理
への姿勢を個別に設定しています。
　「調達方針」はもちろん、その上位方針である「サステナ
ビリティ基本方針」と連携し、より良い社会の実現にも貢
献してまいります。

品質管理の取り組み
三越伊勢丹グループ 食品衛生管理計画書
～HACCPの考え方を取り入れた食品衛生推進活動～
　2021年6月から制度化されたHACCPの考え方に基づ
く衛生管理計画書です。当社グループの独自ルール（食品
取扱基準、デリバリールール等）も含まれた内容で、お取
組先と共に食の安全を確保するためのマニュアルになっ
ています。
※HACCP（ハサップ）＝Hazard Analysis and Critical Control Point の略で、

国際的な食品衛生管理方法の一つ

三越伊勢丹グループ アレルギー情報提供マニュアル
　食物アレルギーは一歩間違えれば生命の危機につなが
る重要なファクターです。正しいアレルギー情報を提供
することで、お客さまに安心して食品を購入し、召し上
がっていただけるよう、このマニュアルに当社グループ
のルールをまとめています。

三越伊勢丹グループ 化粧品類・エステ類NGワードルール
　化粧品に関わる表現について、表現可能な効能効果を
示すとともに、化粧品類やエステ類にはNGワードを設定
し、適正な表現を推進しています。

　現在、上記3つに「三越伊勢丹グ
ループ針管理マニュアル」を加えた
4種類のマニュアル類は、お買場の
社員が、日常の業務に加え、自主点
検やお取組先からの問い合わせな
どに適切に対応できるよう、業務ス
マートフォン内にアプリ化してい
ます。今後も必要なマニュアル類を
加えながら、利便性と実用性の向上
を推進していきます。

三越伊勢丹グループは、お客さまのニーズとともに
多様化する商品やサービスについて、常に安全・安心
を最優先に、お客さまのご満足と信頼に応えられる
品質を追求します
●関連する法令を遵守するとともに、お客さまにご満
足いただける品質をご提供するために必要な自主
基準やルールを作成し、お取組先を含めた社内関係
者全員に周知いたします

● お客さまへ安全・安心な商品をご提供するために、
表示・外観・衛生などの点検活動を推進し、当社グ
ループ社員一丸となって実践します

●品質管理に必要な検査体制を社内に整備し、維持し
ていきます

● 環境や資源への配慮、適正な商品調達も含め、品質
管理面からのトータルサポートに取り組みます

品質管理への姿勢
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アレルギー強化月間（自主点検）
　各ショップにアレルギー台帳が整備されているか、ア
レルギー台帳と店頭POPは一致しているかなど、お客さ
まへ正しいアレルギー情報が提供できる体制を整えるこ
とを目的に、年に2回自主点検を実施しています。
　2022年度から、アレルギー事故の予防をさらに強化す
るために、食品レストラン取扱部門だけの中間点検も年
に2回加えました。まずは事故の未然防止を優先に取り組
んでいます。

お買場商品点検（日常点検）
　全店全売場を対象に、陳列している商品の点検を、品質
管理が発信する年間テーマと月間テーマに基づき実施し
ています。見つかった不適は現場で速やかに改善されます
が、全国に影響が出るような重大不適が見つかった場合に
は、品質管理がハブとなり全店へ情報を共有することで、
全店的な事故予防にも効果を発揮しています。
　また、商品点検を行うために商品知識や品質知識を身に
つけることができるため、スタイリストのスキルアップに
つながる相乗効果も図られています。

百貨店の商品点検
　百貨店では日常的に商品点検を行っております。

いずれも店頭のスタッフを中心に、各店舗が主体的に取り
組んでおり、商品の安全性確保に大きく寄与しています。

食中毒予防点検（自主点検）
　HACCPの考え方に基づく記録（健康管理記録・温度管
理記録等）を適切に行っているか、基本となる衛生管理計
画書が保管されているかなどを点検することで、法対応
が適切に行われているかを確認するとともに、食中毒リ
スクの軽減を図っています。年2回の自主点検だけでなく、
日々の食品衛生管理は私たちの重要なテーマです。

直輸入品の対応
　三越伊勢丹グループでは、バイヤーが選定した商品を直輸
入するなど、お客さまのご要望に沿った品揃えに取り組んで
います。しかし、海外で販売されているからといって、そのま
ま日本で販売することはできません。
　品質管理では、国内で販売するために必要な日本の法律
に沿った表示の指示をはじめ、機能性や外観、安全性などを
確認するための1点検品、そして根拠資料の確認を行ってい
ます。

適正表示の推進
　世界的にSDGsに関連する話題が多く取り上げられてい
ますが、商品の表示にもその傾向が顕著に表れています。
　例えば、環境負荷低減につながる「オーガニック」の表示は
3年前の約5倍、資源を循環させる「リサイクル」の表示は3年
前の約15倍に増加しており、海外では明らかに持続可能な
社会活動が活発化していることが実感できます。
　いずれの表示についても、輸入時に表示されている内容が
正しいか、その根拠資料などの確認を実施し、お客さまが求
める商品を正しく選択できるように目を光らせています。

安全性の確認
　直輸入品も国内製品と同じ目線で安全性を確保すること
が重要です。針や釘などの異物が混入していないか、モノ
フィラメント糸や鋭利なスパンコールが使用されていない
かなど、肌に触れる部分を中心に、安心して着用いただくた
めの点検を実施しています。また、子供服においては、より高
い安全性を確保する必要があり、通常の検品に加えて、フー
ドや紐による怪我を未然に防止するため、JIS規格に沿った
仕様であることも確認しながら、可愛いデザイン性と安全性
の両立も図っています。

●会社のディフェンスラインの機能を働かせながら重
点リスクの未然防止策として行っている「自主点検」

●商品の安全性を販売前に確認するための「日常点検」

品質管理

品
質
管
理
と
営
業
部
が
協
力
し
て

改
善
指
導
を
実
施

不備あり

報告（終了）

報告
（終了）

一次報告

STEP 1

STEP 2

STEP 3

問題なし

不備あり
即改善指導

各店食品

レストラン

取扱部門

点検実施

再
点
検

問題なし

各店舗

品質管理

STEP 1 STEP 2

不適の
改善確認を行い
最終報告

店舗の点検を行い
不適の改善を指示
※品質管理にも情報共有

スタッフ
部門

（総務等）

食品
レストラン
取扱部門

「アレルギー強化月間」点検フローイメージ

「食中毒予防」点検フローイメージ
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脱炭素社会に向けて　　サプライチェーン・マネジメント

化学物質への対応
　三越伊勢丹グループ百貨店各店舗では、「三越伊勢丹グ
ループ品質管理基準」に基づいたチェックおよび管理を行
うことで、商品や店舗環境の安全・安心につなげています。
　また、化学物質への対応は、「三越伊勢丹グループ調達方
針」の《７．化学物質の排除》にも連携します。

（1）「ホルムアルデヒド」への対応
　「有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律」で規
制されている「ホルムアルデヒド」について、特にベビー用
品売場における管理が重要です。当社グループでは、直輸入
品の法規制対象のベビー用繊維製品は全品番全色の検査を
行うことや、ベビー服売場の什器等のホルムアルデヒド計
測を年１回実施するなど、商品・販売・環境面からの管理を
適正に実施することで、ベビー用品の有害物質に対する安
全性を確保しています。

（2）「特定芳香族アミンを容易に生成するアゾ染料」への
     対応
　「有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律」で規
制されている「特定芳香族アミンを容易に生成するアゾ染
料」の規制対象品に加え、「三越伊勢丹グループ品質管理基
準」では和装や座布団なども対象品として追加指定してい
ます。この内容に沿って、2016年4月より、取り組みを最初
に始める段階において、食品以外のすべてのお取組先から

「有害物質不使用宣言書」（該当商品を取り扱っていない場
合は「対象製品の取り扱いに関する証明書」）を提出いただ
いています。

品質知識を習得できる社員教育の実施
　商品に関連する品質管理の知識は、スタイリストがお客
さまに必要な商品情報をご説明するうえでも、お客さまの
安心とご満足につなげるためにも、とても重要です。お買
場はもちろんのこと、新規事業を担当する所属からの教育
要請も増えており、より幅広い対応が求められています。
　かねてより、各所属の要望に応じた品質管理教育を
行ってまいりましたが、現在は、お買場がより便利に教育
の機会を得られるよう、テレビ会議形式の講習会や、コン
パクトにまとめた「動画教育」を増強するなど、DX化を推
進しています。
　また、品質管理メンバーがその時々のトピックスを加え
てオリジナルに作成した「通信講座」は15年以上の実績が
ありますが、2022年度から当社グループ関連事業会社の
一部を加え実施しました。百貨店事業だけでなく、グルー
プ全社の誰もが、必要なときに必要な教育を受けられるよ
う、今後もメニューとツールの充実化を図ってまいります。

お取組先との連携
当社品質管理基準の共有
　お取組先から適正な商品を納品していただくために必
要な当社の品質管理基準を一部共有しています。

「三越伊勢丹グループ 品質管理基準」
　※衣料品・雑貨・リビング製品の総合基準書

「三越伊勢丹グループ 食品衛生管理計画書」

「アレルギー情報提供マニュアル（お取組先版）」

「化粧品類・エステ類NGワードルール」

「在庫連携商品お取組先様用広告表現ルール集」

　今後は、環境負荷の低減や4Rの推進などの取り組みが増
加していくこと、DX化により商売のスピードが向上するこ
となどが考えられるため、お取組先としても活用度が高い
と感じていただける内容にブラッシュアップしながら、商
品に関連する課題解決に一緒に取り組んでまいります。

新規お取組先の確認スキーム　
　当社グループでは、お取組先と取り組みを開始する際
に各社の品質管理体制を確認しています。
① お取組先の品質管理体制の把握
② 表示等が各種法令に準じた内容であるかの確認
③ 商品等の品質が確保されていることをデータ等で確認
④ 三越伊勢丹グループ品質管理基準の共有
お取組先の規模は様々であるため、不足している法令知
識等を最初にお伝えすることで、お取組先の知識向上も
図っています。取り組みを開始するその時点から、相互理
解を深めるためにも大きな役割を果たしています。
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コミュニケーション

従業員満足度の向上

ダイバーシティ&インクルージョンの推進
● 女性活躍推進
● 障がい者活躍推進
● ハラスメント防止
● 人権に関する方針

生涯CDPの推進
● 人財育成
● 適所適財
● キャリアアップ
● グループ内外のつながり

ライフワークバランスの実現
● 総実労働時間の短縮
● 多様性のある働き方
● ヘルス＆メンタルケア

企業活動の基盤である「従業員」の働きがい・働きやすさの実現を土台としつつ、従業員一人一人のエンゲージメント
向上や幅広いステークホルダーとの信頼関係の醸成に向けて、人権、ダイバーシティ＆インクルージョン等、広範な
社会課題の解決に寄与する様々な取り組みを推進していきます。
当社グループの持続的成長に向けた全従業員の目標として「組織と個人の目指す姿」を掲げています。

全従業員が、すべてのステークホルダーの心を動かし、ファン
になっていただけるよう、自律的に協働・貢献する組織

経営マインド・好奇心・想像力をベースとし、“特別な”百貨店を
中核とする小売グループにふさわしい幅広い対応力で価値を
創造できる人財であること

考え方

組織 個人

目標と現状

主な取り組み

現 状 2030年

女性管理職比率 31.0%（2022年4月1日時点）
※グループ計

38.0%
※グループ計

障がい者雇用比率 2.83%（2022年6月1日時点）
※（株）三越伊勢丹および首都圏主要グループ会社の合計

3.50%
※（株）三越伊勢丹および首都圏主要グループ会社の合計

男性の育児休業取得率 30.9%（2021年度）
※（株）三越伊勢丹

100%
※グループ計

年間総実労働時間1,700時間台
達成企業の割合

39.1%（2021年度）
※グループ23社対象

100%
※グループ23社対象

従業員満足度調査回答率 97.0％（2020年度）
※2021年度未実施のため2020年度の実績

2024年に100%
※グループ計

従業員満足度の
向上

三越伊勢丹グループでは、経営計画を達成する上で最も大切
なのは「人」だと考えています。全従業員が同じ目標に向かっ
て進むために、従業員エンゲージメントへとつながる「従業員
満足度（働きがい・働きやすさ）」を最も重要な土台であると位
置づけています。

定期的な定量調査を活用し、「組織と個人の目指す姿」に向けた課題を明確にするとともに、経営と各部門との密な
コミュニケーションによって、一体感のある改善に向けた取り組みを行っています。

重点取り組み 3

～働きがいと働きやすさの向上を目指して～
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人財マネジメントを通じて目指す姿
　三越伊勢丹グループでは、多様な従業員の活躍がイノ
ベーションを生み、お客さまの豊かな暮らしをより進展さ
せるという考えのもと、近年様々な制度や機会の提供を拡
充しています。
　「百貨店事業の再生」に始まり、10年後を見据えた「まち
づくり」に至るまで、中長期経営計画の実現を支える人財
基盤づくりとして、会社と従業員が一体となって共に成
長し続ける、人財育成・人事政策を実施してまいります。

ダイバーシティ＆インクルージョンの推進
　女性やシニア、障がい者、LGBTQ+等、全従業員が活躍
できる職場づくりを推進しています。そして、当社グルー
プならではの幅広いキャリアで養われた価値観や性別、

年齢、障がいなど、「個性」の強みがフラットに融合し、新
たな価値を生み出す組織力を開発し続けます。

イノベーション創出に向けた人財交流の活性化
　百貨店から金融・不動産・システムまで広がるグループ
の多様性を強みとすべく、さまざまな背景を持つ人財を
積極的に採用しています。さらにはその多様性を活かす
組織づくりとして、グループ内出向、グループ外出向の機
会増加に加え、学びの場をグループ共通で提供していま
す。グループ内外での出向者数は前年度より約30％増え、
500名以上となります。

生涯CDP（キャリア・ディベロップメント・プログラム）
　全従業員が会社の方向性・戦略を理解し、生涯を通じて、
自律的なキャリア開発・能力開発を実践できるよう支援し
ていきます。そのために上長は、対話を通じてメンバー一人

一人に寄り添いながら、中長期での成長を促します。そして、
会社側は、研修や学びの場の提供だけでなく、中長期的な視
野に基づいた成長の機会やポジションを従業員に提供する
とともに、自律的な個人の成長につながる新たな評価制度
を効果的に運用していきます。
　社内公募制度やチャレンジ申告制度といった公募の仕
組みも積極的に活用してもらい、自ら手を挙げて、向き合
う課題の幅を拡げ、経験値を拡げることで、従業員がより
高いレベルの価値を創出できると考えています。そして、
日々の業務で向き合った課題・難題において、自らよく考
えて、果敢にチャレンジし続けることで一人一人が成長を
遂げることを期待しています。

従業員エンゲージメントの向上
　これまでは、「働きやすさ」を中心に働く環境を整えてきま
した。今後は、従業員一人一人の「働きがい」につながる取り
組みもさらに推進し、モチベーションの最大化を図り、イノ
ベーションと生産性向上につなげます。エンゲージメントと
は対話に基づくものです。日常的な上長との1on1等の対話、
経営層と従業員の対話、横の連携強化を図る部門を越えた対
話会の実施など、会社と全従業員が同じ方向に向かって進ん
でいけるよう、様々な取り組みを推進しています。

　最後に、「健康と家族は最優先」であると私自身が強く思っ
ています。すべての従業員と家族が健康で、やりがいをもっ
て働ける会社こそ、成長し続けることができると考えます。
百貨店の再生を成し遂げ、当社グループが一丸となって豊か
な未来へ向かう「まちづくり」に貢献していくためにも、従業
員と会社が共に成長し続けることを目指していきます。

従業員と会社が共に
成長し続けるために

執行役員 人事統括部長

藤森 健至

人事担当役員メッセージ



54

目次・編集方針 企業ビジョン 重点取り組み 重点取り組み 1  
人・地域をつなぐ

重点取り組み 2

持続可能な社会・時代をつなぐ
重点取り組み 3

従業員満足度の向上 ガバナンス GRIスタンダード対照表

人事担当役員メッセージ　　コミュニケーション　　ダイバーシティ＆インクルージョンの推進　　ライフワークバランスの実現　　生涯CDPの推進／人財育成　　支援制度と取り組み

コミュニケーション
　従業員エンゲージメントへとつながる「従業員満足
度の向上」に向けたすべての取り組みのベースとなる
のは“コミュニケーション”です。
　下記のようなあらゆる関係性における対話・議論を
進め、一体感を醸成していきます。

　経営方針の浸透を図るため、トップマネジメント層と従
業員の対話を実施しています。「経営方針を理解し行動につ
なげるキッカケとする」「参加者同士が課題感を共有する」
といった意識変革・行動変容へとつなげることが目的です。
　2021年度（株）三越伊勢丹および（株）三越伊勢丹ホール
ディングスより実施をしている本取り組みを、2022年度
は主要グループ会社へと対象を拡大して実施を進めていま
す。グループ全体の対話風土の醸成・モチベーション向上へ
とつなげていきます。

　上司と部下が定期的に1対1で対話（1on1ミーティング）
を行うことにより、「個性・感情の理解」や「自律的に考え行
動できる人財の育成」につなげることを目的としています。
この対話を通じて、一人一人の心理的安全性を向上させる
ことで「働きがい」や「働きやすさ」にもつなげていきます。
　2019年度から1on1ミーティング実施の目的や意義を
正しく理解し、メンバーの話を聞くスキルを身につけるセ
ミナーを開催してきました。

　グループ全体を対象とし、 2022年度までにステージA
（部長職）約220名、ステージB（課長・係長級）約2,000名に
教育を実施予定です。

　未来の三越伊勢丹グループや、自身の働きがいや大切に
していることについて、一人一人が考えることも従業員エ
ンゲージメントにつながると考えています。アンケート実
施の他、回答内容を踏まえ、階層や部門を越えた対話活動
をグループ全社で実施しています。

　会社は「三越伊勢丹グループ労働組合」を唯一の正当な
交渉団体として承認し、グループ各社の直接雇用従業員は、
原則として組合員でなければならないと定めています。グ
ループ企業26社と労働組合26支部・分会が労使関係や人
事・労働条件を規定する労働協約を締結しています。
当社グループにおいては、人事賃金制度や働き方・労働時
間制度などに関する労使協議を、いわゆる春闘などにおい
て短期集中で交渉するのではなく、通年で継続的に行って
います。
　また、グループ経営トップと組合本部幹部、あるいは各
社トップと組合支部幹部による懇話会も定期的に開催し、
情報共有を行うことで、相互理解と信頼・協力関係のもと
に、円滑な事業運営と働く環境の維持向上を図っています。
労使関係は相互に協力的で、良好です。

トップマネジメント層と従業員との対話 
▶経営方針の浸透

ミドルマネジメント層とメンバーとの対話　 
▶一人一人の心理的安全性向上

階層や部門を越えた対話
▶当事者意識の醸成

労使コミュニケーション　 
▶働き方と人事制度の質向上

●社長との（株）三越伊勢丹および（株）三越伊勢丹
ホールディングスのステージA（部長職）との対話
会…計25回程度開催予定

●社長とグループ各社のステージA・B（部長職、課長・
係長級）との対話会…計40回程度開催予定

静岡伊勢丹での対話の様子

トップマネジメント層と従業員との対話 ミドルマネジメント層とメンバーとの対話

労使コミュニケーション

2022年度実施計画

階層や部門を越えた対話
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ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

女性活躍推進

管理職登用・平均勤続年数
　性別にかかわらず活躍できる環境づくりを行うことで、
女性管理職比率は年々増加しています。女性活躍推進の基
盤として、育児関連制度を充実させながら、女性が出産後
も継続して働き続けられる環境整備を進めており、子ども
を持つ女性管理職も多く在籍しています。その結果、女性
の平均勤続年数も年々長くなっています。

役員登用
　2014年4月に初めての女性役員が誕生して以降、当社グ
ループでは継続的に社内外から女性役員を登用しています。

　現時点では、6名の女性役員（社内取締役1名、社外取締
役2名、執行役員3名）が就任しています。

新卒採用
　多様な価値観を尊重し、採用基準を設けています。その結
果として、例年新卒社員（総合職）の約半数あるいはそれ以
上を女性が占めています。

女性の活躍に関わる主な外部評価
　当社グループは、従業員の約7割が女性です。
　今後の企業成長（戦略実現、イノベーション推進）におい
ても、人口動態の変化においても、女性の活躍は不可欠で
す。今後も、制度・サポートの充実にとどまらず、組織風土
や個々人の意識醸成を進めることで、様々なライフステー
ジの女性が働きがいと働きやすさを実感しながら活躍で
きる環境をつくっていきます。

●経済産業省「ダイバーシティ経営企業100選」
（2015年）
●日本生産性本部「女性活躍パワーアップ大賞」
優秀賞受賞（2016年）

●内閣府 女性が輝く先進企業2018
「内閣府特命担当大臣（男女共同参画）表彰」受賞
●くるみん認定（2014年）
●えるぼし認定（2016年）

2022年度女性管理職在籍人数

2022年度女性役員在籍人数

女性社員平均勤続年数 

女性人数 総数 女性構成比

ステージA（部長職） 68 430 15.8%

ステージB（課長・係長級） 1,054 3,195 33.0%

合計 1,122 3,625 31.0%

取締役 執行役員 代表取締役社長

（株）三越伊勢丹
ホールディングス

3
（うち、社内1） — —

（株）三越伊勢丹 — 2 —

グループ会社 — — 1

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

女性 20.7 21.1 21.2 21.4 22.0

※グループ計

※（株）三越伊勢丹

新卒（総合職）採用実績人数
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

女性 37 20 15 16 15

男性 28 14 17 12 9

合計 65 34 32 28 24

※（株）三越伊勢丹

　「あらゆる立場・境遇の人々が、自身の存在意義と幸
せを実感しながら活躍できる社会」に向けた取り組み
は、企業の社会的な責任です。
　また、不確実性の時代に多様な人財を活用し、イノ
ベーション創出を促進することは、企業成長に直結す
ると考えています。
　三越伊勢丹グループでは、性別や雇用形態等にかか
わらず、すべての従業員が活躍できる基盤の構築を進
め、多様な人財が能力を発揮する環境づくりに取り組
んでいます。
　多様な価値観を尊重し、お互いの違いに価値を認め
て、個々人が最大限に能力を発揮できる組織と環境づ
くりにより、従業員満足度の向上を通じた会社戦略の
実現を推し進めています。
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当社におけるダイバーシティ＆
インクルージョン推進
　2022年6月、社内出身で初の女性取締役に就任いたしま
した。私は1985年に(株)伊勢丹に入社したいわゆる男女雇
用機会均等法第一世代で、これまでもいろいろな“女性初”
を経験してきました。女性であることは自身の個性の一部
なのですが、外形的に男性のみの集団に私が入ることで多
様性が増すと思われてきました。女性の活躍の場が広がる
ことは、男性のみの集団に違う視点をもたらす、有用かつダ
イバーシティの最初の一手です。
　女性に男性と同様の就業機会すら与えられていなかった
入社当時からすれば、企業におけるダイバーシティがその
価値向上に欠かせないという認識が広がっていることは大
きな進歩です。しかしながら、グローバルには数十年前から
取り組まれていたダイバーシティ＆インクルージョンとい
うテーマが、日本では優先度が上がらず、現時点ではグロー
バル比較で劣後しています。
　当社グループは従業員に女性が多く、現在では性別による
活躍の場には差がほとんどないと言っていいでしょう。育児
や介護、傷病にも合理的な配慮をもって制度が整えられてお
り、働きやすい環境整備を確実に進めてきました。多くの職
場で女性が活躍し、女性の管理職も着実に増えています。
　一方、権限と影響力のあるポジションにおいては、まだま
だ多様性が不足していると考えています。お客さまのご要
望に真に寄り添うことのできる新たなビジネスモデルへの
転換には、お客さまの多様な価値観に寄り添うことのでき
る多様な人財が不可欠であり、さまざまな個性を活かすマ

ネジメントや個性的なリーダーが欠かせません。
　そもそも百貨店事業は、首都圏だけでも年間約4,500万
人ものお客さまをお迎えし、約2万6千社ものお取組先と協
働することによって成り立っています。それ自体がすでに
多様性を包摂しているわけで、当社側にダイバーシティ＆
インクルージョンがなければ、提供価値を最大化すること
はできません。私たちが目指す“特別な”百貨店を中核とし
た小売グループには、ダイバーシティ＆インクルージョン
が欠かせないのです。

個に寄り添うマネジメントは、重要なテーマ
　思い返すと、入社当初に学卒女性は異質な存在だったた
め、会社も預かった上司もどう扱っていいか試行錯誤して
いたように思います。職場には性別による役割分担も存在
していました。入社直後の私は上司に恵まれ、過度な同調圧
力もなく、期待役割を理解して働ける環境をつくっていた
だきました。先輩や同僚とも同じ目標に向かって頑張った
良い思い出がたくさんあります。長年のキャリアにおいて
は困難な時期もありましたが、その時は内向きにならずに
さまざまなネットワークに自ら支援を求めて、助言や励ま
しに力をもらってきました。これまで一緒に働いてきた
方々に心から感謝しています。
　誰でも自分に価値を感じて仕事で力を発揮するには、上
司と同僚の支援が欠かせません。個に寄り添うことは、お客
さまのみならず従業員や一緒に働くメンバーについても同
様で、マネジメントの重要なテーマだと考えています。
　私たちはさまざまな商品を扱っていますが、1つの商品は

2つにはなりません。一方、一人の力は倍にも10倍にもなる
可能性を持っています。私は人財が資本であるという考え
方の根幹はここにあると考えています。人と組織の力で変
革を成し遂げるために全ての従業員が活躍できる企業風土
が醸成されることが求められており、私もそのことに貢献
していこうと思っています。

いま、必要なこと
　いま日本社会の多くの組織において、モノカルチャーか
ら脱して多様性の高い組織風土を醸成していくことは喫緊
の課題です。当社グループにとってもダイバーシティ＆イ
ンクルージョンの実現は、多くのステークホルダーにこれ
からも引き続き企業価値を認めていただくために不可欠で
す。そのためには、取締役会はもとより、経営を支える中核
となるポジションに女性をはじめ、多様な人財が就くこと
が必要です。当社における人財の登用において、性別などの
属性や経験に偏りがないかに留意し、グループで働く全て
の従業員に公平かつ十分な活躍の機会が与えられていくか、
取締役としてモニタリングしていきます。

株式会社三越伊勢丹ホールディングス
取締役

石塚 由紀

お客さまの多様な価値観と、多様な事業と人財でつながるグループに
INTERVIEW
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　産休・育休を経て、育児短時間勤務を利用して、2021年
にスタッフ部門に復職しました。2022年4月からは伊勢丹
新宿本店リビング部門のバイヤーを担当しています。

夫婦一緒にスタートした、育児と仕事の両立
　夫も当社グループで働いています。夫は子どもを授かっ
たことが分かってから「育児のスタートダッシュを夫婦で
一緒に経験したい」「母親が仕事に戻ったとき、自分一人で
も育児ができるようになりたい」という気持ちが湧き、相談
した結果、夫婦2人で育児休業制度を取得することにしま
した。そのおかげで、1年間子どもの成長を一緒に見守るこ
とができました。夫は育児休業に入ってから、今まで全く
やったことがない料理や掃除も一通りできるようになり、
さらに子どもの検診やお薬を飲ませることなども率先して
やってくれました。
　私は新しい部署へ復職することになり、体調面や仕事と
育児の両立に向けて不安もありましたが、家事育児に関し
ては私が全てやらなくても大丈夫と実感し、安心して復職
をすることができました。

仕事でも家でも輝く存在でいたい
　今年からリビング部門のバイヤーとして、商談のための
外出や新規大型催事の準備など、日々の業務に追われる半
年間を過ごしています。ある日、子どもと一緒に居るときに
スマホでメールを見ていたら「ママ、スマホ見ないで」と言
われてしまいました。娘の一言で寂しい思いをさせてし

まっているのだと気づき、子どもと一緒に居るときは仕事
から離れようと心に決めました。そのエピソードをチーム
の先輩ママたちに話したところ「親の気持ちは、子どもに伝
わってしまうよ」「子どもと一緒に居られるときは、その時
間を楽しんで」とアドバイスをいただきました。周囲に理解
してくださる方が居て、本当に支えになっています。
　私はこれまでの経験から「大変さはあるけれど、それを乗
り越えてカタチにできる現場がやっぱり好き！」と感じま
す。頑張っている姿を子どもに見せて、ポジティブな影響を
与えられると良いなと思っています。また、仕事をしながら
自分の成長にもつなげていきたいです。

周囲のサポートを受けながら、
自らも貢献できるよう目指す
　現在は育児短時間勤務を利用していますが、成果として
求められることや、業務が減るわけではありません。自身の
不在時に業務を止めてしまうことなく、お客さまへ価値の
あるものを届けられるよう、チームのメンバーには常に情
報を共有し、自分だけがやらないといけない働き方になら
ないよう意識しました。私が対応できない緊急案件の対応
や、宿泊を伴う出張なども含めて、担当長やチームメンバー
をはじめとする、周囲の方々に多大なるサポートをいただ
いています。現担当は新しい領域で一からのスタートでし
たが、産休前に長年担当していたファッション領域での経
験も活かし、会社に貢献していきたいと思っています。

一人一人に合わせて、選択肢のある働き方を
　子どもは現在２歳であり、正直、今はまだフルタイム勤務
に戻ることが想像できません。これからはその時代に合う、
一人一人にとっての居心地の良い働き方をつくっていくべ
きだと考えています。産休や育児短時間勤務を経験して分
かったことは、「育児」というものは、そのときの状況や家庭
ごとに異なる「個性」だということ。必ずしもロールモデル
があるわけではありません。ほかにも介護をされている方、
副業している方など、働き方が多様化していますが「自分の
担当だから自分で全部やろう」という働き方ではなくて、

「それぞれの状況に応じながら、それぞれの強みを活かして
働ける」という体制をつくっていくことも大事だと思いま
す。育児をしながら働いていることも一つの個性として、自
分らしいステップアップをしていきたいです。

(株)三越伊勢丹
第3MDグループ
新宿ライフデザイン・子供商品部
リビングルーム　バイヤー

佐々木 えりさ

自信を持って「ママ、今日もお仕事楽しかったよ！」と伝えられる一日に
INTERVIEW
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障がい者活躍推進

　三越伊勢丹グループでは、「障がい者も社会経済を構成
する一員として職業生活においてその能力を発揮する機
会を与えられるものとする」という障がい者雇用の理念を
引き続き実践していきます。

東京都「心のバリアフリー」サポート企業に登録
　心のバリアフリーに対する社会的機運の醸成を図るた
め、従業員に対する意識啓発等に取り組む企業等を東京都
が「心のバリアフリー」サポート企業としています。（株）三
越伊勢丹ホールディングスは、2018年度に登録されました。

三越伊勢丹ソレイユ
　百貨店店頭での接客には、多くの付帯業務が発生します。
ギフト用ラッピングの袋づくりや箱の組み立て、リボン
シール貼り、伝票へのショップスタンプの押印など多岐に
わたる付帯業務は、スタイリスト（販売員）が接客に専念す
る時間を圧迫してきました。　　　　
　そこで、手作業による単純反復作業に高度な能力を発揮
する知的障がい者が主体となって、これらの業務を担う特
例子会社(株)伊勢丹ソレイユ※を2004年に設立しました。
現在、企業就労は難しいと言われている重度知的障がい者
75人を中心に、89人の障がい者が在籍し、店頭では一ヶ月
約5,000時間相当の業務削減となり、大切な販売支援戦力
となっています。　　　　　　　　　　　　
　障がい者の優れた能力を活かして、本業に直結する業務
をワークシェアリングすることで、業績向上に貢献、かつ

岩田屋三越と愛生の取り組み
　1991年、鹿児島県大崎町にて知的障がい者授産施設・社
会福祉法人 愛生会を運営していた新平重人氏と岩田屋

（現・（株）岩田屋三越）の社長、中牟田健一（当時）の間で障が
い者に就労の場を提供しようという思いで（株）愛生が設立
されました。のち、1998年には（株）岩田屋の特例子会社に
認定され、現在16名の障がい者が在籍しています※。
　愛生の主な業務は、岩田屋、福岡三越両店で使われる用度品
やブランドショップの手つき紙袋の製作と野菜づくりです。
愛生は雇用確保と社会参加促進のために、高付加価値な農業
への取り組みを創業以来続けています。焼酎用のサツマイモ
のほか、地元農家の方と協力して育てた野菜の一部を2021
年より岩田屋本店の食品売場で販売しています。ここでつく
られた野菜は、安全で高品質な農産品の一貫した生産管理体
制が構築できていることを評価され、世界120ヶ国以上で運
用される国際標準のグローバルギャップ認証を鹿児島県内の
障害福祉サービス事業所として初めて取得しました。
　また、人の交流もあり、愛生にて年に一回開催される「大
運動会」に（株）岩田屋三越の社員がサポートとして参加、
また夏に開催される「カブトムシ相撲大会」の応援にも有
志で駆けつけています。このような機会に愛生の方々と直
接触れ合うことは、従業員の意識改革、ダイバーシティの
理解が進むきっかけになっています。

※同社は三越と伊勢丹の統合に伴い、2011年3月に（株）三越伊勢丹ソレイユとなりま
した

三越伊勢丹ソレイユで働く従業員

3年ぶりに大運動会が開催されました

障がい者雇用比率
雇用比率

2021年度実績
（※2022年6月1日現在） 2.83%

2030年度目標 3.50%

※（株）三越伊勢丹および首都圏主要グループ会社の合計

※（株）岩田屋三越の障がい者雇用率は3.22％（2022年6月現在）

2017年10月、三越伊勢丹ソレイユは障がい者雇用
において特色ある優れた取り組みが評価され、東京都
産業労働局が主催する「障
害者雇用エクセレントカ
ンパニー賞」を受賞し、東
京都知事より表彰されま
した。

障害者雇用エクセレントカンパニー賞
障がい者の能力開発や処遇改善を積極的に行う障害者法定雇用率を達成している
都内企業を表彰する東京都独自の制度です。障がい者が職場で活躍できる環境整
備の促進、障がい者雇用に関する周知啓発を目的にしています。

障がい者自身のやりがいが実現し「企業の一員」としての
帰属意識が生まれています。
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工夫と配慮で、障がい者が挑戦できる、働きがいのある職場に。
INTERVIEW

三越伊勢丹ソレイユの現場から
　主な業務は、百貨店で使用するギフトリボンやシール作
りなど100種類以上に及びます。受け継がれてきた作成マ
ニュアルのほか、障がい者従業員自らが作成した自分用の

「仕事ノート」で手順を確認しながら作業を進めています。
　作業はおのおの責任をもって行い、できあがったら支援ス
タッフ（指導員）に自ら報告に行きます。報告を受ける際は、

「きれいにできました」「上手にできていますよ」などまずは
良い点を褒めて、やる気を引き出すことを心掛けています。
従業員は褒められると心からの笑顔で応えてくれます。
　また、失敗をしたときは「必ず自分で支援スタッフに報告
する」ということを強く指導しています。当社の製品は、三越
や伊勢丹に来店されたお客さまにお渡しするものですから、
不具合なものを納品することは許されません。そのためには、

「失敗することは悪
いことではない、失
敗を隠す方が悪いこ
とである」という意
識づけが必要と考え、
失敗報告を受ける際
には、まずは「失敗に
よく気付きました」

「失敗をちゃんと報
告できましたね」と
褒めることを徹底し
ています。

　ほとんどの支援スタッフは、（株）三越伊勢丹からの出向
者およびOB・OGで、障がい者についての専門知識はありま
せん。「障がい者にこんな作業はできないだろう」「障がい者
に刃物を扱う業務は危なくてやらせられない」といった先
入観なく接することで、一人一人の能力の限界を決めるこ
となく、「どうやったら障がい者がこの作業を遂行すること
ができるか」を絶えず考え、課題を解決しています。例えば、
誰が作っても百貨店クオリティに耐えうる完成度の高い製
品ができあがるように、支援スタッフが独自に治具（障がい
者が業務を遂行するために使用する補助具）を考案・作成・
改良する等の工夫を重ねています。また、障がい者が作業し
やすい現場を整えることは、障がいのない者にとっても働
きやすい環境となるため、障がい者への配慮や工夫が職場
全体の改善にもつながっています。

ソレイユで働くことが、本当に好き
　当社には、特別支援学校新卒者から定年後再雇用された
者まで、幅広い年齢層の従業員が在籍しており、そういった
側面からもダイバーシティの進んだ環境であるといえます。
障がいのある従業員に対しては、共に働く仲間としての「配
慮」には十分留意しますが、「特別扱い」はしません。当社で
は【三越伊勢丹ソレイユで働き続けるための10の問いかけ】
を設定していますが、その一つに「障がい者であることに甘
えていないか」というものがあります。これは「障がい者は
甘えている」ということではなく、「障がいがあるからこの
仕事はできない、できなくてもしょうがないとあきらめて

はいないか」「どうし
たらできるようにな
るか、その努力をし
ているか」という問
いかけなのです。肢
体不自由な従業員が、
自分の横でリボン作
りをしていた同僚の
様子を見て、自分も
リボンを作りたいと
自ら治具を用意し、
作業工程を工夫して
リボン作りに挑戦し
ています。その姿こそが【10の問いかけ】に対する答えなの
だと思います。
　当社の障がい者従業員は、みな「ソレイユで働くことが本
当に好き」と言ってくれます。ソレイユが、障がいのある従
業員にとって働きがいがある会社となりつつあることを、
大変嬉しく思います。これからも従業員が社会の一員とし
て誇りをもって働き続けられる会社でありたいと思います。

（株）三越伊勢丹ソレイユ
代表取締役社長　

宮入 渉
現場の様子
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ハラスメント防止

ハラスメントの撲滅に向けた取り組み
　三越伊勢丹グループでは、職場の環境整備と生産性向上
のための重要な課題の一つとして「しない、させない、みす
ごさない、 Noハラスメント」を合言葉にハラスメントゼ
ロに向けた取り組みを実施しています。
　ハラスメントそのものの発生を防ぐため、予防教育に力
を入れています。2020年には、グループ全社の社員・メイ
ト社員を対象にeラーニングを実施し、延べ15,000人が
受講しました。2021年には、受講対象を役員からフェロー
社員（時給制社員）まで拡大しました。2022年もeラーニ
ングを継続して実施し、一層の撲滅に努めています。また、
懲戒が科せられた案件については、その内容を社内で開示
し、注意喚起も行っています。
　 ハ ラ ス メ ン ト の 通 報 が あ っ た 場 合 に は、各 社 人 事、

（株）三越伊勢丹ホールディングス リスクマネジメント室、
労働組合が三位一体となって、真摯に対応しています。
2020年6月1日に施行された改正労働施策総合推進法に
則り、通報があった際には「迅速かつ適切な対応」ができる
よう、通報窓口教育も実施しています。

ハラスメント防止のための社内ポスター

ハラスメントの通報・対応フロー

通報 事案発生の共有 ヒアリング 事実認定 懲戒の審議

行為者への人事的措置

相談者へのフィードバック

職場改善

相談者（被害者）のメンタルケア
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人権に関する方針

　三越伊勢丹グループでは、国連の「ビジネスと人権に関
する指導原則」および日本経済団体連合会の「企業行動憲
章」に則り2018年11月に「三越伊勢丹グループ人権方針」
を制定しました。これは、当社グループが、お客さま、従業
員、お取組先、地域のコミュニティ等、企業活動を行ううえ
で関わる様々なステークホルダーの人権を尊重するため
の方針です。
　本方針をグループ全体の役員・従業員に教育・啓発する
とともに、サプライチェーン全体で人権に配慮した事業が
行われるよう、周知・徹底に努めていきます。
　また、当社グループは、約120社が参加している東京人
権啓発企業連絡会に加盟しています。人権に関する最新の
課題と取り組みについて情報を収集しつつ、参加企業との
情報交換を通じて、より良い人権保護を実施しています。
2022年度より特にダイバーシティ＆インクルージョンの
推進に注力し、あらゆる差別の排除を軸に、ハラスメント
の防止、LGBTQ＋尊重の取り組み、女性活躍推進、障がい
者活躍推進、シニア活躍推進、外国人・グループ外人材の活
躍推進など多様な人材が活躍し、全ての従業員が働きがい
の持てる環境の構築を目指していきます。
※関連ページ：責任ある調逹 P48

三越伊勢丹グループ人権方針

1 人権の尊重
私たちは、企業活動に関わる全ての人々の人権、個人の尊厳を尊重します。
人権に関わる様々な課題について、私たち一人ひとりが取り組むべき課題として考えます。

2 法令遵守と公正な雇用
私たちは、人権に関する国際的な規範を支持・尊重し、企業活動に関わる国や地域において
適用される国際条約、関係法令等を遵守するとともに、適正な雇用と就業条件を守ります。

3 不当な労働の禁止
私たちは、人権侵害につながる児童労働や強制労働などの不当な労働のない、
個人の自発的な意思に基づく健全な労働を守ります。

4 ハラスメントの禁止
私たちは、個人の人格・尊厳を傷つける精神的、肉体的、性的ハラスメントなどの行為を排除し、
思いやりのある言動と健全なコミュニケーションを心がけ、信頼関係を築きます。

5 多様性の尊重
私たちは、多様な価値観を尊重し、お互いの違いに価値を認めて、
個々人が能力を発揮できる職場づくり、働き方の改革に努めます。

6 差別の禁止
私たちは、多様な個性を尊重し、人種・民族・国籍・信条・宗教・性別・性的指向・出身地・年齢・疾病・障がい・
雇用形態等による差別や、個人の尊厳を傷つける行為は行わないことを徹底します。

7 健康の保持・増進
私たちは、従業員一人ひとりが健康への意識を高め、自らの健康を保持・増進できる環境づくりに努めます。

8 労働安全衛生の確保
私たちは、職場環境に関する法令・社内ルールを守り、風通しが良く、安全で衛生的な労働環境をつくります。

2018年11月制定



62

目次・編集方針 企業ビジョン 重点取り組み 重点取り組み 1  
人・地域をつなぐ

重点取り組み 2

持続可能な社会・時代をつなぐ
重点取り組み 3

従業員満足度の向上 ガバナンス GRIスタンダード対照表

人事担当役員メッセージ　　コミュニケーション　　ダイバーシティ＆インクルージョンの推進　　ライフワークバランスの実現　　生涯CDPの推進／人財育成　　支援制度と取り組み

ライフワークバランスの実現
総実労働時間の短縮

　メリハリある働き方を実現することで、従業員の心身の
健康を確保しライフワークバランスの向上につなげるた
め、継続的に総実労働時間の短縮に向けて取り組んでいま
す。単に時間だけを削減するのではなく、業務の見直しを
図ることで、生産性の向上につなげています。

所定労働時間短縮
　（株）三越伊勢丹では、2019年度より1日の労働時間を
30分短縮し（変更後の1日あたりの労働時間：7時間25分）、
年間所定労働時間を1,972時間から1,840時間に短縮し
ました。

業務改善
　（株）三越伊勢丹では、効率的な働き方を進めるため、
Office 365の活用や業務用スマートフォンの貸与、書類
のオンライン化（ペーパーレス）、会議の在り方の見直しな
どの業務改善を実施しています。
　長時間労働抑制のため、PC使用時間を把握するシステ
ムにより労働時間を客観的に把握できる仕組みも導入し
て い ま す。ま た、勤 怠 関 連 の 意 識・知 識 浸 透 に 向 け て、
CHROからの従業員への啓発動画発信や、マネジメント層
へのeラーニングの実施や、毎月労働組合と協働で時間管
理に関して所属や個人に確認・啓発するなどの取り組みも
行っています。

年次有給休暇
　グループとして年間の取得目標（55%以上消化）を掲げ、
取得推進を図っています。期初に連休取得計画を立案する
ことで有給休暇を取得しやすい環境づくりを推進してい
ます。

※「いかなる時も“仕事最優先”ではない」「一人一人の人生や価値観が最大限に尊重
され、それにフィットする企業・職場でありたい」という思いから、当社グループ
はワークライフバランスではなく、“ライフワークバランス”と表現します

現状の取り組み

1）在宅勤務制度
●2017年度より導入しています。
● 対象者は雇用形態ではなく「自宅で通常業務が自律

的に実施可能か」で判断・実施しています。
●2022年10月時点で（株）三越伊勢丹と（株）三越伊

勢丹ホールディングスの合計で、2,870名で（全従
業員の36.5％）が実施しています。

2）社内サテライトオフィス
●2019年度より順次導入しています。
● 新宿、日本橋、銀座、浦和の店舗または周辺ビルにて

執務可能な共有スペースを設置しています。
● 店舗立ち寄り時や顧客やお取組先訪問後の残務処

理時に活用することで、総実労働時間の短縮にも貢
献しています。

　少子高齢化、生産年齢人口の減少、働き方への価値観
の変化に伴い、働き方の自由度を拡大する「ライフワー
クバランスの実現」が重要視されています。文字どおり

「生活と仕事の調和」を実現させるためには、従業員の
健康や生産性向上も重要な要素となってきます。
　三越伊勢丹グループは、ライフワークバランスの実
現に向けて、従業員が“働きやすさ”を実感できる環境
をつくっていきます。従業員のライフステージ・ライ
フイベントにおける問題に適切に対応できる制度構
築をはじめ、健康サポートや多様な働き方の促進など、
個々人が柔軟にかつ継続的に働くことができるよう
取り組みを進めていきます。

テレワーク
　モバイルPCと通信機器を貸与することで、外出先など
通常勤務先以外での業務遂行を可能にしています。2015
年度よりテレワークの推進に努めています。
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多様性のある働き方

育児と仕事の両立支援
　三越伊勢丹グループでは、性別にかかわらず、出産・育児
をしながら働く従業員を支援するために、法令を上回る制
度を設けているほか、働きがいをもって仕事をし続けられ
るよう、様々な制度と環境を整えています。

育児関連制度
　「産前・産後休暇」「育児休業制度」を取得した従業員の出
産後の復職率は約9割であり、2022年8月現在、約450人
が「育児勤務制度」を利用し、仕事と家庭の両立を図ってい
ます。
　そのほかにも、フルタイム勤務への早期復帰に向けた支
援として「育児勤務の一時的勤務時間延長制度」「フルタイ
ム早番固定勤務制度」「育児勤務のスライド制度」など勤務
形態の拡充を行っています。
　また、人事統括部内に「育児関連制度相談窓口」を設置し
ており、育児休業中の従業員への情報発信などの支援を
行っているほか、職場復帰前には「育児休職者セミナー」を、
復職後には育児とキャリアの両立をテーマとした「育児休
職からの復職者向けeラーニング」を実施しています。さら
に、フルタイム勤務復帰を迎える従業員を対象としたe
ラーニングを実施するなど、ソフト面の取り組みにも力を
入れています。

育児関連制度利用者数 

育児支援制度の体系 育児関連制度

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

育児休業取得者数

女性 134 127 126 120 103

男性 19 19 14 13 18

合計 153 146 140 133 121

育児休業取得率
女性 — 99.4% 100% 100% 100%

男性 — 21.8% 23.3% 21.7% 30.9%

妊娠・育児のための短時間勤務者数

女性 451 457 475 473 446

男性 0 0 1 0 0

合計 451 457 476 473 446

育児休職からの復職者数 97 103 111 118 89

※（株）三越伊勢丹の社員・メイト社員

制度名 内容

産前・産後休暇 産前8週間・産後8週間の取得可能

育児休業制度 子が満4歳に達する月の末日まで利用可能
（最長、1子につき3年に達する月の末日まで）

育児短時間
勤務制度

育児のために勤務時間を短縮する制度。子が小学校3
年生まで利用可能（育児勤務と育児休業の合計は最長
10年。但し、小学校1年生の9月末までは延長可能）
※2014年度「育児勤務の一時的勤務時間延長制度」を導入（月

10日まで、一時的にフルタイム勤務が可能）
※2018年度「育児勤務のスライド制度」を導入（月10日まで、

時間帯をスライドして勤務することが可能）

フルタイム早番
固定勤務制度

子が小学校4年生まで利用可能（早番固定勤務と育児
勤務と育児休業の合計は最長11年。但し、小学校2年生
の9月末までは延長可能）

子の看病の
ための休暇

●小学校就学に達するまでの子の看護に対して、子が1
人であれば年間5日、2人以上であれば年間10日の利
用が可能

●時間・半日・1日単位で取得可能

ソフト面の支援

人
事
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括
部
内
に｢
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関
連
制
度
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談
窓
口
」を
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置

●
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制度支援

産前・産後休暇
育児休業

育児短時間
勤務

フルタイム早番
固定勤務

フルタイム勤務

● 休職前：産前面談  
● 休職中：情報発信 
● 復職前：育児
休職者セミナー

● 復職時： 
育児休職からの
復職者向け
eラーニング

● 育児勤務の一時的 
時間延長制度

● 育児勤務の
スライド制度

● フルタイム勤務 
育児支援補助金
制度

● フルタイム勤務
復帰前： 
フルタイム勤務
復帰予定者向け
eラーニング
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男性の育児休業制度利用促進
　性別にかかわらず、希望に応じて仕事と育児を両立でき
る職場環境の実現を目指して、「男性の育児休業取得率
100％」を目標※に掲げ、取り組みを進めています。「育児関
連制度相談窓口」の設置に加え、制度面では、法定の育児休
業制度のほか、男性の育児参加を促進するために独自制度

「育児休業の特例」を設けています。2022年度からは、配
偶者の妊娠・出産の申し出をした男性従業員へ人事から個
別周知・意向確認の実施を開始しました。
※（株）三越伊勢丹：2024年度／グループ全体：2030年度

2021年度制度を利用した男性従業員
制度名・内容 人数

配偶者が出産した男性従業員 55
育児休業制度 法定制度 2

育児休業の特例

当社独自の制度。子が1歳に達する
日以前であり、育児休業期間が4週
間（各人の休日含む）以内の場合は、
休職とせず、1子につき5日間まで
有給とする制度

15

取得者合計 17
取得率 30.9％

※（株）三越伊勢丹

　第二子誕生にあたり、育児のために、育児休業制度とス

トック有給休暇制度 P65 を活用して、2022年4月か
ら9月まで6ヶ月間休業しました。第一子誕生の際に、育児
の大変さや妻にかかる負担を痛感し、当時から、第二子の
時は育児休業を取得しようと考えていました。

早めの相談と計画的な休業取得
　以前より育児休業を取得しよう、と考えていたこともあ
り、第二子の妊娠が分かり、安定期に入ったタイミングで、
すぐに上司へ相談しました。上司が自然に受け止めてくれ
たことはもちろん、社内で男性育児休業を取得している方
がいることも知っていたことで、不安なく準備を進めてい
くことができました。諸制度の活用や手続きについては、
人事担当が個別にアドバイスしてくれました。私の場合、
出産前から計画的にお休みを取得することができ、家族３
人の時間をゆっくり過ごすことができましたし、いつ産ま
れても大丈夫という安心感の中で第二子誕生までを過ご
すことができました。出産直後の大変な1ヶ月はもちろん、
その後も家族と過ごせたことで家族の絆が強くなったと、
育児休業が終わった今実感しています。

ポジティブな周囲の反応と自身の意識の変化
　女性が多く働いているため、育児休業や育児勤務に対する
理解が進んでいる会社だと思いますが、その中でもまだ少な
い男性の育児休業取得について周囲がポジティブに受け止
めてくれたことで、安心してお休みに入らせていただきまし
た。また、自身が育児休業を取得したことで、育児と仕事を両
立する育児短時間勤務者や育児休業者に対する私自身の理
解が進んだと感じています。一緒に働く育児短時間勤務の同
僚が、帰宅後休む間もなく忙しく過ごすことが想像できるの

で、自然と「頑張って！」と応援する気持ちになります。また、
私自身はフルタイム勤務で復職しましたが、夕方以降の家
事・育児は大変で、子どもたちが待っているという想いから、
無駄な残業をせずに早く終業する意識が強まりました。その
ために、時間内で効率的に業務を進めることと、早く終業す
ることでチームに迷惑をかけないよう、業務中により密なコ
ミュニケーションを取ることを心がけています。

助け合いながら、自分らしさも大切にしながら
　育児休業の取得に際して、「自分がいなければ仕事が回
らない、迷惑はかけられない」と考えてしまいますが、会社
の制度は整っていて、フォローしてくれる仲間がいます。
そして、そのおかげで私は半年間育児休業を取得でき、家
族との貴重な時間を過ごすことができました。今回の休業
を経て、周りに多くの仲間がいて、それぞれが助け合いな
がら会社は動いていくんだ、ということを強く実感しまし
た。復職した今は、「『自分にしかできない仕事』はない。で
も『自分がやってよかったと思われるような仕事』を増や
していきたい」と思っています。
　仕事では仲間と、育児では夫婦で、お互いに助け合いな
がら、私にしか出せない「自分らしさ」を大切にしながら、
両立していきたいと考えています。

育児休業で得られた家族との時間、変化した意識と働き方
INTERVIEW

(株)三越伊勢丹
MD戦略統括部
MD計画部 新宿店MD計画担当

堀口 佳祐
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介護と仕事の両立支援
　家族の介護をしながら働く従業員を支援するために、一
定期間内において休業できる制度や勤務時間を短縮でき
る制度を法令以上に設定し、継続して働き続けられる体制
を構築しています。また、家族の介護を事由としてストッ
ク有給休暇※を取得することを可能とし、選択肢を広げて
います。

兼業・副業の支援
　従業員がグループ内で得ることが難しいスキルや経験
を会得できるだけでなく、従業員の自律性や自主性も促進
されるため、2020年4月より制度を開始しました。
　長時間労働や過重労働による従業員の健康被害が生じ
ないよう、また、職務専念義務や秘密保持義務に違反する
ことがないよう、順守事項を常時掲示しています。
　2021年には（株）三越伊勢丹ホールディングスおよび 

（株）三越伊勢丹で計142名が利用しました。

その他多様性のある働き方を支援する諸制度
　当社グループでは、個人のライフワークバランスを支援
する制度を設けています。

ライフイベント再雇用制度
　結婚、出産、育児、介護または配偶者の転勤等を理由に退
職した場合、退職後12年以内であれば、退職時の雇用形態
で優先的に再雇用する制度。

グループライフイベント転籍制度
　結婚、出産、育児、介護、配偶者の転勤等ライフイベント
に応じ、本人希望による転居先地域のグループ企業へ転籍
を可能とする制度。

ストック有給休暇制度
　働きやすい仕組みづくりの一環として、法的には失効し
てしまう未取得の年次有給休暇を最大230日までストッ
クできる制度。あらかじめ定めた事由と日数の範囲内であ
れば原則本人が希望する時期に取得が可能。
　取得が認められる事由は、従来の治療・介護・看護などの
ほか、ボランティア、不妊治療など社会的な動きに合わせ
た内容も対象。近年は介護、看護、学校行事の事由での申請
が増えており、育児事由で男性が1ヶ月単位で取得する
ケースもあります。

短時間勤務制度
　個人の生活上の事情と仕事との両立のために、一定期間
内において勤務時間の短縮を可能とする制度として、
2022年度より新設。対象となる事由は、介護・兼業副業・
私傷病の療養・修学・資格取得などで、1日あたりの所定労
働時間の短縮や所定労働日数を低減した勤務が可能。

2021年度介護関連制度利用者数
制度名 内容 人数

介護・介護準備
休業制度

1対象家族につき、最長1年まで。分割
取得が可能 8

介護・介護準備
勤務制度

1対象家族につき、最長3年利用が可
能。分割取得が可能 4

家族の介護の
ための休暇

●対象家族1人につき年間5日、2人以
上であれば年間10日の利用が可能

●時間・半日・1日単位で取得可能
10

※（株）三越伊勢丹の社員・メイト社員

ストック有給休暇制度の利用実績 
2019年度 2020年度 2021年度

延べ申請者数 申請日数 延べ申請者数 申請日数 延べ申請者数 申請日数

介護 119 294 252 628 190 710

育児 33 155 90 376 121 561

能力開発 9 13 1 1 1 1

ボランティア 9 23 0 0 17 19

災害休暇（災害休暇延長） 0 0 0 0 0 0

看護 71 87 93 126 206 270

慶弔 21 29 37 37 48 50

子の学校行事 117 117 131 133 166 170

不妊治療 0 0 1 3 0 0

グループライフイベント転籍制度利用者数
2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

利用者数 3 11 5 6 3

※グループ計

※（株）三越伊勢丹ホールディングスおよび（株）三越伊勢丹

※期限内に取得できなかった年次有給休暇を一定数までストックできる制度
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ヘルス＆メンタルケア

　従業員が心身ともに健康で勤務できるよう、様々な取り
組みを進めています。

健康診断
　従業員が健康に勤務できるよう、年に1回の健康診断を
実施しています。法定以外の項目についても定期的に健康
診断を行い、年齢や個人の状況に応じて実施内容を変えて
おり、満40歳になる年からは、5年に一度人間ドックを実
施しています。
　診断結果に対して、細やかなフォローを行うことで、従
業員一人一人の健康管理を支援しています。

産業医の配置
　（株）三越伊勢丹では、常勤産業医を伊勢丹新宿本店・三
越日本橋本店に各1名配置しています。非常勤の産業医7
名と連携を取り、従業員の健康診断結果や安全衛生体制を
確認しています。従業員は自分の健康診断結果に関する質
問や、健康に関する相談を産業医に申し込むことができま
す。また、メンタルヘルス専門の産業医もおり、心身の健康
管理に対応しています。

メンタルケア
　メンタル不調による休職などを未然に防ぐため、社内・
社外に相談窓口を設置して早期に相談しやすい環境をつ
くっています。また、いったん休職に至った従業員に対し
ては、勤務時間や業務を調整して段階的に通常業務に復帰
できる仕組みを設けています。

ストレスチェック
　組織のストレス状態を捉える機会としてグループ全体
でストレスチェックを活用しています。（株）三越伊勢丹で
は、法制化前の2014年８月に「ストレスチェック」を実施。
2016年度よりグループ全体に広げて実施しており、グ
ループ全体・各社・各所属で組織の活性度合いを可視化し
ています。

ハーフタイム
　気軽に体調など健康関連のことを社内の保健スタッフ
へ相談できる制度です。状況に応じて産業医との面談や医
療機関の紹介を行っています。

カウンセリングルーム
　健康相談中心のハーフタイムとは異なり、職場問題やハ
ラスメント関連を産業カウンセラーに相談できるカウン
セリングルームを設けています。

復職支援プログラム
　メンタル不調で休職した方の復職をサポートするシス
テムです。要保護勤務（時間外不可）を設定し、休職から段
階を経てスムーズに復職できる環境を整備しています。

労働災害防止
　（株）三越伊勢丹では労働災害の状況や対策の実施状況
を会社と労働組合の両者で確認しています。職場巡視によ
る確認など、産業医とも連携しながら労災の未然防止に努
めています。
　また、労働組合と会社の合同会議として、年2回中央安全
衛生委員会を開催しています。職場をまたいだ社内の労災
の発生状況を確認し、再発防止に向けた対策を共有すると
ともに、開催時期に応じたテーマを設定し、議論すること
で取り組みの精度向上を図っています。

ストレスチェック受検率
グループ計 （株）三越伊勢丹

2020年度 93.8% 96.5%

2021年度 97.0% 98.0%

2022年度 99.7% 99.5%

健康診断受診率 
受診率

2019年度 99.8%

2020年度 95.6%

2021年度 96.8%

※グループ計

ハーフタイム利用者数 
利用者数

2021年度実績 35

※（株）三越伊勢丹

　本人への結果通知はもちろん、管理職には組織の調査結
果をフィードバックすることで組織改善に結びつけてい
ます。
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生涯CDPの推進／人財育成
人財育成

人財育成のグランドデザイン
　当社グループは、企業の持続的な成長と事業戦略実現に
向けて、従業員が自律的に学び、成長し、キャリアにつなげ
る環境と機会が整っている状態を目指しています。そのた
めに、人財育成のグランドデザインである【MANABIの森】
を策定し、教育の環境・機会を全従業員に提供しています。

　これは、2015年より発行している教育体系「MANABI
の森」をベースに、企業の継続的成長に向けて、①全従業員
にとって必要不可欠な教育と、②従業員一人一人が描く
キャリアに合わせて自ら選べる教育、の両軸で構成されて
います。
　大きく「キャリア教育」「基礎」「専門」「体験教育制度」の
4つの分類に沿って、業務教育と能力開発のコンテンツを
用意し、徹底すべきところを押さえつつ、従業員それぞれ
が描くキャリアに沿って自ら選び学べる機会をeラーニン
グ含めて展開していきます。

当社グループが目指す人財開発のあるべき姿

MANABIのキーワード
人財開発のあるべき姿

三越伊勢丹グループでは、企業の持続的な成長に向けて
全てのステークホルダーにファンとなっていただくために

また、一人一人のキャリアを豊かにするために
【学び＝MANABI】の環境・機会を全社従業員に提供しています

MANABIは“M”から始まり、“ I”で終わります
“M”は三越・丸井今井

“ I”は伊勢丹・岩田屋を表しています

私たちは、のれんの間に【学び＝M A N A B I】がある
と考えています。

百貨店業を長く営んできたそれぞれの【のれん】の歴史や
従業員の声から強みを抽出し、更には現状の社会的背景、

将来に予測される社会の変化も要素とし、
人財開発の源泉となるワードを選び、

【学び＝ MANABI】のキーワードにしました。

【M A N A B I】のキーワードをベースとして
学ぶ風土作りを行っています。

“A”SSERTION 相手を尊重した自己主張ができ

“B”USINESS-MINDED 一人一人が経営マインドで

“M”IND 全てにおもいやりと感謝の心をこめて

“I” MAGINATION 想像力を使って行動する

“N”ＥＣＥＳＳＩＴＹ いつ何時も必要不可欠で

“A”WARENESS 好奇心をもって、気づき

　三越伊勢丹グループでは、“特別な”価値をつくり続
ける企業グループになるために、「個人の力」と「組織
の力」を最大化させ続ける、人事戦略上の「複合的な仕
組み」として、生涯CDPに取り組んでいます。
　この取り組みでは、従業員に対し、研修や学びの場
の提供だけではなく、中長期的な視野に基づいた、成
長の機会やポジションを提供していくことで、全従業
員が自身のキャリア実現のために自律的にキャリア
開発・能力開発を推進していくことを目指しています。
　そのようなあるべき姿に近づくために、「人財育成
グランドデザイン」を作成、「表彰・社内資格制度」　

「適所適財」「キャリアアップ」の仕組みを構築し、それ
を促進する風土醸成に取り組んでいます。
　企業としてポジティブサイクルを実現するために
生涯CDPに取り組み、「多様な個人」と「会社」が一体と
なって、お客さまや社会に貢献していきます。
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新卒社員教育
　総合職として新卒入社した社員が最初に経験するのが、
百貨店事業の業務です。まずは百貨店事業の現場に身を置
き、お客さまと直接接しながら、商売の基本を身につけます。
　その後は本人の希望と適性に合わせて、継続して百貨店
事業に携わるほか、百貨店事業以外の様々な事業へ配属さ
れます。
　また、広い視野を持ちどの分野でも通用する人財になる
ために、希望者からの選抜で海外店舗や他企業へ1～2年程
度研修出向するという選択肢も用意されています。
　その後昇格試験を経て、最短で7年目にはマネジメント
職を担います。

グループ外出向
　外部企業で一定期間経験を積むことで三越伊勢丹グルー
プ内では獲得できない知見・スキルを身につけ、帰任後に
組織に還元することを目的にグループ外出向を実施してい
ます。
　官庁、団体、異業種企業など幅広い組織へ直近3年間で39
社100名が出向しています。

経営人財育成
　ステージA（部長職）4年目以降の人財を対象に、将来の
ボードメンバーとなりうる人財プールを形成すべく、育成プ
ログラム「ビジネスリーダープログラム」を実施しています。
　このプログラムは、2013年度より「企業価値構想力」や

「リーダーシップ」の養成を目的に開講しました。これまで
に累計150名以上が参加し、その受講者の中から2021年
度までに約30名の役員が誕生しています。
　また、配置においても、評価、面談、自己申告など多方面
から本人の能力・適性を見定め、経営人財育成視点での戦
略的な異動配置を実施しています。

（株）三越伊勢丹と地域事業会社の人財交流
　当社グループでは、積極的に人財交流を促すことで、グ
ループの一体感の醸成と次世代人財の育成を進めていま
す。例えば、グループ百貨店の入社3年目以降の定期採用社
員（選抜者）を、首都圏の商品統括部や店舗に配属し、1年間
に及ぶ研修を実施しています。これは主に、リアル店舗で
のお客さまお一人お一人とつながるCRM戦略の理解、デジ
タルリテラシーの向上、お取組先との関係づくりなど、首
都圏ならではの知識やスキル、経験を習得する学びの機会
を提供するものです。帰任後はそれらを活かし日々の業務
に邁進しています。この研修を継続実施することでグルー
プ全体のレベルアップと将来の優秀なマネジメント層の
早期育成を目指しています。

新卒社員のキャリアパス　

［ 百貨店事業からスタートし年次を追うごとに活躍フィールドが拡大します ］

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 7年目～6年目

百貨店事業 マネジメント職
全事業

全社／全領域
昇格試験グループ外研修出向（4年目以降）

海外研修出向（5年目以降）

※（株）三越伊勢丹
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マスターシューカウンセラー講義の様子

表彰制度
　表彰制度開始から10年を迎え、2021年度には、表彰内
容を見直し、表彰式のスタイルをオンライン開催に変更し、
好事例のノウハウ共有もデジタル活用するなど新たな形
に変更しました。
　受賞者の取り組み内容を人財育成につなげながら、従業
員の自律性を高めモチベーション向上に寄与する表彰制
度へと進化しています。
　三越伊勢丹グループではお客さまと接点を持つすべて
の従業員の中から、お客さま・働く仲間・会社にとってなく
てはならない存在として最も優秀な従業員を「エバーグ
リーン」として敬意を持って認定・表彰し、モチベーション
向上を図っています。「エバーグリーン」は2011年度に
(株)三越伊勢丹でスタートし、翌2012年度よりグループ
全社に拡大しました。対象となる78,000人の従業員のな
かから、10年間で累計639人が表彰されています。

パーソナルカラーアナリスト

＊2022年10月時点

社内資格者数 
資格名 人数

インテリアスペシャリスト 37

パーソナルカラーアナリスト 456

シューカウンセラー 314

マスターシューカウンセラー 79

マタニティ・ベビー・コンシェルジュ 48

手話 87

モードフィッター 65

※（株）三越伊勢丹計

社内資格制度
　当社グループでは、「高い専門知識をもって、お客さま
のご期待を上回る感動レベルでお応えすることができる
人財」を目指しています。商品領域ごとに求められる専門
知識を社内資格と定め、体系的な知識・技術の習得を推進
しています。
　現在は「インテリアスペシャリスト」「パーソナルカラー
アナリスト」「シューカウンセラー」「マスターシューカウン
セラー」「マタニティ・ベビー・コンシェルジュ」「手話」

「モードフィッター」の社内資格を取得したスタイリストが
スキルを活かしながら活躍しています。
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適所適財

　三越伊勢丹グループでは、継続的な企業成長の実現のた
めに、「会社が戦略としてやるべきこと」と「従業員がやりた
いこと」を最大限マッチングさせること（＝適所適財）を重
要視しています。適所適財はモチベーションの向上に直結
するため、個人のパフォーマンス、ひいては組織・企業とし
ての業績にも大きく影響すると考えます。
　また、不確実性が増していく世の中において、企業も人も
常に変化し続けることが求められているなか、個人の成長
においては会社主導のキャリア開発ではなく、自らの責任
でキャリアを選択していくことが必要であると考えます。
　そのための情報提供の一環としてグループ内の働き方や
仕事内容を把握することができる「会社別・事業別 業務内
容紹介」の取り組みを、2022年度より始めました。
　当社グループは「意欲ある人財の自律的なキャリア形成
を支援する」という考え方のもと、1年に1度の「自己申告制
度」や、社内で募集がかかった案件に自身の意思で自由に応
募ができる「社内公募制度」、希望部署に自ら手を挙げる

「チャレンジ申告制度」など、自律的なキャリア形成を支援
する制度を整備しています。
　今後は、今まで以上に個々の従業員の要望・スキルなどを
深く収集するとともに、「パーソナルデータ」「パフォーマン
スデータ」「キャリアデータ」を一元管理することで、「戦略」
と「個々人の想いやスキル」を有機的にマッチさせた戦略的
な人事配置を効率的に実行していきます。

自己申告制度
　当社グループで働くうえでの仕事や進路、異動等の希望
や自己啓発、キャリアプランについての意見や意欲を自由
に回答し、提出する制度です。
　現在の仕事への満足度や、過去のキャリアの振り返り、保
有スキルなどの情報も収集することで、より本人の要望や
適性にマッチした異動配置に活用しています。今後は、従業
員個々人の「想い」や「要望」をより深く抽出することで、人
財育成や適所適財を通した「従業員満足度の向上」につなげ、
企業としての戦略実現につなげます。
　なお、この申告制度は毎年1回、社員、メイト社員（地域限
定社員）、エルダースタッフを対象に実施しています。

社内公募制度
　中期経営計画の実現に向け、広く人財公募の必要性が高
い案件の募集に対し、職務遂行に必要な能力や適性を持ち、

意欲のある人財を公募する求人型の公募制度です。
　なお、この申告制度は社員、メイト社員、エルダースタッ
フを対象に実施しています。

チャレンジ申告制度
　希望する役割や業務内容に対して、活かすことのできる自
身の経験、能力を具体的に申告できる求職型の公募制度です。
自己申告制度を一段階進め、ポジティブなキャリアチェンジ
を希望する人に人事担当との直接面接を実施します。
　なお、この申告制度は入社7年目以降の社員を対象に実施
しています。

制度の流れ

社内公募制度の実績
2021年度

公募案件数 17

エントリー延べ人数 95

マッチング人数 38

チャレンジ申告制度の実績
2021年度

エントリー人数 37

マッチング人数 11

従業員

会社

情報提供 機会提供 自らキャリア選択

上司と一緒に自らのキャリアを考える
（1ON１ミーティングを活用）

「自己申告制度」で異動希望
「チャレンジ申告制度」に応募
「社内公募制度」に応募

定期人事異動
本人通知

会社別・事業別
業務内容紹介

「チャレンジ申告制度」
「社内公募制度」募集

応募受付 人事面談 マッチング
の検討

人事異動
会社別・事業別  業務内容紹介
この取り組みでは、会社が三越伊勢丹の各所属、また当
社グループ各社の業務内容や求める人財像などの情報

を一元化し従業員に対して情報提供を行っています。
従業員はこの情報をもとに、自らのキャリアを考え、各
制度を利用することで個々のキャリア自律を促進して
いきます。
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キャリアアップ

グループ内外のつながり

　従業員が今よりもさらに専門的な知識を身につけ、能力
を向上させるための制度・取り組みです。メイト社員にも
正社員登用を通じて、キャリアアップの機会があります。

一人一人と向き合う面談・フィードバック
　上司と部下の定期的な1対1の対話（1on1： P54 ）
に 加 え、2017年 度 か ら は、節 目 節 目 で の 評 価 に 対 す る
フィードバック面談にも力を入れています。評価の納得感
を高め、今後強化すべきポイントを相互に明確にすること
で、個人の目標が明確になり、自己成長意欲の向上につな
がっています。

知識習得のための外部機関への派遣や制度
　三越伊勢丹グループでは、自己啓発のために一時的に休
職できる制度やグループ外出向制度があります。

　当社グループでは、能力開発として従業員が自主的に学
ぶ場を提供しています。これまでは集合開催が中心でした
が、 2020年度からはオンライン開催も取り入れることで、
地理的、時間的な制限を可能な限り取り除き、より学びや
すい環境を整えています。

メイト社員（地域限定社員）の
積極的な正社員登用
　（株）三越伊勢丹のメイト社員（地域限定社員）は、全従業
員約8,400名のうち約1,900名を占め、百貨店で最も重要
な店頭販売で大きな役割を担っています。入社4年目以降
を無期雇用とする制度でしたが、2016年4月からは入社
初年度より無期雇用とし、スタイリストの働く環境のさら
なる改善を図っています。
　また、メイト社員から正社員への登用は、登用試験受験
までの年数を入社5年目から4年目に短縮した結果、正社
員登用者数は年々増加し、2021年度は約70名、累計で約
1,080名が正社員となり、うち約45名が管理職に昇格し
ています。
　また、フェロー社員（時給制契約社員）からメイト社員へ
の転換者数は、2021年度は約25名、累計で約1,480名と
なっています。

SNACK
　SNACKとは、2016年から始まった当社グループの全従
業員が企画・参加できる自律的な学び合いの場です。
　「Skill」「Network」「Attitude」「Communication」

「Knowledge」を意味しています。
　始業前や終業後など個人の時間を利用して、任意でさま
ざまなテーマの企画に興味や関心に応じてリラックスして
参加できます。
　当初は首都圏店舗中心にリアルで集合実施していました
が、現在はeラーニングコンテンツやオンラインセミナーな
どさまざまなかたちで発信し、全国どこからでも、誰でも学
べる場として進化しています。

自己研修休職制度
期間は、最短1ヶ月から最長2年です。2015年から計
10名が制度利用しており、取得目的は、主に大学院進
学です。

グループ外出向制度
グループ内では経験できない知見を、外部企業で一定
期間経験を積むことで身につけ、帰任後に組織に還元
することおよび個人の成長を目的に、グループ外出向
を実施しています。 P68
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ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

多様性の実現 障がい者活躍 
（特例子会社）

エルダー制度 
（定年後再雇用）

グループ外人財の
受け入れ ハラスメント撲滅 外国人活躍

モチベーションの向上

人財育成 MANABIの森 
（人財育成のグランドデザイン）

新卒社員教育 グループ内外への出向 経営人財育成

適所適財 自己申告制度 社内公募制度 
（求人型）

チャレンジ申告制度 
（求職型）

グループ内出向者
転籍制度 

（グループ会社への転籍）

適性判定 
（直属上司による適性診断）

キャリア面談 
（総合職1年目、メイト社員1・2年目）

その他 表彰制度 
（エバーグリーン等）

社内資格制度 
（全7資格）

自己研修休職制度 
（1ヶ月～2年）

正社員登用 メイト社員転換 社内外のつながり 
（SNACK）

キャリアライフ
プランセミナー 

（労使共催）

ライフワークバランスの実現

妊娠・
出産・
育児

休暇・休職 産前育児休業 
（必要日数・無給）

産前・産後休暇 
（産前8週・産後8週・無給）

育児休業 
（子が満4歳に達するまで・無給）

育児休業の特例 
（1子につき5日まで・有給）

ストック有給休暇 
（育児）（上限：連続230日）

ストック有給休暇 
（不妊治療）（上限：連続45日）

ストック有給休暇 
（子の学校行事）（上限：1日）

子の看護のための休暇 
（1人につき年5日・無給）

勤務制度
産前育児勤務 

（短時間勤務）
（必要日数）

母性保護のための
労働時間等制限 

（時間外勤務・休日勤務の
免除、等）

育児勤務 
（短時間勤務）

（子が小学校3年生まで・
最長10年）

育児時間 
（1日につき30分×

2回・有給）

育児勤務の
スライド制度 
（月10日まで）

育児勤務の 
一時的勤務時間延長 

（月10日まで）

育児のための
労働時間等制限 

（時間外勤務・休日勤務の
免除、等）

早番固定勤務
（フルタイム勤務）

（子が小学校4年生まで・
最長11年）

費用補助 育児補助金 
（フルタイム勤務者）

月極保育補助金 一時保育補助金 不妊治療給付 出産手当金 出産育児一時金

介護

休暇・休職
介護休業

（1対象家族につき
最長1年・無給）

ストック有給休暇
（介護）

（上限：連続230日）

家族の介護のための
休暇 

（1人につき年5日・無給）

勤務制度
介護勤務 

（1対象家族につき
最長3年）

介護のための
労働時間等制限

（時間外勤務・休日勤務の
免除、等）

費用補助 介護費用援助

休暇

ストック
有給休暇

傷病 
（上限：連続230日）

能力開発 
（上限：連続20日）

災害休暇の延長 
（上限：連続120日）

ボランティア 
（上限：連続60日）

看護 
（上限：連続20日）

慶弔休暇の延長 
（上限：1日）

その他休暇 慶弔災害休暇 
（有給）

転勤に伴う引越休暇 
（最大4日・有給）

生理休暇 
（必要日数・無給）

勤務制度・その他
総実労働時間の短縮

有期社員の無期雇用化 
（21年10月全雇用形態の

原則無期化完了）

ライフイベント
再雇用制度 

（退職後12年以内）

グループライフイベント
転籍制度 兼業・副業 フレックスタイム制度 有給休暇の半日取得

業務改善・効率化 
（デジタル化・労働時間管理）

業務用スマホの配布 
（社員・メイト社員全員対象）

フリーアドレス制 テレワーク 
（在宅・サテライトオフィス）

ヘルス＆メンタルケア 傷病手当金 短時間勤務制度

※（株）三越伊勢丹

三越伊勢丹健康保険組合からの拠出
三越伊勢丹グループ共済会からの拠出

健

健

健

健

共

共

共 共 共 共

支援制度と取り組み
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ガバナンス　　コンプライアンス・リスクマネジメント

目次・編集方針 企業ビジョン 重点取り組み 重点取り組み 1  
人・地域をつなぐ

重点取り組み 2

持続可能な社会・時代をつなぐ
重点取り組み 3

従業員満足度の向上 ガバナンス GRIスタンダード対照表

取締役の選任・解任

選任・解任

執行役の選任・解任

監督
監査執行役社長の選定・解職 会計監査

内部監査内部監査

執行役（会）

連携・報告

連携・報告・要請

指示・報告

連携・報告

代表執行役社長

統括部門・事業部門・スタッフ部門 グループ各社

株主総会

会計監査人

内部監査室

取締役会

執行

監督

指名委員会 報酬委員会 監査委員会

ガバナンス
三越伊勢丹グループは、サステナビリティにおける3つの重
点取り組み（マテリアリティ）の土台として、「グループガバ

ナンス・コミュニケーション」を掲げています P17 。

コーポレート・ガバナンスの実践・強化により経営の透明性・
公正性・迅速性の維持・向上を図り、すべてのステークホル
ダーとの対話を通じて、中長期的な企業価値および株主価値
の最大化に努めます。
併せて、内部統制システムについてもリスクマネジメント体制
およびコンプライアンス体制の整備・向上に取り組んでいます。
不確実性の高い環境のなか、社会から信頼される企業グループ
であり続けるため、企業の社会的責任を果たし、環境・社会課題
の解決と企業の成長の両立の実現を目指してまいります。

三越伊勢丹グループは、お客さま・従業員・株主／投資家・お取組先・地域社会・コミュニティといったステーク
ホルダーと良好な関係を構築するとともに、経営機構改革とあわせて、コーポレート・ガバナンス改革を推進して
います。その一環として、一層のガバナンスの高度化を図ることを目的に、機関設計として指名委員会等設置会社
を採用しています。
企業活動の透明性を確保し、コンプライアンス経営に徹し、当社グループに関わるすべてのステークホルダーの
皆さまに対し提供すべき様々な価値の創造に努め、皆さまからより一層信頼される企業グループを目指し、経営
の意思決定の迅速化、経営監督機構の強化、内部統制システムの充実などに継続的に取り組んでまいります。
当社グループは、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方、枠組み、および運営指針を定めた「コーポ
レートガバナンス・ガイドライン」を制定しています。

考え方

ガバナンス（コーポレートサイト）
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/132

コーポレート・ガバナンスの体制

https://imhds.disclosure.site/ja/themes/132
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/132
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目次・編集方針 企業ビジョン 重点取り組み 重点取り組み 1  
人・地域をつなぐ

重点取り組み 2

持続可能な社会・時代をつなぐ
重点取り組み 3

従業員満足度の向上 ガバナンス GRIスタンダード対照表

ガバナンス　　コンプライアンス・リスクマネジメント

取締役会の責務
　三越伊勢丹ホールディングスは指名委員会等設置会社の
機関設計により、「執行」と「監督」の役割を明確に分離し、取
締役会の役割を「グループの大局的な方向付け」と「業務執
行に対する監督・モニタリング」に特化することで、取締役
会の監督機能強化を図っています。
　経営のモニタリングに適した体制とするため、取締役会
の構成は社外取締役を過半数とし、2021年４月より社外取
締役を議長としています。

取締役の所属委員会およびスキル・マトリックス ○＝知識・経験・能力を有する分野　　●＝社外取締役が知識・経験・能力において貢献、期待される分野

取締役会の状況

各委員会の状況

議長 人数と
構成 2021年度の主な議題

開催回数
開催平均出席率

（2021年6月～）2022年5月

議長：
橋本取締役

社外取締役

60％
6/10名

●会社法、定款などで定められた決
議・報告事項

●長期ビジョン・中期経営計画など
の方針決定

●重要な業務執行のモニタリング
●内部統制のモニタリング

13回

100％

委員会名
（委員長）

人数と
構成 2021年度の主な議題

開催回数
開催平均出席率

（2021年6月～）2022年5月

指名委員会

（委員長：
飯島取締役 ）

社外取締役

80％
4/5名

●社長CEOの再任可否および後継
者計画審議

●取締役候補者の決定
●委員会委員・執行役などの役員人

事案審議

9回

100％

報酬委員会

（委員長：
土井取締役 ）

社外取締役

100％
3/3名

●役員報酬に関する方針の決定
●業績連動報酬・非金銭報酬などの

インセンティブ制度についての
検討および決定

●取締役、ならびに代表執行役・役
付執行役を含む執行役の個別報
酬額の決定

8回

100％

監査委員会

（委員長：
赤松取締役 ）

社外取締役

60％
3/5名

●監査方針および監査計画の策定
●リスクマネジメントに関する報告
●内部監査室報告
●会計監査人報告
●執行部門に対する業務執行状況

のヒアリング

17回

100％

法定3委員会の役割
〈指名委員会〉
株主総会に提出する取締役の選解任議案の決定、取締役会
で決議する法定３委員会の委員案や執行役などの役員人事
案の審議、社長CEOの後継者計画（サクセッションプラン）
および役員選解任基準などの審議を行っています。

〈報酬委員会〉
企業価値向上に向けた役員のインセンティブの在り方など、
役員報酬制度について課題と方向性を審議し、個別報酬額
などの決定を行っています。

〈監査委員会〉
執行役および取締役の職務執行の監査、内部統制システム
の状況の監査、および会計監査人の選解任等に関する株主
総会提出議案の内容の決定などを行い、監査を通じて取締
役会の監督機能を担っています。また、会計監査人、内部監
査部門およびグループ各社の監査役と連携して、グループ
全体の監査体制を構築します。

取締役会、法定3委員会体制等について

氏 名
委員会等 スキル

指名 報酬 監査 備考 企業経営 流通・マーケティング グローバル DX・IT・セキュリティ ファイナンス・会計 法務・リスクガバナンス 人事・人材マネジメント

赤松  憲 非執行 ■ 監査委員会委員長 ○ ○ ○

細谷  敏幸 ■ 代表執行役 ○ ○ ○

竹内  徹 代表執行役 ○ ○ ○

石塚  由紀 非執行 ■ ○ ○ ○

飯島  彰己 社外非執行 独立役員 ■ ■ 指名委員会委員長 ● ● ●

土井  美和子 社外非執行 独立役員 ■ ■ 報酬委員会委員長 ● ● ●

小山田  隆 社外非執行 独立役員 ■ ■ ● ● ●

古川  英俊 社外非執行 独立役員 ■ ■ ● ● ●

橋本  副孝 社外非執行 独立役員 取締役会議長 ● ● ●

安藤  知子 社外非執行 独立役員 ■ ■ ● ● ●

※上記は各氏の経験などを踏まえて、特に活躍を期待できる領域・分野を示しており、有する全ての知見を表すものではありません

取締役（コーポレートサイト）
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/132

社外取締役メッセージ
https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-imhds-s3/
pdf/imhds_report2022_jp_A3-15.pdf

https://imhds.disclosure.site/ja/themes/132
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/132
https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-imhds-s3/pdf/imhds_report2022_jp_A3-15.pdf
https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-imhds-s3/pdf/imhds_report2022_jp_A3-15.pdf
https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-imhds-s3/pdf/imhds_report2022_jp_A3-15.pdf
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目次・編集方針 企業ビジョン 重点取り組み 重点取り組み 1  
人・地域をつなぐ

重点取り組み 2

持続可能な社会・時代をつなぐ
重点取り組み 3

従業員満足度の向上 ガバナンス GRIスタンダード対照表

ガバナンス　　コンプライアンス・リスクマネジメント

　三越伊勢丹ホールディングスでは、取締役会の実効性に
関する分析・評価を継続的に実施しており、当該分析・評価
をもとに、取締役会のさらなる実効性向上を討議し、アク
ションプランの策定・実行を通じて、改善を図っています。
　当社は、「取締役会の責務」を通じて、グループの持続的な
成長と中長期的な企業価値の向上を目指しています。取締役
会の実効性を検討する際には、株主に対する受託者責任・説
明責任を踏まえ、社外取締役が務める取締役会議長主導のも
と実効性向上に向けたプロセスを設計しています。
　なお、2021年度の実効性評価のプロセスおよび評価結
果などは以下のとおりです。

　当社では、「役員在任年齢上限規程」により、在任の上限年
齢と上限任期を役位ごとに定め、適切なローテーションを
促しています。そのうえで、代表執行役および役付執行役を
含む執行役の選任、および委任契約期間満了後の再任の可
否については、各人の委任契約期間における定量的な成果、
および第三者機関による経営人財評価などの客観的データ
を適切に評価し、指名委員会にて判断することとしていま
す。役員に関わる選解任基準については透明性確保のため、
2022年3月に「三越伊勢丹グループ役員ポリシー」を策定し
ています。

プロセス

2021年度抽出された課題に対する改善状況の中間評価について取締役会で討議したうえで、全取締役に加えて執行役も対象とし、
取締役会の構成や審議内容、サポートの運営面などの「アンケート」「インタビュー」を実施しました。
その後、分析・評価結果を取締役会に報告・確認し、課題認識および次年度方針について、社外取締役間、執行役間、取締役および執行
役間で複数回討議し、次年度計画（運営方針、アクションプラン、年間議題スケジュール案）を策定しました。また、指名・報酬・監査委
員会においても同様に振返りと課題討議を実施し、次年度計画を策定しております。
なお、前年度に引き続き、他社比較を含む客観的な視点による助言・提案を目的として第三者機関を活用し、アンケートやインタ
ビューの分析・評価、次年度に向けたアクションプランを策定いたしました。

評価結果

評価結果では、以下のとおり取締役会および指名・報酬・監査委員会の実効性が確保されていることを確認いたしました。
1 2021年11月に公表した中期経営計画については、経営と各部門が直接対話を重ね、各部門の計画をビルドインしていくプロセスに

基づき、取締役会で十分に議論を重ねながら策定を進めました。中期経営計画が実行フェーズに入ったことを踏まえ、今後はモニタ
リングに焦点を当てた議論を、適時に実効性高く行うことが必要である旨の意見が出されました。

2 多くの設問項目で「十分できている」または「おおむねできている」との回答が一定割合以上を占め、項目ごとの平均評点では、全て
の項目で前年度より改善しました。項目別では、「取締役会の議論」と「社外取締役に対するサポート」について、前年度から大幅な
改善がみられ、年間の議題スケジュールの設定や現地視察（オンライン含む）の実施など、一定の評価と満足度が得られました。一
方で、「取締役会等の運営」では、有効かつ効率的な時間配分などについて、さらなる改善の余地があるとの結果になりました。

3 各委員会においては、法定の委員会であることの役割を踏まえた十分な議論ができており、指名委員会では、透明性・客観性が評価で
きるとの意見が、報酬委員会では、戦略推進のための報酬制度の在り方の議論が進んだとの意見が出されました。
また、監査委員会では、戦略推進に伴うリスクの検知と対応状況をモニタリング・監査することも必要との意見が出されました。

2022年度
取り組み方針

（アクションプラン）

認識した課題への対応に加え、2020年６月に指名委員会等設置会社へ移行した際の「目的」や「目指す姿」に照らして策定した取り組み
方針（アクションプラン）は、以下の5項目です。
1 グループの大局的な方向付け（重要テーマの適時適切な議題設定と議論）
2 業務執行に対する監督・モニタリング（中期経営計画フォローアップ体制の構築、個別重要案件の対応と進捗管理、業務執行報告の充実）
3 指名・報酬・監査委員会の実効性向上（委員会報告の充実、取締役会と各委員会の連携）
4 執行役会のさらなる実効性向上（意思決定の精度向上）
5 運営やサポートの継続的な改善（視察を含むエデュケーション機会の拡充、社外取締役サポートの充実、事務局運営の効率化）

取締役会実効性評価 役員の指名に関する方針　  CEOの選任、再任可否の判断および後継者計画
（サクセッションプラン）

　CEOの選任、再任可否の判断および後継者計画（サク
セッションプラン）については、指名委員会における最重
要事項の一つに位置づけ、透明性・公正性を確保しつつ取
り組んでおり、その在り方を同委員会で積極的に審議し、
同委員会の審議過程において指名委員会委員以外の全て
の社外取締役からも意見聴取するなど、かかる取り組みの
さらなる高度化を図っています。
　具体的には、CEO就任初年度に在任期間中のビジョン
を指名委員会において審議したうえで、毎期経営計画に対
する進捗状況や今後の見通し、解決すべき課題などを同委
員会にて説明・共有し、再任可否については指名委員会委
員である社外取締役が主体的に判断できる体制を整えて
います。また、CEO後継者情報については、候補者の外部
経営人財評価機関によるスクリーニング結果、育成計画、
および経験させるべき分野への異動配置案などのあらゆ
る情報を徹底して指名委員会に共有します。
　なお、緊急時のCEO候補（CEO代行者）については、毎期
初に指名委員会にて審議・確認しています。

取締役候補者の指名を行うにあたっての方針

　取締役会の構成については、高い倫理観とともに、幅広
くかつ専門性の高い知識や特定事業領域における知見、外
部企業経験などに基づくスキルを有した多様なメンバー
で構成されるよう考慮しています。そのうえで、取締役候
補者の選任にあたっては、上記取締役会の構成に関する考
え方と、以下の選任基準をもとに、社外取締役が過半数か
つ委員長を務める指名委員会にて決議し、株主総会へ上程
しています。
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目次・編集方針 企業ビジョン 重点取り組み 重点取り組み 1  
人・地域をつなぐ

重点取り組み 2

持続可能な社会・時代をつなぐ
重点取り組み 3

従業員満足度の向上 ガバナンス GRIスタンダード対照表

ガバナンス　　コンプライアンス・リスクマネジメント

役員報酬に関する基本原則

　当社は執行役等の個人別の報酬等の内容に係る決定に関
する方針として「役員報酬に関する基本原則」を定めており、
その内容の概要は以下のとおりです。
　以下の４点を基本原則とすることで健全な企業家精神の
発揮に資するインセンティブ付けをしています。

1 株主と役員の利害一致の促進
2 業績や株主価値の向上に向けたインセンティブ効果の

拡大
3（目標達成時における）産業界全般における比較において

遜色の無い水準の提供
4 評価方法や報酬決定方法の客観性・透明性の確保

　上記「役員報酬に関する基本原則」に基づき、社外取締役
のみで構成される法定の報酬委員会において、報酬に関す
る方針の決定や個別報酬額を審議し、決定します。同委員会
においては、役員報酬制度が当社グループの持続的な成長
に向けた健全なインセンティブとして、より一層機能する
よう検討を継続しています。

賞与

　執行役においては、報酬原則を反映し、目標達成を強く
動機づけるために、下記の業績連動型賞与体系を導入して
います。

【1】賞与支給額算出式
執行役：基準賞与額（月額報酬（5ヶ月））×全社業績支給率

【2】全社業績支給率
当社として目指すべき営業利益目標額を達成した場合の支給率
を1.00（100 ％）と し、達 成 度 に 応 じ て 支 給 率 は 下 限0.00

（0％）～上限なしで比例配分となるように設計しています。

株式報酬
　株主価値の向上に対する意識を高めることを目的として、
一定期間の譲渡制限を付した自社株を付与し、株主と役員
の利害一致を図る「譲渡制限付株式報酬制度」を導入して
います。

（1）当社経営に有意な知見・経験を有し、経営の諸課題に
精通していること

（2）世界の動向、市場や顧客の変化を的確に洞察し、把握
できていること

（3）新しい知識を積極的に学ぶ姿勢を持ち、それをベース
に新しい経営の見方、方向性を導き出せること

（4）人格・見識に優れ、心身ともに健康であること
（5）順法精神や倫理観に富み、取締役として相応しい価値

観・人柄を有すること
　また、社外取締役については、その客観的な視点からの幅
広い意見を積極的に取り入れ、バランスの取れた経営を行
うために、実業界で経営・執行経験を十分に積んだ方をはじ
めとして、異なる分野・業界から招聘するとともに、取締
役会の多様性確保に十分に留意した人選を行うこととして
います。
　なお、経営陣幹部である執行役については指名委員会に
て審議のうえ、取締役会で決議しています。

独立性基準

　当社は、社外取締役を独立役員として指定するにあたっ
て、その独立性を判断するため、「三越伊勢丹ホールディン
グス社外役員の独立性に関する基準」を独自に定めており、
下記のいずれにも該当しない社外役員を独立役員として指
定しています。

1 当社グループの業務執行者
2 当社グループを主要な取引先とする者またはその業務

執行取締役、執行役、支配人
3 当社グループの主要な取引先またはその業務執行取締

役、執行役、支配人その他の使用人である者
4 当社グループの主要な借入先の業務執行者
5 当社グループから役員報酬以外に、一定額を超える金銭

その他の財産上の利益を受けているコンサルタント、

報酬構成

譲渡制限付株式報酬制度

※ 2 3 の「主要な取引先」とは「当社グループと当該取引先の連結ベースの年間取引額
が、過去3年間において1度でも両者いずれかの連結ベースの年間総取引額の1%を
超える取引があった取引先」

※ 4 の「主要な借入先」とは、「当社グループの借入金残高が、事業年度末において当社
の連結総資産の2％を超える借入先」

※ 5 の「一定額」とは「過去3年間のいずれかの年度において1千万円以上」

※1 基準株価：割当決議日の前取引日（当該日に株価が付かない場合はその前取引日）
の東京証券取引所における当社株式の終値

※2 任期満了もしくは当社取締役会が正当と認める理由による譲渡制限期間中に退
任の場合は譲渡制限を解除

金銭報酬債権額 執行役（取締役兼務者含む）：月額基本報酬3ヶ月分
非業務執行取締役：月額基本報酬1ヶ月分

配当株数の算出 個別金銭報酬債権÷基準株価※1

（100株未満切り捨て）

譲渡制限期間 30年間※2

役員報酬

会計専門家、法律専門家など
6 当社の発行済総株式数の5%以上の株式を保有してい

る株主またはその業務執行者
7 過去3年間において上記 1 から 5 に該当していた者
8 上記 1 から 5 の配偶者または二親等以内の親族

執行役
基本報酬
×12ヶ月

基本報酬
×12ヶ月

賞与
基本報酬×5ヶ月分

株式報酬
基本報酬×1ヶ月分

株式報酬
基本報酬
×3ヶ月分

※取締役兼務を含む

非業務執行取締役 ※社外取締役を含む
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目次・編集方針 企業ビジョン 重点取り組み 重点取り組み 1  
人・地域をつなぐ

重点取り組み 2
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従業員満足度の向上 ガバナンス GRIスタンダード対照表

ガバナンス　　コンプライアンス・リスクマネジメント

コンプライアンス・リスクマネジメントの
統合的実践
　三越伊勢丹グループでは、内部統制システム構築の基本
方針に基づいて、グループ各社の主体的なリスクマネジ
メント体制を整備・構築しています。コンプライアンス・リ
スクマネジメントの統合的な実践を通し、当社グループの

全業務領域におけるリスクの未然防止と発生時対応の準備
を横断的に行い、企業価値の向上につなげています。
　リスクが多様化する事業環境において、将来にわたり持
続的な成長を可能にするためにも、お客さま、お取組先、従
業員の安心・安全を最優先にリスクを明確化し、コンプラ
イアンス・リスクマネジメント推進体制のさらなる強化を
図っています。

リスクに対する3線ディフェンスと
5つのレイヤー管理
　当社グループにおけるリスクマネジメント体制は3つの
ディフェンスラインと5つのレイヤーで管理されています。
各グループ会社を第1線、HDSリスク管理部門を第2線、
HDS内部監査室を第3線とする3つのディフェンスライン
に加えて、現行の組織においてリスク管理を行う5つのレ
イヤー（ 1 グループ事業会社現業部門 2 グループ事業会
社管理部門 3 HDS各統括部門 4 HDSリスクマネジメン
ト室 5 HDS内部監査室）がリスクマネジメントにおいて
担う役割を明確化することで、より実効性の高いリスク管
理体制の構築を図っています。

コンプライアンス・リスクマネジメント

連携・報告・要請

指名委員会 報酬委員会

リスク対策部会

コンプライアンス推進部会

サイバーリスク対策プロジェクト

コロナ対策本部会議

監査委員会

株主総会

報告・監督

議　長：社長 CEO
副議長：CRO

＊次頁参照

HDS

コンプライアンス・リスクマネジメント推進会議

３線ディフェンスと５つのレイヤー

第5レイヤー

第4レイヤー

第3レイヤー

第2レイヤー

第1レイヤー

HDS
内部監査室

HDS
リスクマネジメント室

HDS
各統括部門

事業会社
管理部門

事業会社
現業部門

取締役会

HDSリスクマネジメント室

該当部門5つのレイヤー3線

HDS統括部門

グループ事業会社  管理部門

グループ事業会社  現業部門

3
線

2
線

1
線

監査

執行役会

リスクマネジメント体制図

5

4

3

2

1

代表執行役 CEO HDS内部監査室

コンプライアンス・リスクマネジメント体制

※「HDS」はホールディングスを表しています。
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ガバナンス　　コンプライアンス・リスクマネジメント

コンプライアンス・リスクマネジメント
推進会議
　リスクマネジメント基本規程において、リスクマネジメ
ントの体制および「平常時のリスク管理」と「緊急事態発生
時の対応」に関する基本事項を定めています。
　その実践のための最高機関として、CEOを議長とする

「コンプライアンス・リスクマネジメント推進会議」を設置
し、定期的に開催する同会議を基点に、リスクマネジメン
トのPDCAサイクルを構築しています。
　推進会議の中では「重点リスク」の選定や見直しを行い、
リスク発生の未然防止と発生時の対応方針を確認し、グ
ループ全体で周知徹底を図っています。

リスクマネジメントの実効性を高める各組織
　コンプライアンス・リスクマネジメント推進会議で選定
した重点リスクについて、より具体的な対策を立案し、実践、
検証、改善のPDCAサイクルを回すために、次の4つの部会
を通して、実効性のある未然防止対策を講じています。

リスク4部会

1 リスク対策部会
自然災害・火災をはじめとする様々なリスクの低減、
未然防止につなげるための対策の策定やBCPに基づ
いた訓練および点検を実施することで、リスク対策の
実効性の向上に取り組んでいます。

2 コンプライアンス推進部会
時代に即応した倫理観と急速な環境変化に正しく対応
するため、経営層が認識すべき法令知識・行政動向等
の理解促進と公正取引順守実務の連動を図り、企業文
化としてのコンプライアンスマインドの醸成に取り組
んでいます。

3 サイバーリスク対策プロジェクト
セキュリティ動向を常に把握し、グループセキュリ
ティの技術的な最適化を図るとともに、日々のモニタ
リング体制を整備し、未然防止や迅速なインシデント
対応、従業員教育に取り組んでいます。

4 コロナ対策本部会議
お客さまと従業員の安全・安心を最優先に考え、グ
ループ共通の方針や対策を決定しています。感染防止
対策を徹底した安全な営業体制の継続とあたらしい働
き方の両立について取り組んでいます。

リスクマネジメントのPDCAサイクル
　コンプライアンス・リスクマネジメント推進会議にて策
定されたリスクマネジメントの方針をもとに、4つの部会
を通じた対応策の策定と徹底、グループ各社における訓練
や自主点検を通じ、リスク発生の未然防止と発生時の対応
の実効性向上を図っています。
　そして、実際のリスク発生時の報告の徹底および内容の
共有を図るとともに、グループ各社におけるリスク対策の
取り組み状況を確認し抽出された課題や日々の外部環境
の変化に起因するあらたなリスクに関する分析を行い、問
題点の是正や対策の強化に結びつけています。

Plan

Check

Act Do

リスク4部会

内部監査

推進会議

リスク一覧作成

リスクマップ策定

重点リスク選定

課題の抽出

モニタリング・報告

監査活動

問題点の是正
リスクマネジメント
の実践
（自主点検活動等）

リスク対応方針・
計画の策定 

重点リスク対応策の
策定と周知徹底 

2022年5月開催　
コンプライアンス・リスクマネジメント推進会議の様子（リモート開催）
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ガバナンス　　コンプライアンス・リスクマネジメント

リスクの捉え方
　三越伊勢丹グループでは、リスクを捉えるにあたり、日々
変化する外部環境とグループの事業特性、事業戦略を考慮
し、多角的な視点からリスクの把握に努めています。
　当社グループ全体の事業を取り巻くリスクを5つのカテ
ゴリー(❶災害・外部リスク、❷経営戦略リスク、❸財務リス
ク、❹人事・労務リスク、❺オペレーショナルリスク)に分類
し、個々のリスクの分析と評価を実施しています。そして、
リスクが顕在化した際には、物的損害、人的損害、財務・経営
戦略遂行の阻害、レピュテーション毀損などの損害を被る
ものと捉え、発生頻度や事業への影響をもとにリスクマッ

　リスクには、その規模の大小のみならず、目に見え
るものから見えないもの、また、身近で発生するもの
から遠くで発生し思いもよらない形で影響してくる
ものまで幅広くあります。これらのリスクに対応する
ために、常日ごろから、多様な分野へアンテナを張り
めぐらせ、様々な部署、各社と互いのリスク認識を擦
り合わせ、危機管理意識を向上させながら、対策の強
化を実施しています。
　当社グループは、女性のお客さま・女性従業員の比
率が高いことから、2022年度より、女性の視点を取り
入れたリスクマネジメントを推進しています。
　具体的には、首都圏の産休および育児休業取得中の
社員に対して、小さな子どもがいる家庭で必要な自然
災害に対する平常時の備えについて啓発をはじめま
した。今後さらなる強化とその他のリスク対応にも活
かしてまいります。
　今後も企業特性に応じたリスク対策を講じていく
ことで、日々多様なリスクに向き合いながら、安心し
てお買物いただける環境づくりをし、事業活動継続の
ために努力をしてまいります。

プを作成し、その中から重点リスクを選定しています。
　日々の外部環境の変化を捉え、新たなリスクを追加する
と共ともに個々のリスクへの対応状況を評価・更新し、所管
部署や経営の意見を取り入れながら随時更新したうえで
リスク低減のための対策の徹底を図っています。
　一連のリスク対応を経営戦略に反映させることにより、
当社グループの持続可能な成長と価値向上に努めています。

リスクマネジメント室

江越 七海

リスクの一例 リスクマップ

区分 リスク項目

災害・外部リスク
● 自然災害・火災
● 感染症
● 情報セキュリティ

経営戦略リスク
● デジタル社会への対応
● サステナビリティ経営の推進
● ビジネスモデルの変化への対応

財務リスク
● 企業（被）買収
● 資金調達
● 為替変動　　　

人事・労務リスク
● 人財獲得競争の激化
● 人権侵害・差別行為
● ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

オペレーショナル
リスク

● 商品取引上のリスク
● 個人情報漏洩
● 食品衛生事故 小／低

大

高

High

Middle

Low

1 2 3

重点リスク1

2

3

4

5

発生頻度

発
生
時
の
影
響

リスクの一例 リスクマップ

区分 リスク項目

災害・外部リスク
● 自然災害・火災
● 感染症
● 情報セキュリティ

経営戦略リスク
● デジタル社会への対応
● サステナビリティ経営の推進
● ビジネスモデルの変化への対応

財務リスク
● 企業（被）買収
● 資金調達
● 為替変動　　　

人事・労務リスク
● 人財獲得競争の激化
● 人権侵害・差別行為
● ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

オペレーショナル
リスク

● 商品取引上のリスク
● 個人情報漏洩
● 食品衛生事故 小／低

大

高

High

Middle

Low

1 2 3

重点リスク1

2

3

4

5

発生頻度

発
生
時
の
影
響

リスクマネジメント 女性の視点を取り入れた
リスクマネジメント

INTERVIEW
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事業継続マネジメント（BCM）
　三越伊勢丹グループでは平常時から事業継続計画（BCP）
の改定をはじめ、システムやツールの改良、文書体系の整備
を実施しています。さらに、教育・訓練を通じて、BCPの実効
性向上と危機管理意識の醸成までを含めBCMとして実行
しており、グループの中核となる事業の継続能力を維持・改
善していくための活動を実施しています。
　その活動の中で抽出される課題については、コンプライ
アンス・リスクマネジメント推進会議をはじめとする会議
等を通じグループ全体で共有しながら、改善のため不断の
努力を継続しており、このような一連の取り組みを通じた
PDCAサイクルの実行が、さらなる当社グループのBCMの
実効性の向上とレジリエンス強化へとつながっています。
　当社グループでは、百貨店業のみならず様々な事業を展
開しています。近年多発する、地震、台風、水害といった自然
災害やパンデミック等が発生すると、各店舗ならびに事業
継続に支障をきたす可能性があります。そのため、リスクが
顕在化し「グループ経営の危機」に遭遇した際に、お客さま・
従業員・事業資産等への被害を最小限にとどめ、被災拠点と
事業の早期復旧および事業継続を図るために、グループ各
社におけるBCP等を策定しています。

　BCPでは、発動基準のほか、グループ全体の意思決定や
組織体制、行動計画、目標復旧時間のほか、平常時における
リスクへの事前対策等について定めています。また、平常時
より、対策本部の立ち上げやBCPの発動について首都圏以
外の拠点が被災した場合など、シナリオを変えて訓練を実
施しています。

BCP発動の訓練の様子

2016年 に (一 社)レ ジ リ エ ン ス
ジャパン推進協議会により、レジ
リエンス認証を取得しておりま
す。これは百貨店としては初めて
の取得となり、（株）三越伊勢丹の
事業継続計画の取り組みが評価
されました。さらに、2018年には

「事業継続」に加え、店頭での募金活動や従業員のボ
ランティア活動を支援する仕組み等が評価され「社会
貢献」においても同認証を取得しています。

情報セキュリティ体制
　当社グループでは多岐にわたる事業活動やサービス提供
の中で、お客さま、お取組先から日々お預かりする様々な情
報を厳格に管理しています。そして、オンライン購買の伸長
や各種デジタルツールが普及し、多くのシステムを日々の営
業活動において活用しています。しかし、これらの対応はサ
イバー攻撃等によるシステムの破壊や停止、そして不正アク
セス犯罪等による個人情報や機密情報の漏洩など多くのリ
スクを孕んでいます。お客さまに安心してご利用いただける
よう、当社グループでは様々な対応策を実施しています。

　まず、情報セキュリティ体制の強化、専門部署を中心とし
た「サイバーリスク対策プロジェクト」を設置し、対応策の策
定と実行を図っており、平常時のサイバーリスク予防と有事
におけるセキュリティインシデント対応を実施しています。
　そして、技術的な対策として、サイバー攻撃などを受けた
際のリスクを低減するための実行項目として、弱点を把握し
て事前に対処するための「防御」、侵入を早期発見・早期対処
するための「検知」「監視」「駆除」の4つを設けており、これら
を実施するべく各種セキュリティツール、システムの導入・
運用を図り、対策を強化しています。人的・組織的対策では、
情報セキュリティに関する従業員のリテラシー向上策とし
て、当社システム部門における専門人材の育成の推進や、従
業員への教育プログラム実施のほか、各拠点において不審
メールの受信・通報といった訓練を定期的に実施しています。
そして、日常的に情報セキュリティに係る事例の発生状況を
イントラネットを通して共有することで危機意識の醸成を
図っています。
　さらに、インシデントが発生した際に適切に対応するた
めに、行政・専門機関といった外部への報告および連携を
図 り、迅速な対応を可能とするための組織であるCSIRT

（Computer Security Incident Response Team）を設置
しています。
　当社グループでは、外部認証の取得として「プライバシー
マーク」、情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）に
関する国際規格の「ISO 20000」「ISO 27001」を取得してい
ます。
※2022年3月期認証取得数はウェブサイトのESGデータ集に記載

リスク低減に向けた具体的な取り組み

ESGデータ集（コーポレートサイト）
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/138

https://imhds.disclosure.site/ja/themes/138
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/138
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ガバナンス　　コンプライアンス・リスクマネジメント

コンプライアンスに関する考え方
　三越伊勢丹グループは、グループで働く従業員が、法令
をはじめ倫理や社会規範等を順守していくために、コンプ
ライアンスを価値観や意識・行動まで根づかせ実践するこ
とが重要であると考えています。
　そのために、役員および従業員の行動規範とする、「三越
伊勢丹グループ企業倫理行動基準」を制定し、全社に浸透
を図るとともに、コンプライアンス体制の維持向上に取り
組み、社会的信頼の確保に努めています。また、お客さま・
お取組先や従業員との関係性において順守すべき法令や倫
理行動の指針を纏めた「コンプライアンス・ガイドブック」
を社内イントラネットに掲示し、日々の業務における法令
順守の周知徹底を図っています。

コンプライアンス推進部会
　「コンプライアンス・リスクマネジメント推進会議」下部
部会として「コンプライアンス推進部会」を設置。法令・倫
理・社会規範順守の啓発・実践促進はもとより、ソフトロー
分野まで幅を広げた議論、検討を行っています。2022年度
からは特に経営層を対象とした取り組みを進めています。
  一方で、実務者対象の会議体では、個人情報管理・食品衛
生事故防止と、「営業上のコンプライアンスの具体的項目」
としての独禁法（カルテル談合等）・下請法・景品表示法を
取り上げ、実務チェック・予防の実践的活動を行っており、
コンプライアンス推進部会においてその活動状況も共有し
ています。

ステークホルダーに対する
コンプライアンス強化ポイント
①お客さま：個人情報保護の取り組み

お客さまからお預かりする個人情報を適切に管理し、正し
く利用するために、「プライバシーポリシー」を制定・公開
し、お客さまの信頼とご期待にお応えしています。また、

「個人情報取扱規程」を定め、適切な利用と厳重な保護管理
を行っています。

②株主／投資家：IRポリシーの制定
IR活動において、株主・投資家の方々の信頼と共感を得ら
れる企業を目指し、「IRポリシー」を制定・公開して、公平
な情報開示やコミュニケーションの充実を図っています。

③地域社会：反社会的勢力対応
「内部統制システム構築の基本方針」および「三越伊勢丹グ
ループ調達方針」において反社会的勢力との関係遮断、不
当要求の拒絶、被害の防止を掲げています。

④お取組先：公正取引を推進するための体制構築と運用
「公正取引に関する指針」を定め、公正かつ自由な競争を堅
持し、広く社会に貢献し続ける企業であるための体制構築
と運用を推進しています。

⑤従業員：内部通報窓口の設置と運営
グループ内で不当行為が発生した場合にその事実を速や
かに認識し、改善するために、「グループホットライン」を
設置しています。通報者保護の観点から社外専門会社・弁
護士事務所が通報を受ける体制を整えており、雇用元を問
わずグループ内で働く全員が利用でき、また、匿名でも受
け付け調査することとしています。

法令・倫理・社会規範順守 コンプライアンス推進体制
「三越伊勢丹グループ企業倫理行動基準」
「コンプライアンス・ガイドブック」 

三越伊勢丹
グループ

コンプライアンス
推進部会

サイバーリスク対策
プロジェクト

コロナ対策
本部会議

リスク対策
部会

コンプライアンス・リスクマネジメント推進会議

部会の目的

運用が行政機関に委ねられている法分野（独禁法や個
人情報保護法）について経済情勢や社会的要請の変遷
も踏まえた情報・事例共有を行う。

IT革新等によりビジネスが先行し法整備未了の分野に
ついて中期経営計画に則した情報・事例共有を行う。

実務者対象会議体における実践項目・課題について共
有を行う。

お客さま

個人情報保護法

景品表示法 等

地域社会

大店立地法、食品衛生法

環境関連法 等

株主／投資家

会社法

インサイダー取引規制法 等

お取組先

独占禁止法、下請法

商標法 等
従業員

労働法

労働施策総合推進法
（ハラスメント防止対策）等

法令・倫理・社会規範順守 コンプライアンス推進体制
「三越伊勢丹グループ企業倫理行動基準」
「コンプライアンス・ガイドブック」 

三越伊勢丹
グループ

コンプライアンス
推進部会

サイバーリスク対策
プロジェクト

コロナ対策
本部会議

リスク対策
部会

コンプライアンス・リスクマネジメント推進会議

部会の目的

運用が行政機関に委ねられている法分野（独禁法や個
人情報保護法）について経済情勢や社会的要請の変遷
も踏まえた情報・事例共有を行う。

IT革新等によりビジネスが先行し法整備未了の分野に
ついて中期経営計画に則した情報・事例共有を行う。

実務者対象会議体における実践項目・課題について共
有を行う。

お客さま

個人情報保護法

景品表示法 等

地域社会

大店立地法、食品衛生法

環境関連法 等

株主／投資家

会社法

インサイダー取引規制法 等

お取組先

独占禁止法、下請法

商標法 等
従業員

労働法

労働施策総合推進法
（ハラスメント防止対策）等

コンプライアンス
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GRIスタンダード対照表
一般開示事項

開示事項 該当ページ

GRI 2 一般開示事項 2021
2-1 組織の詳細 P.3-4 三越伊勢丹グループについて

2-2 組織のサステナビリティ報告の対象となる事業体 P.2 編集方針
P.3-4 三越伊勢丹グループについて

2-3 報告期間、報告頻度、連絡先 P.2 編集方針
2-4 情報の修正・訂正記述 —
2-5 外部保証 ESGデータ集

2-6 活動、バリューチェーン、その他のビジネス関係 P.11 三越伊勢丹グループの価値創造プロセス
P.48 責任ある調達

2-7 従業員 ESGデータ集（社会）
2-8 従業員以外の労働者 —

2-9 ガバナンス構造と構成
P.19 サステナビリティ推進体制 
P.37 TCFD提言に沿った情報開示 
P.73-76 ガバナンス 

2-10 最高ガバナンス機関における指名と選出 P.73-76 ガバナンス
2-11 最高ガバナンス機関の議長 P.73-76 ガバナンス

2-12
インパクトのマネジメントの監督における
最高ガバナンス機関の役割

P.19 サステナビリティ推進体制 
P.37 TCFD提言に沿った情報開示 
P.73-76 ガバナンス

2-13 インパクトのマネジメントに関する責任の移譲
P.19 サステナビリティ推進体制 
P.37 TCFD提言に沿った情報開示 
P.73-76 ガバナンス

2-14
サステナビリティ報告における
最高ガバナンス機関の役割

P.19 サステナビリティ推進体制 
P.37 TCFD提言に沿った情報開示 
P.73-76 ガバナンス

2-15 利益相反 政策保有株式の方針 
有価証券報告書（P.62,131）

2-16 重大な懸念事項の伝達

P.19 サステナビリティ推進体制 
P.60 ハラスメント防止 
P.77-78 コンプライアンス・リスクマネジメント体制 
P.79 リスクマネジメント 
P.81 コンプライアンス

2-17 最高ガバナンス機関の集合的知見　　 P.14 サステナビリティに関する方針 
P.73-76 ガバナンス

2-18 最高ガバナンス機関のパフォーマンス評価 P.73-76 ガバナンス
2-19 報酬方針 P.73-76 ガバナンス
2-20 報酬の決定プロセス P.73-76 ガバナンス

開示事項 該当ページ
2-21 年間報酬総額の比率 P.73-76 ガバナンス

2-22 持続可能な発展に向けた戦略に関する声明 P.8-10 トップメッセージ 
P.12-13 サステナビリティ担当役員メッセージ

2-23 方針声明 P.14 サステナビリティに関する方針 
P.48 責任ある調達

2-24 方針声明の実践

P.21-23 〈社員対談〉サステナブルな未来に向けた取り組み 
P.24 百貨店の取り組み“think good” 
P.25-33 重点取り組み①人・地域をつなぐ 
P.34-51 重点取り組み②持続可能な社会・時代をつなぐ 
P.52-72 重点取り組み③従業員満足度の向上

2-25 マイナスのインパクトの是正プロセス

P.14 サステナビリティに関する方針 
P.37-39 TCFD提言に沿った情報開示 
P.73-76 ガバナンス 
P.77-81 コンプライアンス・リスクマネジメント

2-26 助言を求める制度および懸念を提起する制度

P.14 サステナビリティに関する方針 
P.37-39 TCFD提言に沿った情報開示 
P.73-76 ガバナンス 
P.77-81 コンプライアンス・リスクマネジメント

2-27 法規制遵守 ESGデータ集
2-28 会員資格を持つ団体 P.20 参画しているイニシアティブ／社外からの評価

2-29
ステークホルダー・エンゲージメントへの
アプローチ

P.15 ステークホルダーエンゲージメント 
サステナビリティに関する
お客さまアンケート結果のご報告

2-30 団体交渉協定 ESGデータ集（社会）

GRI 3 マテリアルな項目 2021
3-1 マテリアルな項目の決定プロセス P.16 重点取り組み 特定プロセス

3-2 マテリアルな項目のリスト

P.17 重点取り組み（マテリアリティ） 
P.19 サステナビリティ推進体制 
P.25 人・地域をつなぐ 
P.34 持続可能な社会・時代をつなぐ 
P.52 従業員満足度の向上

3-3 マテリアルな項目のマネジメント

P.14 サステナビリティに関する方針 
P.18 長期目標と現状 
P.37-39 TCFD提言に沿った情報開示 
P.73-76 ガバナンス 
P.77-81 コンプライアンス・リスクマネジメント体制

https://imhds.disclosure.site/ja/themes/138
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/138#1207
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/138
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/138#1207
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/132
https://pdf.irpocket.com/C3099/mCOP/XkEa/Iusg.pdf
https://pdf.irpocket.com/C3099/qSDE/qWh3/hxz6.pdf
https://pdf.irpocket.com/C3099/qSDE/qWh3/hxz6.pdf
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経済 環境
開示事項 該当ページ

GRI 201 経済パフォーマンス2016

201-1 創出、分配した直接的経済価値 P.3-4 三越伊勢丹グループについて 
有価証券報告書（P2-3,10,37,120-121）

201-2
気候変動による財務上の影響、
その他のリスクと機会 P.37-39 TCFD提言に沿った情報開示

201-3 確定給付型年金制度の負担、その他の退職金制度 有価証券報告書（P.103-104）
201-4 政府から受けた資金援助 —

GRI 202 地域経済での存在感2016
202-1 地域最低賃金に対する標準新人給与の比率（男女別） —
202-2 地域コミュニティから採用した上級管理職の割合 —

GRI 203 間接的な経済的インパクト2016

203-1 インフラ投資および支援サービス

P.3-4 三越伊勢丹グループについて 
P.26-28 地域社会との協創 
P.33 未来を拓く「人とのつながり」 
三越伊勢丹グループの事業戦略

203-2 著しい間接的な経済的インパクト

P.3-4 三越伊勢丹グループについて 
P.11 三越伊勢丹グループの価値創造プロセス 
P.26-28 地域社会との協創 
P.33 未来を拓く「人とのつながり」 
三越伊勢丹グループの事業戦略

GRI 204 調達慣行2016
204-1 地元サプライヤーへの支出の割合 —

GRI 205 腐敗防止2016

205-1 腐敗に関するリスク評価を行っている事業所

P.77-78 コンプライアンス・リスクマネジメント 
P.79-80 リスクマネジメント 
P.81 コンプライアンス 
ESGデータ集（ガバナンス）

205-2
腐敗防止の方針や手順に関する
コミュニケーションと研修

P.14 サステナビリティに関する方針 
P.77-78 コンプライアンス・リスクマネジメント 
P.79-80 リスクマネジメント 
P.81 コンプライアンス 
ESGデータ集（ガバナンス）

205-3 確定した腐敗事例と実施した措置 ESGデータ集（ガバナンス）

GRI 206 反競争的行為2016

206-1
反競争的行為、反トラスト、独占的慣行により
受けた法的措置 ESGデータ集（ガバナンス）

開示事項 該当ページ

GRI 301 原材料2016
301-1 使用原材料の重量または体積 ESGデータ集（環境）
301-2 使用したリサイクル材料 —
301-3 再生利用された製品と梱包材 —

GRI 302 エネルギー2016

302-1 組織内のエネルギー消費 P.36 2021年度のScope１、２結果 
ESGデータ集（環境）

302-2 組織外のエネルギー消費 P.36 2021年度のScope3結果 
ESGデータ集（環境）

302-3 エネルギー原単位 ESGデータ集（環境）

302-4 エネルギー消費量の削減 P.36 環境に関する中長期目標 
ESGデータ集（環境）

302-5 製品およびサービスのエネルギー必要量の削減 —

GRI 303 水と廃水2018
303-1 共有資源としての水との相互作用 —
303-2 排水に関連するインパクトのマネジメント —
303-3 取水 —
303-4 排水 ESGデータ集（環境）

303-5 水消費 P.35 脱炭素社会に向けて 
ESGデータ集（環境）

GRI 304 生物多様性2016

304-1
保護地域および保護地域ではないが生物多様性
価値の高い地域、もしくはそれらの隣接地域に
所有、賃借、管理している事業サイト

—

304-2
活動、製品、サービスが生物多様性に与える
著しいインパクト —

304-3 生息地の保護・復元 —

304-4
事業の影響を受ける地域に生息するIUCNリスト
ならびに国内保全種リスト対象の生物種 —

GRI 305 大気への排出2016

305-1 直接的な温室効果ガス（GHG）排出量（スコープ1） P.36 2021年度のScope１、２結果 
ESGデータ集（環境）

305-2 間接的な温室効果ガス（GHG）排出量（スコープ2） P.36 2021年度のScope3結果 
ESGデータ集（環境）

305-3
その他の間接的な温室効果ガス（GHG）排出量（ス
コープ3）                                                                             

P.36 2021年度のScope１、２結果 
ESGデータ集（環境）
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目次・編集方針 企業ビジョン 重点取り組み 重点取り組み 1  
人・地域をつなぐ

重点取り組み 2

持続可能な社会・時代をつなぐ
重点取り組み 3

従業員満足度の向上 ガバナンス GRIスタンダード対照表

開示事項 該当ページ
305-4 温室効果ガス（GHG）排出原単位 ESGデータ集（環境）

305-5 温室効果ガス（GHG）排出量の削減
P.36 環境に関する中長期目標 
P.37-39 TCFD提言に沿った情報開示 
ESGデータ集（環境）

305-6 オゾン層破壊物質（ODS）の排出量 —

305-7
窒素酸化物（NOx）、硫黄酸化物（SOx）、
およびその他の重大な大気排出物 ESGデータ集（環境）

GRI 306 廃棄物2020
306-1 廃棄物の発生と廃棄物関連の著しいインパクト P.44-47 循環型社会に向けて
306-2 廃棄物関連の著しいインパクトの管理 P.44-47 循環型社会に向けて

306-3 発生した廃棄物 P.35 脱炭素社会に向けて 
ESGデータ集（環境）

306-4 処分されなかった廃棄物 P.35 脱炭素社会に向けて 
ESGデータ集（環境）

306-5 処分された廃棄物 ESGデータ集（環境）

GRI 307 環境コンプライアンス2016
307-1 環境法規制の違反 ESGデータ集（環境）

GRI 308 サプライヤーの環境面のアセスメント2016
308-1 環境基準により選定した新規サプライヤー —

308-2
サプライチェーンにおけるマイナスの
環境インパクトと実施した措置 P.48 責任ある調達

社会
開示事項 該当ページ

GRI 401 雇用2016

401-1 従業員の新規雇用と離職
P.55-57 女性活躍推進 
P.63-65 多様性のある働き方 
ESGデータ集（社会）

401-2
正社員には支給され、非正規社員には
支給されない手当 —

401-3 育児休暇 P.63-65 多様性のある働き方 
ESGデータ集（社会）

GRI 402 労使関係2016
402-1 事業上の変更に関する最低通知期間 —

GRI 403 労働安全衛生2018

403-1 労働安全衛生マネジメントシステム P.14 サステナビリティに関する方針 
P.66 ヘルス＆メンタルケア

403-2 危険性（ハザード）の特定、リスク評価、事故調査
P.66 ヘルス＆メンタルケア 
P.77-78 コンプライアンス・リスクマネジメント 
P.79-80 リスクマネジメント

403-3 労働衛生サービス P.66 ヘルス＆メンタルケア

403-4
労働安全衛生における労働者の参加、協議、
コミュニケーション P.66 ヘルス＆メンタルケア

403-5 労働安全衛生に関する労働者研修 —
403-6 労働者の健康増進 P.66 ヘルス＆メンタルケア

403-7
ビジネス上の関係で直接結びついた労働安全衛生の
影響の防止と緩和 —

403-8
労働安全衛生マネジメントシステムの対象となる
労働者

P.66 ヘルス＆メンタルケア
ESGデータ集（社会）

403-9 労働関連の傷害 P.66 ヘルス＆メンタルケア 
ESGデータ集（社会）

403-10 労働関連の疾病・体調不良 —

GRI 404 研修と教育2016
404-1 従業員一人当たりの年間平均研修時間 —

404-2
従業員スキル向上プログラム
および移行支援プログラム

P.67-71 生涯CDPの推進／人財育成 
P.72 支援制度と取り組み

404-3
業績とキャリア開発に関して定期的なレビューを
受けている従業員の割合 P.54 コミュニケーション
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目次・編集方針 企業ビジョン 重点取り組み 重点取り組み 1  
人・地域をつなぐ

重点取り組み 2

持続可能な社会・時代をつなぐ
重点取り組み 3

従業員満足度の向上 ガバナンス GRIスタンダード対照表

開示事項 該当ページ

GRI 405 ダイバーシティと機会均等2016

405-1 ガバナンス機関および従業員のダイバーシティ
P.55-61 ダイバーシティ＆インクルージョンの推進 
P.74 取締役会、法定3委員会体制等について 
ESGデータ集（社会・ガバナンス）

405-2 基本給と報酬総額の男女比 －

GRI 406 非差別 2016
406-1 差別事例と実施した救済措置 —

GRI 407 結社の自由と団体交渉2016

407-1
結社の自由や団体交渉の権利がリスクにさらされる
可能性のある事業所およびサプライヤー

P.14 サステナビリティに関する方針 
P.54 コミュニケーション

GRI 408 児童労働2016

408-1
児童労働事例に関して著しいリスクがある事業所
およびサプライヤー

P.14 サステナビリティに関する方針 
P.48 責任ある調達

GRI 409 強制労働2016

409-1
強制労働事例に関して著しいリスクがある事業所
およびサプライヤー

P.14 サステナビリティに関する方針 
P.48 責任ある調達

GRI 410 保安慣行2016

410-1 人権方針や手順について研修を受けた保安要員
P.48 責任ある調達 
P.60 ハラスメント防止 
P.61 人権に関する方針

GRI 411 先住民族の権利2016
411-1 先住民族の権利を侵害した事例 —

GRI 412 人権アセスメント2016

412-1 人権レビューやインパクト評価の対象とした事業所
P.14 サステナビリティに関する方針 
P.60 ハラスメント防止 
P.61 人権に関する方針

412-2 人権方針や手順に関する従業員研修
P.48 責任ある調達 
P.60 ハラスメント防止 
P.61 人権に関する方針

412-3
人権条項を含むもしくは人権スクリーニングを
受けた重要な投資協定および契約 —

開示事項 該当ページ

GRI 413 地域コミュニティ2016

413-1
地域コミュニティとのエンゲージメント、
インパクト評価、開発プログラムを実施した事業所

P.15 ステークホルダーエンゲージメント 
P.26-28 地域社会との協創

413-2
地域コミュニティに著しいマイナスのインパクト

（顕在的、潜在的）を及ぼす事業所 —

GRI 414 サプライヤーの社会面のアセスメント2016
414-1 社会的基準により選定した新規サプライヤー —

414-2
サプライチェーンにおけるマイナスの
社会的インパクトと実施した措置 P.48 責任ある調達

GRI 415 公共政策2016
415-1 政治献金 —

GRI 416 顧客の安全衛生2016

416-1
製品およびサービスのカテゴリーに対する
安全衛生インパクトの評価 P.49-51 品質管理の取り組み

416-2
製品およびサービスの安全衛生インパクトに
関する違反事例 —

GRI 417 マーケティングとラベリング2016

417-1
製品およびサービスの情報とラベリングに関する
要求事項 P.49-51 品質管理の取り組み

417-2
製品およびサービスの情報とラベリングに関する
違反事例 —

417-3
マーケティング・コミュニケーションに関する
違反事例 —

GRI 418 顧客プライバシー2016

418-1
顧客プライバシーの侵害および顧客データの
紛失に関して具体化した不服申立 —

GRI 419 社会経済面のコンプライアンス2016

419-1 社会経済分野の法規制違反
P.77-78 コンプライアンス・リスクマネジメント 
P.81 コンプライアンス 
ESGデータ集

https://imhds.disclosure.site/ja/themes/138
https://imhds.disclosure.site/ja/themes/138#1207



